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成３０ 度一般会計当初予算説明資料

款 議 会 費
項 議 会 費 議会事務局

目 議 会 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般財源

78,371 102,795 △ , 0 0 0 78,371

○

○

議員報酬( 名 33,372 千

議員期 手当 11,180 千

議員共済 金 担金 12,102 千

一般職給 4,671 千

賃金 嘱託職員 2,747 千

旅費 3,034 千
議員 正副議長 行政調査 費用弁償 2,690 千
職員 344 千

議長交際費 150 千

需用費 1,143 千
議会 印 費 回発行 819 千

その他 図書等 324 千

役務費 413 千
電話料 郵 料 24 千
タ レッ クラ システム利用料 389 千

委託料 3,111 千
議事録作成委託料 2,706 千
議場 送システム保 委託料 405 千

使用料及び賃借料 バス賃借料等 150 千

担金補 及び交付金 1,599 千
鳥 県 村議会議長会 担金 788 千
西部 村議会議長会 担金 476 千
森林交付税 ォ ラム参加 担金 6 千

20 千
行政調査等各種会合 担金 50 千
議員研修参加 担金 259 千

財 源 訳

訳

比 較事 業 名 本 度 前 度

9 議会活動

事業説明
議会基本条例の理念 基 議会活動のさ る活性化と質の向上を図る
全議員 議員研修を 回 大津市 大阪市 講 議員個々の能力向上 資 る
議会報告会及び意見交換会を実施 議会活動 つい 説明責任を果た 民意を 映 た行政

チ ック機能の向上 努める
昨 度導入 た議会 送システム及び議会タ レッ システムを有効活用 本会議及び各委員会

等の情報公開を積極的 行う

全国森林環境税創設促進議員連盟 担金
訳

訳

主 執行経費

訳

訳

－ －



成３０ 度一般会計当初予算説明資料

款 総 務 費
項 監査委員費 議会事務局

目 監査委員費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般財源

988 988 0 0 0 0 988

○

○

委員報酬 918 千
, × ヶ 612 千
, × ヶ 306 千

需用費 監査関 図書購入 20 千

担金補 及び交付金 50 千
鳥 県 村監査委員協議会 担金

比 較

事業説明

財 源 訳

9 監査委員会運営
事務

事 業 名 本 度

訳
識見監査委員
議選監査委員

監査計 実施計 基 例 出納検査 回 のほ 定期監査 回 決算審査 回 を
行う また 必要 応 随時監査を実施 る
各種研修 参加 監査 関 る知見を高める
事務事業の執行 予算及び法 基 い 適正 行わ いる 留意の上 監査を実施

行政 対 る住民の信頼を高める

執行経費

前 度

－ －



成３０ 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費
01 項 総務管理費 出 納 室

04 目 会計管理費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般財源

879 866 13 0 0 0 879

○ 事業説明
公金の適正 出納 管理を行うとと 全 つ有利 保管 運用 努める

○ 執行経費
需用費 全庁事務用品 封筒印 370 千
役務費 509 千

02 款 総 務 費   
01 項 総務管理費 出 納 室

05 目 財産管理費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,200 4,266 934 0 0 5,200 0

○ 事業説明
基金利子を適正 管理 積立等を行う

○ 執行経費
積立金 4,910 千

財政調整基金利子 3,480 千
減債基金利子 520 千
公共施設等建設基金利子 890 千
わ の定住促進基金利子 20 千

繰出金 290 千
土地開発基金利子

12 款 公 債 費
01 項 公 債 費 出 納 室

02 目 利 子 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200 300 △ 100 0 0 0 200

○ 事業説明
資金不足 生 た場合 借入を行い 適 資金運用 努める

○ 執行経費
償還金利子及び割引料 一時借入金利子 200 千

1269 会計管理事務

財 源 訳

事 業 名

事 業 名 本 度 前 度 比 較
財 源 訳

本 度 前 度 比 較

1401 資金運用利子償還事務

郵 料及びｸﾚｼﾞ ﾄｶ ﾄﾞ 納 口 振替手数料等

事 業 名 本 度 前 度 比 較

財 源 訳

1008 基金管理事務

－3－



 款 総 務 費

 項 総務管理費 総 務 課

 目 一般管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

特別職給 17,520 千

職員給 64,393 千

職員手当 共済費 77,294 千

臨時職員等賃金 21,410 千

報償費 5,000 千

20 千

普通旅費 特別職 管理職 一般職員研修 4,138 千

長交 費 1,850 千

消耗品費 電話 郵 料等 5,135 千

委 料 1,508 千

使用料及 賃借料

3,396 千

1,296 千

備品購入費 100 千

担金補 及 交付金

職員採用試験費用 担金 30 千

職員研修 担金 1,880 千

県 会 担金 165 千

西部 会 担金 2,055 千

日 高校魅力向上コ ネ タ 担金 1,275 千

そ 他 担金 541 千

L 防犯灯設置補 500 千

職手当組合 担金 50,618 千

○ 源

過疎地域自立 進特別 業債 500 千

諸 入 用保険料納付金等 682 千

ふ さ 納税寄附 礼品

コ 機使用料他

源 訳
業 本 前

効率的 行 営 た 経費 人件費 適 化 併せ 職員 資質向上 た 自治研修 中
央研修 派遣及 部研修 実施 た人 考課 実施

新卒者等 臨時職員 採用 若者定住 地域後 者 確保 図 い あ 方へ 軽作業
委 実施

ふ さ 納税 活用 特産品 PR及 源 確保 図
L 防犯灯設置 成 地域防犯 向上 図

一般管理 務 258,942267,821260,124

比 較

△ , 6825000

ふ さ 納税手数料

成 一般会計当初予算説明資料

職場研修講師謝金

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 総務管理費 総 務 課

 目 一般管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

需用費 薬品代 置 薬 5 千

役務費 1,200 千

定期健康診断 人 983 千

チェッ 人 217 千

担金補 及 交付金 820 千

人間 ッ 担金 人 750 千

特定健康診査等実施 担金等 人 66 千

共済大会参加 担金 4 千

款  総 務 費

項  総務管理費 総 務 課

 目 文書広報費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

需用費 1,207 千

新聞 紙 山陰中央 日本海 63 千

官庁 報 他 294 千

加除式図書追録料 250 千

等消耗品 500 千

文書管理消耗品 100 千

使用料及 賃借料 例規 及 機器等使用料 1,705 千

前

0

源 訳

2,025

職員 健康 た 定期健康診断及 人間 ッ 実施 職員 健康状態 把握 職員個々 健康
管理へ 意識 向上 図

た 職員 心 健康 た 全職員 チェッ 実施 ンタ 対策へ 意識 向
上 図

019

2,9120 0

職員健康福利厚生
業

0

業

業 本

文書管理 務

本

比 較

0

比 較

前

源 訳

2,0062,025

公文書 適 管理及 保管 業務 効率化 図
加除式図書 管理 適 行い 共 図書 利用効率化
保存箱等文書管理物品 再生利用 行い 経費削減

例規 適 管理 営 行い 条例等 効率的 法 管理 行う

2,912 02,912

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 総務管理費 総 務 課

 目 管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明 効率的 定 た 管理 行う

○ 執行経費

需用費 書籍購入費 交付税 地方債手引 地方 務 75 千

款  総 務 費

項  総務管理費 総 務 課

目  産管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

行 産 宿等 及 普通 産等 適 維持管理

老朽化 未使用 た 産 処 解体 行う

休 地及 用物品等 整理 売却 引 推進

新地方公会計 推進 た 公会 入支援及 保 等 行う

○ 執行経費

賃金 作業賃金 地管理用賃金 144 千

報償費 56 千

需用費 需用費 宿 信機蓄電池更新ほ 284 千

光熱水費等 宿ほ 5,254 千

修 料 建物 設備 5,630 千

役務費 役務費 浄化槽管理料 嘱 費用ほ 1,442 千

電話料 生山駅公衆電話 18 千

保険料 建物共済 宿ほ 1,735 千

委 料 委 料 3,694 千

432 千

管理委 料 1,872 千

使用料及 賃借料 土地賃借料 818 千

○ 源

施設貸付 入 1,030 千

地域間交流施設使用料 360 千

施設管理経費等 入金ほ 180 千

保 料

新地方公会計 入支援

業

30,801

管理 務

業

前

報償費 宿等 産 地元管理 対 礼

前

本

浄化槽 消防設備 検委 料等

比 較

3

源 訳

0

本

0△ ,

0

1,570

72

19,809

75

産整備管理
務

比 較
源 訳

21,379 0

750

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

款  総 務 費

項  総務管理費 総 務 課

目  産管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

消耗品 766 千

光熱水費 7,616 千

燃料費 5,138 千

建物設備 修 料 消耗品 2,213 千

100 千

保険料 1,329 千

施設管理委 料 5,630 千

使用料及 賃借料 37 千

備品購入費 50 千

○ 源

諸 入 駐車場利用協力金 600 千

使用料 庁舎使用料 180 千

  款     総 務 費

  項    総務管理費 総 務 課

  目    車輌管理費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明 公用車 適 維持 管理

○ 執行経費

賃金 バ 転手賃金 700 千

需用費 消耗品 オ タ ヤ バッ 700 千

燃料費 公用車 2,500 千

修 料 車検 ヶ 検 修理代 1,500 千

役務費 車検 紙代 代行料他 216 千

保険料 自賠責保険料 損害共済保険料 767 千

公課費 車検 税 262 千

比 較

 環境 配慮 効率的 適 庁舎管理 維持 ｡
 老朽化等 建物 設備 修 実施 施設 延命化 図

業

庁舎管理 務 22,879

本 前 比 較

51,101

庁用自動車管理
務

6,645000△ ,16,498

源 訳
前本業

6,645

庁舎整備役務 作業

22,09978000△ ,

源 訳

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 総務管理費 総 務 課

 目 諸 費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○執行経費

報 酬 交通 全指 員報酬 1,090 千

報償費 交通 全指 員 交通指 手当 燃料代相当 280 千

需用費 交通 全指 員 服等 20 千

役務費 交通 全指 員保険料 28 千

補 金 交通 全協会日 川地区協会補 金 130 千

担金 黒坂地区 全 転管理者協議会 担金 38 千

全 転管理者法定講習会 証紙代 14 千

 款 総 務 費

 項 総務管理費 総 務 課

 目 諸 費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

需用費 報等掲載料等 14 千

役務費 募 案 付郵 料 9 千

○ 源

国庫支出金 自衛官募 務委 金 20 千

本 前

1,6000000

比 較

国 委 務 広報紙 懸垂幕等 自衛官募 啓 行う
自衛官募 相談員及 自衛隊米子地域 務所 共 自衛官募 相談会 開催

20023

交通 全対策 業

業

業

比 較

源 訳

源 訳
前

自衛官募 務 23 300

交通 故 い 全 快適 生活環境 確立 基本理念 交通 全思想 普及
民 人 思い 譲 合い 心 持ち い交通 実践 交通 故 抑 図 共

飲酒 転 根絶 組 た 高齢者等 転免許自主返納 組 実施 交通違 故 無い
く 進

本

1,6001,600

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 選 挙 費 総 務 課

 目 選挙管理委員会費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○ 執行経費

報酬 159 千

82 千

77 千

担金補 及 交付金 3 千

 款 総 務 費

 項 選 挙 費 総 務 課

 目 議会議員選挙費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業概要

任期満了 伴う 議会議員選挙 務 公 適 行う  

○

報酬 6 千

立候補予定者説明会 委員出席報酬

源 訳

600

主 執行経費

0162

選挙管理委員会 開催 回 選挙人 簿定時 録 適 行い 簿 管理
ち 日 報等 選挙啓 行い 治参加へ 意欲及 投票率 向上
県 開催 研修会へ 参加 委員 意識向上 図

報酬 選挙管理委員報酬

業 本 前

明 い選挙推進協議会委員報酬

明 い選挙推進協議会連合会 担金

業 本 前 比 較

162
選挙管理委員会一

般 務
00

比 較
源 訳

162

060

0

6
議会議員選挙執

行 務

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 選 挙 費 総 務 課

 目 県知 及 県議会議員選挙費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

2,975 0 2,975 2,975 0 0 0

○ 業説明

○

報酬 193 千

投票管理者等報酬 期日前投票管理者等報酬

職員手当等 400 千

選挙 務時間外

賃金 238 千 期日前投票 務補 賃金

報償費 39 千 選挙 タ 掲示板設置敷地借 上 謝礼

需用費 1,114 千 務消耗品 タ 掲示資 費他

役務費 495 千 入場 等郵 代 電話代他

委 料 446 千 タ 掲示設置 管理委 料

使用料及 賃借料 50 千 複写機使用料他

○

県委 金 2,975 千

 款 民 生 費

 項 社会福祉費 総 務 課

 目 社会福祉総務費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○執行経費

需用費 人権 花 動 消耗品 226 千

委 料 保護司会 間委 料 40 千

各種相談 業委 料 社会福祉協議会 30 千

担金補 及 交付金 日 郡保護司会 担金 74 千

米子人権擁護委員協議会 担金 42 千

〇 源

県委 金 216 千

人権擁護委員 保護司 活動支援 行う た 人権啓 活動地方委 業 人権 花 動 人権擁護委員
協力 日 学校児童 対象 実施

比 較

県知 及 県議会
議員選挙費

成 任期満了 伴い選挙 執行 予定さ い 県知 県議選挙 い 公 適
務 行う

執行経費

職員時間外

源

前

源 訳

源 訳

0

比 較

人権擁護 業 186

業

412 226

本

0

業 本 前

216 196

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

 款 民 生 費

 項 社会福祉費 総 務 課

 目 社会福祉総務費 位 千

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

和問 あ ゆ 人権 い認識 理解 深 差別解消 た 各種研修会へ職員等

派遣

広く 民 人権学習 機会 え 啓 活動 行う 共 学習 交流 場 会所管理 行う

地域懇談会 全自治会 実施 地区 和教育推進協議会 営 対 補 行い 業支援

業所 対 働 い職場 く 推進 行う

○執行経費

報酬 男女共 参 推進委員報酬 245 千

給料 一般職給料 4,675 千

職員手当等 2,627 千

共済費 一般職 共済費等 人権教育推進員 社会保険料 1,886 千

賃金 人権教育推進員 人権教育サ タ 賃金 2,832 千

報償費 研究 会講師謝金等 400 千

旅費 全国 会派遣旅費等 619 千

需用費 全国 会資料代 会所光熱費等 403 千

役務費 会所火災保険料 郵 料等 144 千

委 料 会所管理委 等 260 千

担金補 及 交付金 1,327 千

諸会費 県人権教育推進協議会 担金 17 千

県人権教育推進協議会会費 40 千

西部地区 和対策協議会 担金 23 千

県部落解 人権 策確立要求実行委員会 22 千

鳥 県人権文化 ンタ 担金 77 千

補 金 各地域 推協補 金 均等割 32 千

実績 132 千

位組 活動費補 金 800 千

地区 営費 地区 54 千

日 郡男女共 参 連絡会 30 千

日 男女共 参 推進委員会 100 千

民及 業所職員 人権学習機会 拡充 容 充実 図 た 人権教育推進員 配置

人権教育サ タ 作 県 外 研修 地域懇談会等 参加 い 人権 ンタ 業へ
生 将来 人権教育推進員 養成 図

570 000

比 較前

人権施策推進 業 15,418 14,848

業 本
源 訳

15,418

－ －



成 一般会計当初予算説明資料

03 款 民 生 費

01 項 社会福祉費 総 務 課

02 目 和対策費 ( 位:千 )

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○執行経費

共済費 社会保険料 副館長兼相談員 指 員 693 千

賃金 嘱 職員賃金 副館長 指 員 4,264 千

報償費 人権講 及 教養講 講師謝金 305 千

旅費 職員活動旅費 232 千

需用費 水道光熱費 製本費等 869 千

役務費 郵 電話 建物保険料 138 千

委 料 消防用施設 検委 料 45 千

使用料及 賃借料 機器等使用料等 223 千
担金補 及 交付金 鳥 県隣保館連絡協議会ほ 担金 74 千

○ 源

隣保館 営費補 金 5,174 千

09 款   消 防 費

01 項  消 防 費 総 務 課

01 目   非常備消防費 ( 位:千 )

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

○ 業説明

○執行経費

(1)消防団員報酬 4,541 千

(2)消防団員 職報償 1,996 千

(3)訓練 研修 操法出場費用弁償 4,515 千

(4)消防車両 機庫維持費 資機 費 被服費 光熱費等 2,266 千

(5)消防学校入校 担金 消防大会 福祉共済 公務災害補償外 担金 2,667 千

(6)自衛消防 営費補 金 1,774 千

(7)消防災害補償組合 担金 361 千

(8)火災見舞金 100 千

○ 源

消防団員 職報償金 入金 1,996 千

鳥 県防災 機管理対策交付金 400 千

公設非常備消防組 営 た 消防団組 機械 維持管理及 間 通 訓練
火災予防等 啓 活動 演習 実施 備え
消防団員 消火活動 技能向上 団結 目的 消防 ン 操法大会 出場
自衛消防組 対 消防 ン 維持管理 組 活動へ 補 行い 地域消防防災活動 支援

前

業 本

業 比 較

6,835

18,220 1,99619,781 15,824

前 比 較
源 訳

0

本

8 06,843

源 訳

1040 人権 ンタ 管理
営 業

0

1041 非常備消防管理
営 務

あ ゆ 差別 人権問 解決 た 専任 職員 副館長 相談員 指 員 配置 適 管理 営 行
う た 地区住民 民全般 広く施設 利用 い 人権講 等 通 交流 機会 増 地域

コ ﾕ ンタ 役割 果た

400

1,669

△ 1,561

5,174

－12－



成 度一般会計当初予算説明資料

9 款   消 防 費

 項  消 防 費 総 務 課

 目   消防施設費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

消防器 や消防施設の維持管理を行い 非常事態 備える

自衛消防組 の 搬消防 ン の更新を行う また 消防資機 等購入 対し補助金を支給する

鳥 県防災行 無線の更新 保 管理 よる 担金を支出する

旧式消火栓の更新を行う 基分

西部広域行 管理組合へ消防 担金を支出する

経 劣化の激しい山 分団機庫の更新を行う

事の 万全を期すため 入よ 経過する山 分団消防車の更新を行う

○執行経費

消防機庫維持経費 消防車修繕料 ン 修繕料 防火水槽フ ンス修繕 1,621 千

消防車両保険料 税他 571 千

鳥 県地域衛 通信ネッ ワ ク機械保 管理委託料 940 千

山 分団機庫新築工事設計委託料 1,029 千

山 分団機庫新築工事費用 14,280 千

6 旧式消火栓更新工事 基分 4,000 千

自衛消防団 搬消防 ン 購入 台 2,607 千

山 分団消防車購入費用 27,711 千

9 自衛消防施設整備事業補助金 350 千

西部広域行 管理組合 担金 98,965 千

○ 源

過疎対策事業債 17,900 千

緊急防災 減災事業債 31,700 千

鳥 県防災 機管理対策交付金 200 千

消防施設整備管理
事業

本 度

152,074

前 度

31,352

事 業 名

120,722 200

比 較
源 訳

102,274049,600



成 度一般会計当初予算説明資料

9 款   消 防 費

 項  消 防 費 総 務 課

 目   災害対策費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

供を行う

○執行経費

防災会議の開催 出席委員報酬 35 千

水防団員の災害出場 訓練 600 千

防災訓練用資機 災害備蓄品等 676 千

防災行 無線施設電気料金 修繕料 1,144 千

防災行 無線施工 理委託料 7,096 千

6 防災行 無線 報系 移動系 整備工事 318,311 千

防災基地排水路整備工事 682 千

防災無線修繕 50 千

9 衛 携 電 維持経費 120 千

防災行 無線施設保 点検委託料 658 千

防災行 無線電波使用料 248 千

除雪作業損害賠償保険料 担金 36 千

防災士養成研修 講料 担金 ７名分 112 千

避難所改修補助金 3,000 千

土砂災害特別警戒 域 住宅建替等事業補助金 1,000 千

6 け地近接等 険住宅移転事業補助金 4,000 千

自主防災組 育成事業補助金 2,000 千

被災者住宅再建支援積立金 514 千

○ 源

緊急防災 減災事業債 325,400 千

過疎対策事業債 600 千

過疎地域自立 進特別事業債 3,000 千

自治総合セン 助成金 2,000 千

鳥 県土砂災害特別警戒 域 住宅建替等事業補助金 500 千

け地近接等 険住宅移転事業県補助金 3,000 千

 鳥 県防災 機管理対策交付金 400 千

事 対する 機管理対応の見直し の 防災会議を開催し 検討を行う

340,282

日 総合防災訓練を実施し 防災対応力強化を図る

3,900 329,000 2,00030,811

防災行 無線の適 運用管理 よ 民 心し 生活 きるよう定時･緊急 の情報提

比 較
源 訳

309,471 5,382

避難所機能向 のため 集会施設等の改修 対し し 補助金を交付する

土砂災害特別警戒 域の指定 合わせ 域 の住民の建替等のニ 対応した補助を行う

本 度 前 度事 業 名

ロ 無線 防災無線更新の 整備工事を行う 成 度よ 予定

防災士の資格 得のための研修講 講料 験料 資格 証 録料を補助する

防災対策事業



成 度一般会計当初予算説明資料

9 款   消 防 費

 項  消 防 費 総 務 課

 目   災害対策費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

自然災害 対する 旧を支援し 被害 大を防 する

○執行経費

自然災害 対する 単独補助金 見込 400 千

 款   公 債 費

 項  公 債 費 総 務 課

 目   元 金 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

560,471 587,997 △ , 6 0 0 0 560,471

○ 成 度公債費元金償還金 560,471 千

土木 28,467 千

衛生 4,237 千

農林水産 13,565 千

公 林 4,765 千

防災 6,384 千

学校 6,396 千

過疎対策 358,878 千

臨時 特例 0 千

臨 債等 124,988 千

総務 0 千

通債 計 547,680 千

土木災 12,791 千

災害 旧債 計 12,791 千

○ 主 成 9 度償還終了予定債

義務教育施設整備事業債 H 借入 山 学校改築 , 千

臨時税収補 債 H9借入 , 千

西部地震被害対策事業債 H 借入 鳥 県貸付金 9, 千

過疎対策事業債 H 借入 6, 千

場公募債 H 借入 民債 , 千

本 度 前 度

公債費償還事務
元金

事 業 名
源 訳

比 較

本 度 前 度 比 較
源 訳

400 0 0 0 400

事 業 名

0
単独災害緊急対策

事業
400



成 度一般会計当初予算説明資料

 款   公 債 費

 項  公 債 費 総 務 課

 目   利 子 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

34,206 36,584 △ , 0 0 0 34,206

○ 成 度以前借入済

償還金利子 21,898 千

○ 成 度繰越分

償還金利子 5,037 千

○ 成 度許 分

償還金利子 7,271 千

事 業 名

公債費償還事務
利子

本 度 前 度 比 較
源 訳

6



01 項 総務管理費 企  課

02 目 文書広報費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,679 2,679 0 260 0 30 2,389

需用費 消耗品代 10千 20 千

備品修繕料 10千

役務費 広報 配 料 44 千

委託料 2,473千 2,597 千

広報 委託料 124千

担金補助及び交付金 広報協会会費他 18 千

県委託金 県 よ 県議会 よ 配 委託金 260 千

諸収入 広報購 料 30 千

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1005

広報公聴事業

広報 のし 作
業務委託料

成30 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費

源 訳

○事業説明

○執行経費

○ 源

(1)広報 ち の発行
の施策 事業説明 ｲ ﾞ の紹 等を 外の方 分 やすく掲載した広報 を毎 回

発行する 民の活躍や の動き 伝わる広報 づく をめ す
(2) のし の発行

民への説明や行 視察等 活用し いる の概要や補助金等の 容を掲載した のし
を 一回発行する

17



企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

4,567 696 3,871 0 0 100 4,467

○事業説明

事業の目的

日 総合戦略実施事業

関東 人会開催事業

2 一度の関東 人会を東京 開催する

鳥 大学連携事業

鳥大との学術連携

まちづく ンケ 実施事業

標本無作 出法 よる ンケ の実施 1,000人へ依頼予定

外国人 交流派遣事業

県と縁深いモン の日本語学校等との 包括協定締結

人 交流及び育成派遣事業協議

○執行経費

報償費 115 千

総合戦略第 者評価委員会委員謝金 旅費 35 千

関東日 人会 念品 1,000 ×80人 80 千

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1011

企 一般管理事務

02 款 総 務 費

01 項 総務管理費

07 目 企 費

成30 度一般会計当初予算説明資料

総合戦略第 者委員会の開催( 1回) 意見募集 パ コ 議会報告
修 見直し等

源 訳

事業の概要

日 総合戦略実施事業
総合戦略第 者委員会を行い 計 の進捗状況確 や課 等検証を行う その後 適 見直しを行

うとと 必要 対策 いく
関東 人会開催事業
関東 人会の実施 よ 関東圏 の情報交流を図 交流 関 人口を増やし づく 活 し い

く
鳥 大学連携事業
鳥 大学との連携協定 基づい 大学の研究活動を づく のための課 解決 活 し 地域づ

く 還元し いく
職員提案事業
職員提案 度を運用し 策立案 活 すとと 職員のスキ 養成 める
まちづく ンケ 実施事業 新規

毎 の 民生活の実感を効率的 把握し 課 等を整理し施策の基礎資料 活 す
外国人 交流派遣事業 新規

事業者等 足する就労人 確保の一方策とし 鳥 県と関 の深いモン 日本語学校等
の卒業生 入等外国人就労の 能性を る

18



旅費 3,311 千

関東 人会参加旅費 担当職員2名分 地域住民 議員 25名分 1,303 千

交通費：19,500 ×2 往 ×25人＝975,000

宿泊費：13,100 ×25人＝327,500

鳥 大学連携担当職員出張旅費 11,800 ×12 141 千

源流サ ッ 参加旅費 11,800 ×3人 36 千

モン 日本学校視察旅費 1泊2日 169,300 ×3人+30,000 538 千

モン 日本学校視察旅費 3泊4日 195,500 ×6人+120,000 1,293 千

役務費 387 千

建物災害共済分担金 ス茶 40 千

郵券料 関東日 人会資料等 付 25 千

郵券料 まちづく ンケ 付 返信 222 千

モン 使節団手数料 100 千

委託料 314 千

  ソフ 保 委託料 54 千

 モン 使節団委託料 現地自動車 ｰﾀｰ及び通訳の手配等 260 千

使用料及び賃借料 60 千

土地賃貸借料 ス茶 60 千

担金補助金及び交付金 380 千

鳥大連携事業 る ま 学部出前講 80 千

モン 日本語学校卒業生等支度金助成 100,000 ×3人 300 千

施設管理経費等 入金 100 千

○ 源

19



企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

20,792 20,181 611 300 3,000 0 17,492

○事業説明

各まちづく 協議会の活動推進及び支援の 集落支援員 を配置する

その 移住定住の 進 組 強化型の集落支援員を3地域 配置する

各地域の地域資源の活用や交流人口の増加を図る事業 対し活性化交付金を交付する

 自治協議会 主体 組 地域間交流事業 研修費 対し補助金を交付する

○執行経費 20,792 千

担金補助及び交付金

 自治協議会推進交付金 210 千

 自治会活動保険費補助金 140 千

 自治会運営費補助金 6,150 千

 まちづく 協議会運営費交付金 2,100 千

   まちづく 推進事業補助金 3,841 千

 集落支援員交付金 4,880 千

 交流活動活性化交付金 3,060 千

 ま び宿及び地域振興セン 維持管理交付金 350 千

 サ イ フ ス利用交付金 61 千

○ 源

 過疎地域自立 進特別事業費 3,000 千

 鳥 県移住定住推進交付金 300 千

企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

0 27,885 △ 27,885 0 0 0 0

○事業説明 中心地域整備事業を 商工総務一般管理事務 移行

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1530

中心地域整備事業

自治会と地域まちづく 協議会等の活動の 滑 運営を図 住民参 よる協働のまちづく を推
進するため 情報提供や共 め また活動費を交付し 連携 よる 心 魅力あるまちづく を目
指す

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1027

住民参 まちづく 事
業

01 項 総務管理費

07 目 企 費

源 訳

成 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費

01 項 総務管理費

02 款 総 務 費

07 目 企 費

源 訳
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02 款 総 務 費

01 項 総務管理費 企  課

08 目 電子計算費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

53,179 37,487 15,692 7,374 0 0 45,805

○ 事業説明

事業の目的

総合行 シス ムを めとする役場情報シス ムの効率的運用と適 管理を行う  

事業の概要

各種電子 の管理

定期的 の ック ッ 及び 時の 回

行 シス ムの構築 保 管理

総合行 シス ムの法改 対応 また 必要 シス ムの構築

ネッ ワ ク 庁 Ｌ Ｌ イン ネッ の管理

日々のネッ ワ ク 視 対応

セキュ 管理

セキュ シ 準 た情報漏 対策及び職員へのセキュ

教育の実施 ス スパム 対策の実施

パソコン ン 等 の保 管理

パソコン サ の保 更新及び故 パソコンの修繕等

ム の管理

ム の更新 よび 再構成の検討

役場 Ｔ ムの管理

適 セキュ の と の運用管理

個人番号 度の運用 関するシス ム関連の対応

鳥 県自治体ICT共 化推進協議会 よる電算環境の検討及び整理

○ 執行経費

需用費 電算消耗品及びパソコン周辺装置購入費用 650 千

電算機器及び周辺装置修繕料 200 千

委託料 7,375 千

総合行 シス ム新元号対応 1,178 千

16,529 千

使用料及び賃借料 15,439 千

備品購入費 9,016 千

担金補助及び交付金 2,792 千

自治体情報セキュ ク 担金

○ 源

国庫補助金 個人番号 度シス ム補助金

社会保 税番号 度シス ム整備費補助金 イ ン カ 等の 7,374 千

載事項の充実 る の 限る

1019

電算管理運営事務

成 度一般会計当初予算説明資料

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

イ ン カ 等の 載事項の充実 る改修

各種 保 改修費 ネッ ワ ク設定関連費

総合行 シス ム関連 ス料 回線使用料他

役場関連施設用ﾈ ｰ 機器 仮想基 サ 購入

税番号 度中間サ イン ネッ 回線
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企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

7,651 7,321 330 0 0 0 7,651

                                                                                

○執行経費

担金補助及び交付金 7,651 千

鳥 岡山県境連携推進協議会 担金 15 千

鳥 県過疎地域対策協議会 担金 302 千

鳥 県西部地域振興協議会 担金 137 千

西部広域 担金 管理費 7,182 千

鳥 大学振興協力会会費 15 千

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

1028

地方振興 担金管理
事務

成 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費

01 項 総務管理費

10 目 諸 費

22



企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

24,261 29,517 △ 5,256 2,900 12,500 0 8,861

○事業説明

○執行経費

共済費 移住相談員 社会保険料等 322 千

賃金 移住相談員 2,085 千

報償費 結婚 金 ＠30千 10件 300 千

定住奨励金 2,750 千

＠100千 10件 150千 5件 200千 5件

居奨励金 ＠100千 10件 1,000 千

旅費 県外移住相談会参加旅費 575 千

需用費 消耗品 事務用品 移住者交流会 移住相談等 40 千

役務費 保険料 自動車保険 30 千

委託費 空き家改修概算見積 ＠20千 20件 400 千

相談用自動車 ス 539 千

担金補助金 住宅改修費補助金 ＠500千 3件 ＠300千 3件 2,400 千

家 道 等処分補助金 ＠100千 10件 1,000 千

出会いの場づく 実行委員会 担金 20 千

生山定住 進団地建築補助金 @2,500千 5件 12,500 千

○鳥 県移住定住推進交付金 補助率1/2 2,900 千

過疎地域自立 進特別事業債 生山定住 進団地建築補助金 12,500 千

相談員人件費 住宅等補助 家 道 処分等補助 空き家改修費概算見積

成 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費

01 項 総務管理費

10 目 諸 費

○ 源

県支出金

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1030

青 結婚 I ン
進事業

事業の目的
高齢化の進 本 の人口 ンスの適 化を図るため 生産 齢人口の増加を目指し 本 への移住

定住を 進する
事業概要

(1)日 いきいき定住 進条例 基づき 結婚 い金 定住奨励金 居奨励金 住宅等補助金を交付し 定
住率の向 を図る
(2) 増加する空き家を 効活用するため 日 空き家情報活用 度への 録推進 家 道 処分等の
経費 対し の補助 改修費の概算見積 録物件の維持を行う
(3)県外 の移住相談会への参加や空き家見学会 よ 移住定住者の増加を図る
(4)来訪者への移住定住相談や移住後の相談 個別 対応する相談員と相談窓口を設置する
(5)移住者と地域住民との交流会を開催する
(6)生山定住 進団地建築補助金の活用 よ 移住定住を 進させ 日 中心地域の機能向 を図ること
人口の社会増を目指す

源 訳

使用料及び賃借料
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企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

107,039 106,191 848 26,644 24,400 6,370 49,625

○事業説明

○執行経費 107,039 千

需用費 大型車両用 イ 428,000 1,422 千

中型車両用 イ 583,000

型車両用 イ 411,000

電気料 車庫 管理事務所 298 千

水道料 ス管理事務所 24 千

印 製本費 200 千

燃料費 車両分 大型 中型車両  9,000,000  12,200 千

型車両 3,200,000

車両修繕等 大型 中型車両 車検時 2,100,000 7,600 千

型車両 車検時 500,000

故 時 5,000,000

役務費 車両車検 定期点検費用等 890 千

新規購入車両納車諸費用 174 千

ス管理事務所汲 料 20 千

954 千

委託料

運行管理委託料 路線 ス 32,171 千

運行管理委託料 臨時運行便 2,000 千

運行管理委託料 ン ス 巡回 通学 17,485 千

回数券販売事務委託手数料 6 千

使用料及び賃借料

ス故 時代車 ン 料 300 千

車庫敷地料 71 千

備品購入費 26,215 千

3,627 千

66 千

600 千

公課費 車両 税 716 千

県支出金 ス等生活交通関 補助金 運行経費 車両購入 26,644 千

ス利用料金 営 ス利用料金2,520千 ﾞ ﾞﾊﾞ 利用料金529千 3,049 千

定期券 回数券販売代金 3,321 千

過疎債 車両購入) 23,800 千

600 千

担金補助
及び交付金

成30 度一般会計当初予算説明資料

02 款 総 務 費

01 項 総務管理費

10 目 諸 費

源 訳

保険料 自賠 保険 任意保険

各種協議会 担金

奥出雲交通鳥 線 ～阿毘縁 運行補助金

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 鳥 線運行補助)

中型 ス車両購入費 50～56人乗 1台

型 ス車両購入費 10人乗 1台

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1031

公共交通確保総合
対策事業

営 ス ン スの 全運行とサ ビスの充実 め 本 の公共交通 ける課 解決
向けた施策の展開と分析を行う 日 の現状 した運行体系の確立を目指し 引き き実証運行
を行い検証する また 公共交通確保対策協議会等との協議 よ 公共交通利用の 滑化を図る
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成 度一般会計当初予算説明資料

02 款  総 務 費

01 項  総務管理費 企  課

10 目  諸 費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

106,507 71,150 35,357 0 0 32,986 73,521

○ 事業説明

ン ネッ 加入者の管理

情報通信施設の保 管理

伝 路 ケ 軸ケ 等 の支 移転工事 罹災 旧工事と 本 度よ 複数 計

各家庭ま ケ を FTTH ﾌ ｲﾊﾞｰ ﾞ ﾎｰ 方式 よる通信インフ 構築 着手

するためH30 度設計を行う

保 器の設置及び撤去

ち る日 の番組 作

○ 執行経費

職員給与 2,445 千

職員手当等 912 千

共済費 736 千

需用費 電 ン 等電気料金 3,000 千

備品等修繕料 400 千

支 移転 修繕費 18,000 千

役務費 ビ再 信料 旧作業費 7,588 千

カ 伝 設備保険料 1,036 千

委託料 保 委託料 番組 作委託料 8,265 千

ケ 施設管理委託料 17,061 千

FTTH設計委託 33,156 千

使用料及び賃借料 緊急 文 情報シス ム 用機器 832 千

電柱共架料 8,165 千

鉄道用地賃借料等 39 千

備品購入費 サ ッ ン 施設大型UPS更新 4,223 千

担金補助及び交付金 日 ﾈ ｰ 整備及び情報ﾊｲ ｪｲ接 649 千

○ 源

その他

ン ネッ 施設設備使用料 24,676 千

罹災物件 旧保険金 3,000 千

産移転補償費 5,000 千

ン ネッ 分担金 300 千

ち る日 CM料 10 千

整備した情報通信施設 CATV サ ッ ン 施設 像 出装置 集装置等 を利用し
民へのケ ビサ ビス イン ネッ サ ビスの提供を行う

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

1343

ン ネッ 管理運営
事務
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02 款 総 務 費

01 項 総務管理費 企  課

10 目 諸 費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

136,520 41,653 94,867 0 104,200 267 32,053

○ 事業説明

○ 執行経費

共済費 3,383 千

共済費

賃金 18,882 千

嘱託職員賃金 ７名 18,780,000

その他賃金 管理作業人 賃金 7 ﾀｰ+10人役 @6,000

旅費 504 千

活動旅費 地域振興専任職員 均6,000 ×12 ×7人

需用費 4,635 千

消耗品費 事務消耗品10,000 ×7 管理消耗品30,000 ×7

施設管理費 熱水費

施設修繕料

役務費 1,709 千

浄化槽清掃料 水質検査

施設管理費 通信 保険料

福栄地域振興 ﾀｰFSC 証審査料 510,000

委託料 3,233 千

消防設備点検 浄化槽管理  209,000

福栄地域振興セン 新築工事 理委託料    3,024,000

使用料及び賃借料 690 千

ビ 信料 コ 機使用料

工事請 費 100,000 千

福栄地域振興 ﾀｰ新築工事費 100,000,000

原 料費 70 千

施設管理原 料費

備品購入費 3,414 千

福栄地域振興セン 施設 備品 3,414,000

○ 源

過疎対策事業債 104,200 千

施設管理経費等 入金 高齢者セン 147 千

私用コ 料 120 千

源 訳
事 業 名 本 度 前 度 比 較

成30 度一般会計当初予算説明資料

1424

地域振興セン
管理事務

住民参 よる協働のまちづく を進め いくため 地域 い 自治振興 地域産
業の活性化及び住民学習の 点とし の地域振興セン の管理運営を行う 各セ
ン へ地域振興専任職員 嘱託職員 ７名配置する
福栄地域振興セン の新築工事を行い 地域振興の 点とし 整備を行う
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05 項 統計調査費 企  課

02 目 指定統計費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

500 350 150 500 0 0 0

○事業説明

○執行経費 500 千

報酬 425 千

工業統計調査 調査員15,000 ×1名

職員手当 4 千

賃金 4 千

報償費 1 千

旅費 22 千

需用費 32 千

役務費 4 千

郵券料 3 千

使用料及び賃借料 5 千

県支出金(統計調査委託金10/10) 500 千

成30 度一般会計当初予算説明資料
02 款 総 務 費

源 訳

○ 源

比 較

1036

指定統計調査事務

国庫委託事業の各種の統計調査事務を行う また各種統計情報のHP掲載 広報活動を行う
工業統計調査 住宅 土地統計調査 学校基本調査 統計調査員確保対策事業

住宅 土地統計調査 調査員55,000 ×7名 指 員
25,000 ×1名

事 業 名 本 度 前 度
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企  課

01 目 商工総務費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

34,923 9,374 25,549 0 0 70 34,853

 

○事業説明

事業目的

道の駅や企業等産業振興と地域連携を図 創造的過疎の推進と交流関 人口の

増加 よる地域活性化 る

事業概要

(1) 口零細企業保証 度 る融資事務

(2)中 企業 度融資事務

(3)Ｔ 運営支援

中心 街地活性化法 基づき日 商工会 対する活動助成

(4)日 商工会活動支援

日 商工会 実施する事業 対する活動助成

(5) ち 食の 事業 実施主体：食の 実行委員会

(6)日 イン ンシッ 支援事業 新規

学生の就業体験の経費支援を行い 事業所PRや人口増加や産業の活性化を図る

(7)道の駅

農林産物直売所 加工所等道の駅を 点とする交流人口 誘客の増加 事業者

と連携し める

○執行経費

需用費(花壇水道料金) 46 千

役務費 火災保険料 602 千

委託料 施設管理委託料 道の駅等 24,631 千

232 千

707 千

1,600 千

担金補助及び交付金 千

担金 中国道の駅40,000 全国道の駅20,000 60 千

日 商工会一般助成金 2,170 千

500 千

4,255 千

イン ンシッ 担金 4,000 ×30人 120 千

1 千

5 千

諸収入 道の駅 イ 等火災保険料 鳥 県 担分 64 千

1190

商工総務一般管理
事務

産の農産物 畜産物及び加工品等の販売機会の創出と 外 の交流人口増
を図る (実行委員会への助成) 開催回数 3回

使用料及び賃借料(花口水源地等土地賃借料)

中山間地域TMOまちづく 支援事業費補助金

ち 食の 事業費補助金

○ 源

産収入( 口融資貸付基金利子収入)

諸収入( ち 食の 給排水設備使用料)

(道の駅機器等使用料)

工事請 費(花口水源地撤去工事)

前 度

成 度一般会計当初予算説明資料

07 款 商 工 費

01 項 商 工 費

事 業 名 本 度 比 較
源 訳
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企  課

01 目 商工総務費 (単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

485 621 △ 136 217 0 0 268

1 事業の目的

2 事業の概要

消費者問 の意識高 及び被害の未然防

消費生活相談業務の 法人への委託

485 千

需用費 啓発 ッ の購入 消耗品費 25 千

役務費 イン ネッ 通信料 35 千

委託料 消費生活相談業務委託費 425 千

217 千

民の暮 しの 全確保のため 日 消費生活相談窓口を引き き設置するとと 消費者問
の意識高 及び被害の未然防 向けた啓発を行う また鳥 県日 郡連携会議 日 郡法定協

議会 2回程度実施し いるWG会議 消費者問 関する3 合 研修会を し 日 郡
の広域的 消費者被害未然防 向け 連携を図る

成 度一般会計当初予算説明資料

07 款 商 工 費

01 項 商 工 費

○事業説明

○執行経費

○ 源

地方消費者行 活性化交付金 人件費1/2 その他補助率10/10

1400

消費者保護対策事業

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳
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企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

11,966 8,063 3,903 0 10,900 0 1,066

○事業説明

○執行経費 11,966 千

旅費 企業誘致活動旅費 481 千

CSR活動企業誘致活動旅費 200 千

需用費 企業誘致活動需用費 消耗品費 37 千

使用料及び賃借料 企業誘致活動 15 千

担金補助及び交付金 11,233 千

賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給( 原 ﾊ 166,750

賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給(旧牛 場 ﾊ 481,185

ン 企業支援補助金 500,000 ×７件 2,000,000 × 件

鳥 県西部地域企業立地 進補助金 16名分×300,000

鳥 県西部 創業支援事業補助金 70,000

規模事業者経営改善資金利子補給補助金 214,693

○ 源

10,900 千

事 業 名 本 度 前 度 比 較

過疎地域自立 進特別事業債(利子補給 ﾞ助成 経 企業立地 進)

1417

企業支援対策事業

外企業の動向を見 企業誘致 める また 用創出を図るため 事業者の創業
や異業種参入 の 組 自発的 用創造を行う事業者を支援するとと 規模事業者経
営改善資金の利子補給を行う

成 度一般会計当初予算説明資料

07 款 商 工 費

01 項 商 工 費

01 目 商工総務費

源 訳
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企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

24,095 21,113 2,982 0 0 2,119 21,976

事業の目的

事業の概要

観 振興事業：シ ス運行 観 付宿泊 ン造成 観 PR

自然 観整備事業：山頂の眺望確保

情報発信事業：HP SNSの管理 観 案 所運営 各種媒体への情報発信

農泊推進事業：高付加価値体験 ニュ 造成 OTA活用支援 旧木 家利活用

若松鉱山保存利活用推進事業： イ 養成事業 保存事業

コ 推進事業： コ 造成 サンショ

イベン 補助支援事業：大西満杯 祭 祭等

行 視察 入事業

○執行経費 24,095 千

共済費 嘱託職員 観 協会派遣 社会保険料等 1,160 千

賃金 嘱託職員 観 協会派遣 名分 賃金 7,730 千

旅費 観 PR活動旅費(フ 等への参加 関西×2回 関東×1回) 180 千

需用費 行 視察用 シ作成 60,000 ×1.08 65 千

役務費 着 る ク ニン ン ンス代 郵券料 177 千

委託料 観 協会業務委託金 7,100 千

担金補助 担金

及び交付金 諸会費 各種 担金 6,149 千

補助金 大西満杯鮎釣 大会補助金 55 千

日 川源流 ま 補助金 80 千

観 協会委託事務補助金 448 千

地域資源保全活用活動補助：観 地 公園等活用 る補助

貸付金 農泊推進事業 951 千

1,168 千

農山漁 振興交付金事業資金貸付金 951 千

観賞木道設計等委託費100千 観 ッ 増 450千 山頂眺望確保事業377千 若松
鉱山魅力発信事業500千 コ 事業150千 菅 ム50周 念事業300千 農泊推進事
業2,000千 観 案 情報発信事業3,223千

01 項 商 工 費

02 目 観 費  

源 訳

○事業説明

○ 源

雑入 特定 源

国立公園協会 担金10千 県観 連盟 担金137千 観 協会 担金10千 大山開山1300

祭事業 担金4,188千 合宿誘致支援 担事業 担金250千 比婆道後帝釈国定公園実行委員
会 担金150千 日 郡交流 進協議会 担金750千 県 スキ 場共 PR事業 担金120千

山陰DCキ ン ン 担金350千 観 情 掲載 担金184千

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1193

観 振興対策事業

観 事業の振興 よ 外 を落とさせる 組 を く 用の創出を図る
その中心と る く日 観 協会を 観 情報発信 事業計 資金獲得 観 事業者

等の利害関 者との利益調整 観 客の 入 イベン 実施 きる組 とし 更 養成す
る

成 度一般会計当初予算説明資料
07 款 商 工 費
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企  課
(単位：千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,309 2,583 △ 274 0 0 0 2,309

2,309 千

賃金 146 千

100 千

電気料 167 千

水道料 46 千

水道料 38 千

燃料費 43 千

建物設備等修繕費 100 千

公園施設 修繕 100,000

役務費 イ 汲 料 浄化槽清掃料 308 千

保険料 44 千

委託料 施設管理委託料 1,163 千

使用料及び賃借料 土地借地料 花見山 船通山 4 千

原 料費 施設原 料費 50 千

担金補助及び交付金 100 千船通山山頂避難 維持管理 担金

07 款 商 工 費  

01 項 商 工 費  

02 目 観 費  

源 訳

○事業説明

成 度一般会計当初予算説明資料

○執行経費

需用費 公園管理消耗品 樹木消毒 除草剤 イ 洗浄剤 購入

事 業 名 本 度 前 度 比 較

1418

公園施設管理事務

1 事業の目的
 井 靖 念館 松本清張公園 菅 地 公園 石霞渓公園 船通山 山道 の観 点 また

本松 ン フ場 住民の交流を図る地域振興施設 い 多くの来訪者を心地よく迎える
ため イ 清掃 樹木の剪定 周辺の除草等管理を行う

2 事業の概要
公園施設の管理委託

本松 ン フ場の管理委託
船通山山頂避難 維持管理 担金

公園等整備 る作業人 賃
20人役×7,280
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款 総 務 費

目 税務総務費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 固定資産評価審査委員会 21 千

職員給与費 人分 20,960 千

賃金 社会保険料 申告相談事務補助 524 千

需用費 書籍購入 納付書 通知書の印 代 1,650 千

役務費 軽自動車税申告書等事務 扱手数料等 154 千

委託料 保 ［家 評価 土地家 台帳］ 土地 家 シス ム課税連携対応 13,382 千

使用料 eL X電子申告サ ビス利用料 コ 機使用料 1,008 千

担金補助及び交付金 118 千

○ 源

県税徴収委託金 6,050 千

款 総 務 費

目 賦課徴収費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

納税組合奨励金 3,912 千

例 徴収 滞納整理 要する経費 電 料 郵券料 振込手数料 1,475 千

税還付 要する経費 税等過誤納還付金 1,000 千

      

○ 源

税督 手数料 96 千

31,767

6,291

0

00 96賦課徴収事務 863

税収納 要する経費
未納発生の早期把握と対応を行い長期化 多 化の防 める
滞納者 対し 時訪問 よる催告と徴収を行い 収納率の向 を図る 納税 応 い悪質と思わ る滞納

者 対し 県滞納整理機構と連携し給与 預貯金等の差し え等を行い 滞納処分 組
納税組合 い 口 振替納付 増加し 集金業務 減少し いる コ ュニ よる滞納抑 力を維持

するため 引き き奨励金の交付を行う

5,5246,387

成 度一般会計当初予算説明資料

項 徴 税 費 住 民 課

単位 千

源 訳

項 徴 税 費 住 民 課

単位 千

源 訳

前 度

24,793

前 度

比 較

13,024

比 較

6,050 0

事 業 名

税務事務一般 給与費 及び固定資産評価審査委員会の開催 要する経費
適 効率的 賦課徴収事務を行う

税務総務一般管理事務

事 業 名

本 度

37,817

本 度



成 度一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 戸籍住民基本台帳費

 目 戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

職員給与費 人 4,766 千

賃金 社会保険料 人 2,471 千

消耗品 書籍等 203 千

戸籍シス ム保 料 2,592 千

カ 裏書 ン 保 料 70 千

戸籍シス ム ス料等 4,072 千

○ 源

国庫支出金 中長期在留者住居地 出等事務委託金 148 千

県支出金 人口動態調査事務委託金 人口移動調査 委託金 36 千

使用料及び手数料 戸籍等手数料 3,581 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

住基ネッ 統合端 保 料 28 千

通知カ 個人番号カ 関連事務委任交付金 574 千

住基ネッ 共 利用料 2,463 千

○ 源

国庫支出金 通知カ 個人番号カ 関連事務補助金 574 千

事 業 名

住民基本台帳ネッ
      ワ クシス ム運用事業

10,409

2,661

0

0

184

404

3,581

0

成 戸籍事務の電子情報処理を実施し 成 ７ 度 機器の更新を行う 保存体 の向
め いる 成 度 法改 よ 外国人 住民基本台帳法の対象と いる

相談や手 き ける住民の意向を 確 把握し い 迅 対応 きる 肝要 ある 後 毎 の戸籍
研究会 のケ ス検討を る し 住民のニ 合 た対応 きるよう める

成 ７ 日 番号法 施行さ 度の 大 見込ま るため 最新の情報の収集 ある
また 全住民 通知カ また 個人番号カ を所持するよう たため 窓口事務等のセキュ 迅
確さの向 さ 求め るよう いる

比 較

199

比 較

△ 6

事 業 名

日 府 大山 琴浦 の の共 利用を行 いる
ネッ ワ クシス ムの 全 定した運用と さ るセキュ ベ の向 を図る
社会保 税番号 度の施行 伴い 通知カ 個人番号カ 発行関連事務の委任を行 いる

前 度

13,975

前 度

3,740

本 度

14,174

本 度

3,065

住 民 課

単位 千

源 訳

源 訳

戸籍住民基本台帳一般
        事務



成 度一般会計当初予算説明資料

 款 総 務 費

 項 戸籍住民基本台帳費

 目 戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

職員賃金等 人 2,471 千

需用費 各 電気料 69 千

郵券料 48 千

事務委託料 73 千

保 料 17 千

複合機及び ス料 655 千

分 戸籍 除籍等 住民票等 各種証明 合計

成 度 件 9 件 件 件

成 度 件 件 99件 9件

成 6 度 件 件 6 件 9件

成 度 件 件 件 9 件

成 度 件 6 件 6件 件

○ 源

総務手数料 135 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

郵券料 76 千

分 度 度

申請件数 6件 件

交付件数 件 件

事 業 名

事 業 名

3,198

76

0

0

0

0

135

0

比 較

△ 

比 較

0旅券発行事務

成 役場以外 各種証明書 交付 きるしく を構築し いる
郵便 よび出張所と連携をと 各種証明書の迅 交付と利用 進 める また 必要 応 郵便
等への情報提供を行う し 住民サ ビスの向 を図る

ワンス ッ 行 シス ム
        運用事業

前 度

3,360

前 度

76

本 度

3,333

本 度

76

住 民 課

単位 千

源 訳

源 訳

※申請件数と交付件数 異 るの 本 申請 米子窓口等 交付
とい たケ ス 前 度申請 翌 度交付とい たケ ス あるため

成 度よ 県 限委譲と たパス の発行事務を行う
後 県との連携を密 するとと 研修会 積極的 参加し 住民サ ビスの一層の向 を図る



成 度一般会計当初予算説明資料

款 民 生 費

 目 社会福祉総務費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 日 商工会へ 7,000 千

担金補助及び交付金 7,000 千

○ 執行経費

過疎地域自立 進特別事業債 14,000 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

国保特別会計の事業状況を把握し 国民健康保険 度の健全 運営を図る

○ 執行経費

国保給与費等繰出金 13,996 千

国保特別会計 計 し いる人件費相当分を繰 出す

国保出産育児費繰出金 560 千

出産育児一時金の , の 出産見込 件数を乗 算出した を繰 出す

, × × 件＝ 6 ,

国保保険基 定繰出金 保険税軽減分 18,339 千

国保被保険者の保険税 担の 和を図るとと 国保の 基 の 定 資するため

保険税軽減相当 一般被保険者分相当 を繰 出す

源 国 県 , 千 , 千

国保保険基 定繰出金 保険者支援分 10,711 千

所得者を多く抱える保険者を支援するため 保険税軽減分と合わせ 均保険税

保険税軽減被保険者数を乗 た の の範 の を繰 出す

源 国 , 千 県 ,6 千 ,6 千

定化支援事業繰出金 10,231 千

国保 の健全化及び保険税 担の 準化のための地方 措置を繰 出す

所得者 担能力補填分 , 9 齢構成差分 , 千 病床数分 , 千

事務費繰出金 418 千

国保事務 る経費の地方 措置を繰 出す

情報集約シス ム管理運営手数料の ％ 9 ,6 × ＝ ,

○ 源

国庫支出金 国民健康保険基 定 担金 保険者支援分 5,355 千

県支出金 国民健康保険基 定 担金 保険税軽減分 13,754 千

国民健康保険基 定 担金 保険者支援分 2,678 千

0

32,468

14,000

0

0

21,787

0

0

項 社会福祉費 住 民 課

単位 千

源 訳

源 訳

前 度

14,000

前 度

44,259

比 較

0

比 較

9,9966 国民健康保険事業

本 度

14,000

本 度

54,255

日 住宅改修助成条例 基づき 民の住環境の向 及び の住宅関連産業の活性を図るため 民
住宅の改修を行う場合 経費の一部を補助する
補助金の 交付請求 の 以 とし い 日 商工会発行の 商品券 使用 限定
支払うこととし その業務 日 商工会 委託する

事 業 名

事 業 名

9 民生一般管理事務

6



成 度一般会計当初予算説明資料

款 民 生 費

 目 老人福祉費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

一部事務組合 担金 療養給付 る 担金 97,573 千

繰出金 一般管理事務費繰出分 2,537 千

徴収費繰出分 194 千

広域連合納付金繰出分 38,945 千

高齢者 療 度 滑運営事業繰出分 1,242 千

○ 源

保険基 定県 担金 県 23,712 千

高齢者 療 度 滑運営事業費補助金 国 1,242 千

款 民 生 費

 項 社会福祉費

6 目 国民 金事務費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

給料 名分 2,191 千

職員手当等 1,381 千

共済費 746 千

需用費 消耗品費 10 千

役務費 電 料 郵券料 85 千

委託料 国民 金シス ム 書電子媒体化対応業務 3,640 千

金生活者支援給付金シス ム 度改 対応業務 351 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 18 千

○ 源

国庫支出金 国民 金事務費交付金 4,685 千

国庫支出金 金生活者支援給付金準備 事務 扱交付金 270 千

6 国民 金 扱事務

被保険者の 療給付 る費用を 担金とし 広域連合 支出する
後期高齢者 療 度を 定的 運用するための特別会計への 源の繰出しを行う

事 業 名

事 業 名

後期高齢者 療 る
         事務

金事務所 事務セン 等と連携し 国民 金被保険者や 金 給者等の身近 窓口とし
各種 出 関する 付 相談 案 及び各種調査 照会等 適 対応する

115,537

3,467

0

0

24,954

4,955

源 訳

住 民 課

単位 千

源 訳

0

0

比 較

2,046

比 較

2,505

前 度

138,445

前 度

5,917

本 度

140,491

本 度

8,422

項 社会福祉費 住 民 課

単位 千



成 度一般会計当初予算説明資料

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

職員人件費 名分 20,418 千

一般職給料 10,467 千

職員手当等 6,553 千

共済費 3,398 千

西部広域行 管理組合 担金 3,878 千

火葬場 桜の苑 担金 3,878 千

※火葬場 桜の苑 の運営経費を均等 実績等 よ 担

款 衛 生 費

項 保健衛生費

目 環境衛生費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

200,000 千

○ 源

200,000 千

9 水力発電管理事務

民 健康 全 文化的 生活を営 こと きる環境を確保し 次世代へ引き い いけるよう 自然的
社会的条件 応 た環境の保全及び創造 関する総合的 施策を策定し 実施する
西部広域行 管理組合の組 員とし 火葬場 桜の苑 の運営協議等 あたる

事 業 名

事 業 名

6 保健衛生一般事務費

200,000

24,296

00

0

0

比 較

4,933

比 較

0

前 度

19,363

前 度

200,000

㈱日 水力発電公社へ経営改善資金を貸付けし 経営の 定を図る

貸付金 度 回収分

日 水力発電公社貸付金

水力発電事業資金貸付金元利収入

本 度

24,296

本 度

200,000

住 民 課

単位 千

源 訳

住 民 課

源 訳

0 0



成 度一般会計当初予算説明資料

款 衛 生 費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

環境審議会委員報酬 , × 人× 回 105 千

空き家対策協議会委員報酬 , ×9人× 回 63 千

担金補助及び交付金 520 千

日 環境立 推進協議会活動補助金 450 千

日 川の源流と流域を る会会費 50 千

水資源全国自治体連絡会 担金 20 千

空き家 廃 対策事業 4,500 千

老朽 険家 等解体撤去補助金 限 万 × 件分 3,000 千

行 代執行費用 1,500 千

水質検査委託料 1,171 千

河川水の検査委託料 6 検体分 1,009 千

臨時水質検査委託料 回分 162 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 3,000 千

行 代執行費用弁償 1,500 千

事 業 名

日 環境基本計 基づき 自然環境の保全や環境 荷の 減 い 地域と協働した 組 を実施す
る
空き家対策特別措置法 基づき 空き家等 管理 全 状態 ることを防 し の生活環境の保全 寄与

する
環境保全対策の一環とし 水質の汚 懸念さ る場所 い 水質検査を実施する

9 環境保全対策事業 1,500 1,8590 3,000

比 較前 度

6,359

住 民 課

単位 千

源 訳

10,729 △ ,

本 度

9



成 度一般会計当初予算説明資料

款 衛 生 費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

石見東 陽 発電所維持管理費 4,755 千

電気料金 156 千

修繕料 1,080 千

災害共済保険料 181 千

除草作業委託料 200 千

除雪作業委託料 592 千

電気保 管理業務委託料 440 千

遠隔 視シス ム維持管理委託料 2,106 千

電気自動車充電設備維持管理 662 千

電気料金 24 千

保 サ サ ビス料 638 千

家庭用発電設備等 入推進補助金 2,620 千

陽 発電 入助成 千 ｋｗ× ｋｗ× 件 千 特例加算 × 件 900 千

木質 イ スス 購入助成 千 × 件 900 千

家庭用燃料電 シス ム 入助成 千 × 件 180 千

陽熱温水器購入助成 千 × 件 350 千

家庭用 ﾞ ｰ ﾞｪﾈ ｰ 入助成 9 千 × 件 90 千

家庭用蓄電 等 入助成 千 × 件 200 千

○ 源

鳥 県家庭用発電設備等 入推進補助金 県費 1,310 千

石見東 陽 発電所売電収入 4,755 千

千 福祉保健課の病院運営事業 充当

石見東 陽 発電所の管理及び運営を行う 収入見込 ： , 千 × ＝ ,6 千
地球温暖化対策 献することを目的 持 能 再生 能 ネ の活用を推進し 地域経済の進展を

図る
自然 ネ の活用を積極的 支援すること よ 家庭 の地球温暖化防 の地球環境の保全 い
意識の高 を図 環境 やさしい づく を推進する

事 業 名

9 新 ネ 推進事業 4,755 1,9721,310 0

本 度

8,037

住 民 課

単位 千

源 訳

,6  千 のうち

※差引 ,

前 度

51,508

比 較

△ ,



成 度一般会計当初予算説明資料

款 衛 生 費

項 清 掃 費

目 塵芥処理費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

職員人件費 名分 4,529 千

廃棄物処理費 収集 運搬 焼 処理 67,560 千

一般廃棄物処理業委託料 52,759 千

清掃セン 電気 油 焼 用 代 14,801 千

清掃セン 施設管理費 10,910 千

イ キシン類排出実態調査委託料 819 千

焼 等 含ま る 金属類の濃度測定委託料 474 千

い煙 質 熱灼減 検査委託料 782 千

自家用電気工作物保 浄化槽管理 施設警備委託料 455 千

3,575 千

清掃セン 緊急修繕料等 1,000 千

清掃セン 火災保険料 220 千

活性炭入 消石 等消耗品費 3,585 千

清掃セン 修繕工事費 46,783 千

修繕工事 40,000 千

修繕工事設計施工 理業務 6,783 千

焼 処理費 9,216 千

焼 運搬委託料 3,888 千

焼 処理 焼成 委託料 4,718 千

搬出用コン 賃借料 454 千

焼 混合 処理 担金 伊賀 156 千

サイク 関連費 2,686 千

乾電 蛍 管 類 軟 ビ 等資源化委託料 809 千

生 堆肥化委託料 1,727 千

生 処理機等補助事業 150 千

西部広域行 管理組合 担金 42,073 千

燃物処理 サイク 21,123 千

溶融処理 コス セン 7,454 千

最終処分 13,496 千

1,629 千

○ 源

廃棄物処理手数料 8,515 千

資源売 代金 50 千

過疎対策事業債 46,700 千

の一般廃棄物処理基本計 基づき 一般廃棄物の処理を行う の減 化 再資源化 適 処理の推進
める 清掃セン の管理 の収集 運搬 中間処理 燃 の焼 を㈱日 清掃 委託し 行う

事 業 名

6 塵芥処理事業 8,565 130,1210 46,700

本 度

185,386

住 民 課

単位 千

源 訳

その他 郵便 指定 袋販売委託料 指定 袋作成料 地元協力金 の経費

前 度

146,643

比 較

38,743

ク ン 計 噴射水電動弁 ﾊﾞ ﾞﾌ ﾀ用空気 縮機 再燃助燃焼  点検修繕費



成 度一般会計当初予算説明資料

款 衛 生 費

項 清 掃 費

目 し 処理費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

日 府 日 衛生施設組合 担金 25,611 千

参考 当初予算ベ ス

H 度 千

建 設

事業費

均等割 利用割 計 均等割 利用割 利子等 充当

日 6,575 19,979 26,554 0 485 △ , 25,611

日 6,575 14,505 21,080 0 398 △ , 6 20,418

府 6,575 11,538 18,113 0 379 △ , 6 17,427

計 19,724 46,022 65,746 0 1,262 △ , 63,455

H 9 度 千

建 設

事業費

均等割 利用割 計 均等割 利用割 利子等 充当

日 7,154 21,596 28,750 126,767 484 △ , 153,797

日 7,154 14,198 21,352 104,226 399 △ , 9 124,185

府 7,154 14,284 21,438 99,242 380 △ , 6 119,524

計 21,462 50,077 71,539 330,235 1,263 △ , 397,505

比 較 千

建 設

事業費

均等割 利用割 計 均等割 利用割 利子等 充当

日 △ 9 △ ,6 △ , 96 △ 6, 6 1 776 △ , 6

日 △ 9 307 △ △ , 6 △ 732 △ , 6

府 △ 9 △ , 6 △ , △ 99, △ 471 △ , 9

計 △ , △ , △ , 9 △ , △ 1,979 △ ,

0

計

計

計

25,6110

公債費

公債費

公債費

0

住 民 課

単位 千

源 訳

清 化 園 府

し 汚泥処理施設管理運営

清 化 園 府

し 汚泥処理施設管理運営

清 化 園 府

し 汚泥処理施設管理運営

本 度

25,611

前 度

153,797

比 較

△ , 6

繰越金

繰越金

繰越金

事 業 名

日 府 日 組 する衛生施設組合 担金を 出し し 処理施設の管理及びし の収集 処分
等の共 処理を行う
一般家庭及び事業所 出るし 及び汚泥の適 処理を行い 清潔 衛生的 快適 生活環境の確保を図る

し 浄化槽汚泥処理
        事業



福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

28,529 57,045 △ , 6 0 0 0 28,529

○ 事業説明

社会福祉 関する全般的 連絡調整事務

民生委員 児童委員活動の推進

     民生委員 児童委員 名と主任児童委員 名 組 する日 民生児童委員協議会事務

     を担当し 各委員活動の支援と定例会 研修会を通 福祉情報の提供と地域福祉課 の把握

   め 民の福祉向 を図る

戦 者追悼式の開催

   戦 者遺族団体と共催 戦 者追悼式を開催し 和への誓いを次の世代 する 予定

浪者 行旅病人等援護

   黒坂警察署等関 機関と連携を 浪者 行旅病人等の移動 保護の支援を行う

虐待等一時避難措置事業

 高齢者 い者 児童等の虐待等 の一時避難のため 施設入所措置をする

生活支援 ン 養成講 修了者を 録し ン 保険 加入した後

生活支援 ン とし 活動し う

録者 活動時間 応 時間 イン 間 限 , イン を貯め

度 イン 相当分の特産品等と交 する 録者 名を想定

７ ム虹の郷を い者 ムとし 活用するための賃借料

い者 ムの備品を整備する

○ 執行経費

職員給与賃金等 名分 19,758 千

報償費 生活支援 ン 報償費 100 千

民生委員推薦会出席委員報償費 35 千

追悼式報償費 10 千

需用費 676 千

役務費 生活支援 ン 保険加入料 6 千

追悼式白 ク ニン 郵券 16 千

た の家建物共済 41 千

委託料 緊急一時保護事業委託 300 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 パセ 憩室使用料 480 千

ム虹の郷賃借料 2,965 千

７ 備品購入費 い者 ム備品 2,452 千

担金補助及び交付金

民生児童委員協議会活動補助 1,674 千

鳥 県民生委員児童委員大会 金 10 千

扶助費 行旅人 致扶助 6 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

民生一般管理事務

一般事務 追悼式消耗品 た の家 くさ荘電気代等

本 度事 業 名 前 度 比 較

成 度一般会計当初予算説明資料

－43－



成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

8,430 8,431 △ 0 0 0 8,430

○ 事業説明

社会福祉関 団体 運営費 担金 補助金等の交付を行い 社会福祉活動の支援を行う

○ 執行経費

鳥 県社会福祉協議会 担金 託事業 担金 25 千

日 郡身体 害者福祉協会 担金 65 千

日 手を 育成会運営補助金 15 千

日 社会福祉協議会運営費補助金 8,325 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,050 2,519 △ 69 162 0 0 1,888

○ 事業説明

い児 者の生活 ける の軽減及び自立の 進及び 療機関を 診する の

交通費 通院費等を助成し 心した日常生活を るよう サ を行う

○ 主 執行経費

い者相談員報償費

  身体 い者相談員 名 ,9

  知的 い者相談員 名 ,9 50 千

要約筆 手 通訳者派遣報償費

鳥 県西部聴覚 害者セン よ 通訳者を派遣し うこと よ 耳の 自 方

の講演会等への参加推進を図る 35 千

い者 ン推進委員会委員報酬 105 千

い福祉 関する研修会の講師報償費 36 千

身体 い者等住宅改良助成事業

日常生活の利便性向 のための浴室 イ 等の改良経費の助成 534 千

6 い者地域生活体験事業

長期の入院や 施設入所し いた い者等 スム 地域 移行するため

短期間 仮の住まい 生活体験を行う事業 56 千

ム夜間世 人等配置事業

パニックや発作等を引き起こす恐 のある い者 心し ム等を利用

きるよう 夜間 世 人を配置し その人件費相当分を補助する 270 千

い者就労 進支援事業

い者 就労する時支度金を支給する 扶助費 300 千

9 心身 い者 療費 通院費等助成事業

い者の健康の保持並び 生活の 定と社会参加の 進を図ることを目的とし 療

費及び通院費 通所費の費用を住民税非課税世 の方 助成する 389 千

○ 源

夜間世 人等配置事業県補助金 補助率 対象事業費 9 千 135 千

い児者地域生活体験事業県補助金 補助率 対象事業費  千 27 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

各種団体補助金及び
担金管理事務

源 訳

い者サ 事業

事 業 名

事 業 名 比 較

比 較

本 度

本 度

前 度

前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

166,477 165,172 1,305 124,252 0 0 42,225

○ 事業説明

い者総合支援法 基づき いのある方の自立のため 療等給付を行うとと

い者福祉サ ビス等利用計 の策定を支援する

自立支援給付 い 在宅 の ム サ ビス 施設入所費等の 護給付費

就労 向けた訓練及び在宅 の生活 向けた訓練を ける給付費を計 する

○ 主 執行経費

師意見書作成費

い程度 分 定 る 師意見書作成費 81 千

い者自立支援給付支払事務手数料及び電算共 処理事務手数料

審査支払事務の国保連合会 対する手数料 203 千

身体 い児 者在宅生活支援事業

施設入所者 在宅へ戻 たとき ム サ ビスを利用 きる単県事業

施設入所児 者 在宅サ ビスの利用 き いため 53 千

い程度 分 定審査会運営 る西部広域行 管理組合への 担金

い程度 分 定審査委員会分とし 西部 委託 498 千

自立支援給付

更生 療 療養 護 育成 療給付事業

いのある方 日常生活の能力回 を図るため 学的方法 よ いの

除去 改善を図る 7,032 千

補装 給付事業

いのある方の身体機能を補完 代替し 長期 わた し 使用さ る

義足 車椅子 補聴器等を給付する 800 千

い 護給付費

居宅 護 名 1,092 千

行援護 名 96 千

生活 護 名 45,576 千

施設入所支援 名 23,112 千

就労 支援 型 名 15,000 千

就労 支援 型 名 44,280 千

共 生活援助 名 13,332 千

宿泊型自立訓練 名 1,356 千

療養 護給付費 名 9,180 千

特定 い者特別給付費 施設入所 名 1,511 千

特定 い者特別給付費 共 生活援助 名 1,320 千

相談支援等給付費 1,771 千

い児通所給付 名 120 千

い児相談支援等給付費 34 千

○ 源

い者自立支援給付費国庫 担金 補助率 82,818 千

い者自立支援給付費県 担金 補助率 41,408 千

身 者在宅生活支援事業県補助金 補助率 26 千

源 訳

6 い者自立支援 度
運営事業

事 業 名 比 較本 度

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

5,902 4,943 959 4,426 0 0 1,476

○ 事業説明

地域の実情 合わせ 事業を実施する い者地域生活支援事業 い 必須事業

ある相談支援事業 コ ュニケ ション支援事業 日常生活用 給付事業 移動支援事業等 い

事業を実施する また 任意事業 ある日中一時支援事業等 い 実施する

○ 主 執行経費

相談支援事業

い者 の一般相談 い 委託を行う 1,506 千

コ ュニケ ション支援事業

手 奉 員等の派遣事業 い 委託を行う 302 千

意思疎通支援事業

手 奉 員 点訳朗 奉 員の養成 い 委託を行う 48 千

成 後見 度法人後見支援事業

法人成 後見の立ち 研修 い 委託を行う 6 千

理解 進研修 啓発事業

14 千

6 自発的活動支援事業

害者等 自立した日常生活及び社会生活を営 こと きるよう 害者等 その

家族 地域住民等 よる地域 ける自発的 組 を支援すること よ 共生

社会の実現を図る 100 千

日常生活用 給付事業

度の身体 い者等 対し 日常生活用 を給付する

電気式た 吸引器 ス 用装 ネ イ 等 2,726 千

移動支援事業

い者の余暇活動等の外出時の 滑 移動を支援し 自立生活や

社会参加を 進する 240 千

9 日中一時支援事業

い者の日中 ける活動の場を確保し 機能訓練 余暇活動等を支援するとと

家族の就労を支援し 息を提供する 960 千

○ 源

地域生活支援事業国庫補助金 補助率 2,951 千

地域生活支援事業県補助金 補助率 1,475 千

源 訳

地域生活支援事業

事 業 名

  款  民 生 費

比 較本 度

  項  社会福祉費

前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,472 1,795 △ 1,106 0 0 366

○ 事業説明

精 又 身体 著しく 度の い あ 在宅 よる日常生活 い 常時特別の 護を

必要とする特別 い者 対し 度の いのため必要と る精 的 物質的 特別の

担の軽減の一助とし 手当を支給すること よ 福祉 生活の向 を図る

○ 執行経費

特別 い者手当等給付

特別 い者手当 名 644 千

経過的福祉手当 名 175 千

新規 定 見込 分 名 644 千

○ 源

特別 い者手当等給付費国庫 担金 補助率 1,097 千

特別児童扶養手当事務 扱費交付金 9 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

6,823 4,120 2,703 2,000 0 0 4,823

○ 事業説明

心生活創造推進事業 支え愛ネッ ワ ク構築事業

地域包括支援セン 人員を配置し 地域 関 機関の連携をコ ネイ するとと

要援護者の把握や見 活動を行い 住民生活を包括的 支える体 を構築する

H 新規 災害時要支援者対策 進事業を行う 別 ：新規事業説明資料

○ 執行経費

職員給与賃金等 名分 2,407 千

需用費 114 千

役務費 27 千

委託料 心生活見 シス ム設置委託料 台分 181 千

支え愛ネッ ワ ク事業委託料 1,300 千

使用料及び賃借料 心生活見 シス ム利用料 台分 1,394 千

担金補助及び交付金 災害時用支援者対策 補助 所 1,250 千

災害時用支援対策ス ッ ッ 補助 所 150 千

○ 源

生活困窮者自立支援事業費国庫 担金 限 , 千 2,000 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

9 特別 い者手当支給
事務

源 訳

9 支え愛ネッ ワ ク構築
事業

事 業 名

事 業 名 前 度

比 較

本 度 比 較

本 度 前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  社会福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

5,822 4,649 1,173 1,385 0 0 4,437

○ 事業説明

生活保護 給者以外の生活困窮者を対象 生活相談 就労支援等を行い早期の生活自立 る

生活困窮世 児の学力向 を目的 地域未来塾 使用する教 費等の購入を行う

職者 就労能力及び就労意欲のある者の 住宅を失 いる又 失う 能性のある者を対象とし

原則 ヶ 間住宅確保給付金を支給し 就労支援を行う

H 新規 社協委託 家計相談事業を行う

○ 執行経費

職員給与賃金等 名分 3,542 千

旅費 105 千

需用費 120 千

役務費 120 千

委託費 1,200 千

担金補助及び交付金 就労支援員 担金 531 千

７ 扶助費 住宅確保給付金 204 千

○ 源

生活困窮者自立支援事業費国庫 担金 ※職員給与 対象外 735 千

生活困窮者自立支援事業費国庫 担金 家計相談 600 千

地域未来塾応援事業補助金 県 50 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

11,600 19,000 △ , 0 11,600 0 0

○ 事業説明

運転免許を保 し い在宅の高齢者や い者等 日 出 け クシ ケッ を交付し

日常生活の利便性向 地域経済 環の向 高齢者 い者の社会活動の 大を図る

交付枚数 × 枚 間 , 人

対象者 交通空白地 解消を目的とした高齢者への交付 , 人 見込

, 人× , × . 利用率 ＝ , 千

い者への助成

未満 要 護 要支援 定を けた者 人

未満 身体 害者手帳 の交付を けた者

未満 療育手帳 の交付を けた者

未満 精 害者保健福祉手帳 の交付を けた者 約 人

の 人程度を見込

人× , ＝ 6 千

○ 執行経費

扶助費 11,600 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 11,600 千

源 訳

生活困窮者自立支援事
業

家計相談事業：日 社協委託

本 度 比 較事 業 名

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

高齢者等 クシ 助成事
業

本 度 前 度

前 度

事 業 名 比 較
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  老人福祉費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,186 2,107 79 1,324 0 0 862

○ 事業説明

長 者敬老事業

白 名 以 い 名

老人ク 活動支援事業

老人ク 連合会 活動補助金を交付する

単位ク 9ク ,6 千 連合会 健康づく 含 69千

○ 執行経費

報償費 敬老 念品 130 千

需用費 31 千

役務費 29 千

担金補助及び交付金 10 千

1,986 千

○ 源

在宅福祉事業費 高齢者地域福祉推進事業 県補助金 1,324 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

11,448 13,080 △ ,6 0 0 2,791 8,657

○ 事業説明

養護老人ﾎｰ 入所措置事業

し 養護老人ﾎｰ 養護委託し いる 入所 定委員会 入所の 否を 定し いる

養護委託者見込数 鳥 県立 皆生尚 苑 名

来寮 名

○ 執行経費

報償費 入所 定委員会委員報償費 24 千

委託料 施設養護委託料 11,424 千

○ 源

入所者 家族 担金 2,626 千

入所者 扶養義務者 担金過 度分返還金 165 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

9 高齢者いき い 進事業

本 度 前 度

白 99 当者及び 以 高齢者を表敬訪問し 詞と 念品を贈 長 を う

6 以 の高齢者の仲間づく 健康づく 地域活動等を奨励するため 各単位老人ク と

県シ 人 セン 担金

単位老人 ﾌﾞ 老人 ﾌﾞ連合会補助金

源 訳

老人福祉施設入所措置
事業

本 度 前 度事 業 名

比 較

比 較

事 業 名

6 以 の者 心身の状況 住宅等の環境 よ 自宅 日常生活を営 事 き い者を保護措置
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成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  老人福祉費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

218,726 255,874 △ , 991 0 0 217,735

○ 事業説明

高齢者居住環境整備事業補助 800 千

高齢者 在宅生活を するため 住宅改修 必要 者 対し 補助を行う 件

補助要件：住民税非課税世 要 護 定を け いる者

補助金 ：基準限度 6 千 × ＝ 千 補助限度

護保険特別会計繰出金 155,914 千

護保険特別会計 護給付費 担 等その他 源 足 を繰 出しする
繰出金 護給付費 104,370 千

職員給与費等 21,629 千

事務費 16,776 千

8,858 千

3,095 千

護保険料 所得者軽減事業 1,186 千

護サ ビス事業特別会計繰出金 51,852 千
護サ ビス事業特別会計 公債費償還 る 源 足 及び指定 護予防支援事業

る職員給与費等を繰 出しする

護保険利用者 担軽減事業 136 千

社会福祉法人等利用者 担軽減 国庫補助事業

所得者 対し利用者 担軽減 護利用料 食費 居住費の 等 を行 いる

社会福祉法人 対し 軽減 以 の を補助する

護福祉人 育成奨学金 5,000 千

護福祉士養成校の学費を支援し 居住し 事業所 間勤務すると返還を免除する

間 限 , , × 人

護福祉人 支度金 5,000 千

居住し 日 福祉会 就職する 職員 支給 間勤務すると返還を免除する

護人 育成奨学金との併給 き い

, , × 人 別 ：新規事業説明資料

 ○ 執行経費

使用料及び賃借料 24 千

担金補助及び交付金 936 千

貸付金 10,000 千

繰出金 213,529 千

○ 源

護保険料 所得者軽減事業補助金 国 593 千

護保険料 所得者軽減事業補助金 県 296 千
護利用者 担軽減事業費補助金 県 102 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

護保険事業

地域支援事業 護予防事業

本 度 前 度事 業 名

地域支援事業 包括的支援 任意事業

比 較

－50－



成 度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

  目  老人福祉費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,139 889 250 0 0 140 999

○ 事業説明

定と を図る

高齢者軽度生活援助事業

サ ビス提供を委託し 高齢者世 の在宅 の自立生活の 定と を支援する

利用世 の住民税課税状況 よ 事業費の 割 割 割の自己 担あ

利擁護 成 後見サ セン 事業

西部圏域を対象とするサ セン 設置さ 利用相談及び研修会等の開催を県及び

共 委託

高齢者運転免許証自主返納 クシ 券

高齢者 運転免許証を自主返納した者 クシ 券又 ス定期券を交付する

見込： 人 , 人

○ 執行経費

委託料 利擁護 成 後見サ セン 189 千

シ 人 セン 700 千

扶助費 クシ 券 250 千

○ 源

高齢者軽度生活援助事業利用者 担金 140 千

福祉保健課

  目  老人福祉施設費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

6,320 4,056 2,264 0 0 0 6,320

○ 事業説明

高齢者生活福祉セン す 荘 居住部門管理運営事業

病気療養中や冬季間の生活 ある高齢者の方 一時居住の居室を提供し 通院の利便を

図 生活 の解消 向け 相談支援を提供し いる

宿日直 人体 職員 事期間 ヶ 算定

居室数 一人用 室 人用 室 利用定員 名

○ 執行経費

需用費 油代 385 千

委託料 託者：社会福祉法人 日 福祉会 5,935 千

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

高齢者自立支援事業

高齢者 と 暮 し世 及び高齢者の 世 を対象 軽度生活援助等の支援を行い 自立生活の

本 度 前 度事 業 名

家事援助 物援助 住宅維持管理 日常生活 い 日 シ 人 セン

  款  民 生 費

  項  社会福祉費

源 訳

高齢者生活福祉セン
管理運営事務

本 度 前 度 比 較事 業 名

比 較
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成 度一般会計当初予算説明資料

項 社会福祉費 福祉保健課

目 特別 療費助成費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

33,987 33,997 △ 14,733 0 2,440 16,814

○ 事業説明

度心身 い者 精 い者 特定疾病者 児 と 親家庭を対象 療費を助成

単独事業 害者 非課税世 の方 対象を 大し 療費の 助成を行う

事業の 透 伴い利用件数 増加傾向 ある

○ 執行経費

特別 療費審査支払委託料 772 千

国保連合会 . × 件× ＝ 301,320

支払基金 科 9 . × 件× ＝ 336,240

支払基金 調剤 .6 × 件× ＝ 107,304

資格 ック手数料 . ×6 件× ＝ 26,730

特別 療扶助費 33,177 千

助成対象

度心身 い者 度精 い者 児 才ま 及び 31,137 千

と 親家庭 特定疾病者

身体 い者手帳 所持者 非課税世 助成及び 1,836 千

精 保健福祉手帳 所持者 非課税世 助成

児への訪問 護分 大 県 助成 204 千

給資格証 印 代 15 千

郵券料 23 千

○ 源

特別 療審査手数料補助金 386 千

特別 療助成事業費補助金 14,347 千

高 療費繰替戻入金 2,440 千

  款  民 生 費

源 訳

6 特別 療費助成事業

補助率 対象事業費 千

補助率 対象事業費 ,69 千

鳥 県後期高齢者 療広域連合

本 度 前 度 比 較事 業 名
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  項  児童福祉費 福祉保健課

  目  児童福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

36,821 40,902 △ , 31,135 0 0 5,686

○

扶助費 36,780 千

 成 分～ 成 分支給      児童手当

支給見込 , × 人× ＝ , 6 千

, × 9 人× ＝ ,9 千

, 当 し

児未満児 被用者 延 人 国 県

非被用者 延 人 国 県 6 6

以 ～

学校修了前 被用者 非被用者 第 子 延 , 人 国 県 6 6

学校修了前 被用者 非被用者 第 子 延 9 人 国 県 6 6

中学生 延 人 国 県 6 6

特例給付 被用者 当 度の 当者 し 国 県 6 6

特例給付 非被用者 当 度の 当者 し 国 県 6 6

計 , 6 人

事務費

需用費 ン 代 30 千

役務費 定通知等郵券料 11 千

○

児童手当国庫 担金 担割合  25,471 千

児童手当県費 担金 担割合 6 5,664 千

  款  民 生 費

源 訳

66 児童手当支給事務

事業説明 執行経費

源

本 度 前 度 比 較事 業 名
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  項  児童福祉費 福祉保健課

  目  児童福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

25,716 25,881 △ 6 9,446 4,500 209 11,561

○ 事業説明 執行経費

報償費 1,305 千

日 いきいき定住 進条例出産 金

少子化対策 子育 支援策の一環とし 第 子 第 子 , 第 子 ,

を 訪問し 交付する 第 子 人 第 子9人 第 子9人の見込

1,290 千

子 父子家庭中学校卒業 念品支給

中学校を卒業する 子 父子家庭の生 念品を贈 激励する

, × 名 15 千

需用費 30 千

郵券料 50 千

補助金及び交付金 5,782 千

子育 世代就労支援 事業所 保育事業 運営費補助 5,500 千

事業所 保育 利用料軽減 半 補助 282 千

扶助費 18,549 千

一人親家庭 中学校入学支度金

一人親家庭の 中学校 入学する児童 生 支度金 , を支給する

見込 4 名 80 千

遺児手当の支給

災害等の遺児 対し手当 を支給し 生活支援を行う

災害以外の遺児 見込 2 名 24 千

助産施設 子生活支援施設入所措置費 国県 担率

助産施設 , × 人 320 千

支援施設 , × 人× 3,600 千

子家庭自立支援給付金 国県 担率

高等技能訓練 , × 人× 300 千

児童扶養手当 国 担率

給対象者見込 人 14,225 千

○ 源

助産施設 子生活支援施設入所措置費 国 担率 1,960 千

  児童入所施設措置等 担金 県費 担率 980 千

子家庭自立支援給付金 国補助率 225 千

児童扶養手当 国 担率 4,741 千

子育 応援 交付金 県 1,540 千

日 こ ゆめ基金繰入金 64 千

  過疎地域自立 進特別事業債 4,500 千

過 度分児童扶養手当返還金 145 千

  款  民 生 費

子父子福祉事務

本 度 前 度 比 較
源 訳

事 業 名
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  項  児童福祉費 福祉保健課

  目  児童福祉総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

32,971 33,074 △ 11,351 1,800 9,246 10,574

○ 事業説明

地域子育 支援 点 セン 事業 運営主体：日 社会福祉協議会 8,840 千

フ サ セン 事業 運営主体：日 社会福祉協議会 100 千

課後児童ク 事業 運営主体：日 社会福祉協議会 11,609 千

児預 保育事業 運営主体：日 社会福祉協議会 3,251 千

親子絵本の 城事業 181 千

  病後時保育事業委託料 100 千

新生児誕生 念絵本配 事業 200 千

こ ゆめ基金運営審議会委員報償費 210 千

こ ゆめ基金 スコッ キ ク シ 印 30 千

こ ゆめ基金 ン 活動保険 3 千

子育 支援事業啓発パンフ ッ 修 印 78 千

こ の森事業損害賠償保険 57 千

こ ゆめ基金の積 立 基金利子の積 立 25 千

在宅育児世 サ 事業 7,800 千

○就学前の児童を家庭 保育する世 経済的支援を行う 単

保育園保護者会活動助成 80 千

  款  民 生 費

源 訳

9 地域子育 支援事業

新生児 絵本を配 し 親子 の 書 全 の子育 家庭 入 る環境を提供する

本 度 前 度

児を育児し いる家庭の育児と就業の両立を支援するため 預 保育を行 いる , 千
利用料 軽減

事 業 名

未満児 , 世 分

保育園保護者会の活動 対し 限 千 又 千 の助成を行う ゆめ基金

比 較

子育 支援サ ビス利用会員と サ ビス提供会員を 録 管理し 保育園の 迎 保護者 一時
的 サ ビスを必要とする場合 利用申込 の 付 提供会員の紹 仲立ち役と るセン を運
営する

○ 児 いる世 , の現金を給付し 家庭保育の経済的支援を行う 世 分
県 補助

乳幼児期 ける絵本との出会い 親子 の 書 最初の機会 あ その後の情操の成長 大き
影響 ある こ を 進するため 図書館 書指 事業とし 実施する

学校の長期 業中及び 日の 課後 就労や病気等の理 よ 昼間保護者 家庭 い い児童
対し びや生活の場を提供し 子育 を支援する 対象 齢 学校 生 生 ,6 9千
利用料 軽減

子育 家庭の育児 解消と子育 の仲間づく を図るため い 自 利用 きる子育 支援
セン を開設 開設日： 祭日以外の ～金曜日 毎 回第 土曜日
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○ 執行経費

報償費 賃金 運営審議会委員報酬 231 千

需用費 新生児誕生 念絵本 ス周辺整備 料 479 千

役務費 支援セン 火災保険料 関連事業通信費 276 千

委託料 子育 支援委託業務 23,950 千

備品購入費 親子絵本の 城事業 る図書購入 130 千

補助金 保育園保護者会活動補助 80 千

７ 扶助費 在宅育児世 支援事業 7,800 千

積立金 日 こ ゆめ基金預金利子 25 千

○

子 子育 支援交付金 国 4,050 千

鳥 県子 子育 支援交付金 4,050 千

鳥 県 課後健全育成事業補助金 201 千

鳥 県病児保育事業補助金 50 千

在宅育児世 支援事業費補助金 県 3,000 千

課後児童保育施設利用料 400 千

児預 保育施設利用料 95 千

日 こ ゆめ基金繰入金 7,826 千

日 こ ゆめ基金利子収入 25 千

  過疎地域自立 進特別事業債 1,800 千

子育 支援セン 陽 発電売電収入 900 千

源
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  項  生活保護費 福祉保健課

  目  生活保護総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

18,348 21,202 △ , 608 0 0 17,740

○ 事業説明

関 職員等研修 啓発事業

所 研修 県 国 主催する研修 参加すること よ 生活保護現業員の資質向 を図る

被保護者 対する見舞金支給事務 鳥 県 の委託事業

生活保護 給者 対し 見舞金を支給する

○ 執行経費

報酬 精 科 歯科嘱託 326 千

職員給料 査察指 員 現業員 6,739 千

職員手当等 4,501 千

共済費 2,621 千

賃金 嘱託職員 2,085 千

旅費 扶養義務調査 職員研修 290 千

需用費 研究図書 消耗品 印 製本費 燃料等 315 千

役務費 療 護審査支払手数料 電 料 郵券料等 185 千

委託料 科嘱託 派遣委託 シス ム保 管理等 205 千

使用料 セ 管理シス ムク 利用料 519 千

担金補助及び交付金 就労支援員共 設置 担金 346 千

扶助費 見舞金 住宅手当 216 千

○ 源

生活困窮者自立支援事業費国庫 担金 387 千

見舞金支給県委託金 県： 218 千

生活保護調査費委託金 3 千

  款  民 生 費

源 訳

6 生活保護総務費

本 度 前 度 比 較

と 総合的 保護の実施の推進 める

事 業 名

生活保護の適 実施 め 被保護者等の最 限度の生活の保 及び自立を助長するという

生活保護法の目的を 成するため 保健 療 福祉 る関 機関及び民生委員等との連携の
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  款  民 生 費

  項  生活保護費 福祉保健課

  目  生活保護扶助費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

68,295 68,223 72 51,917 0 256 16,122

○ 事業説明

被保護者 生活費 住宅費 療費等の保護費を支給し 生活の 定と自立支援を 進する

○ 執行経費

生活扶助費 生活扶助費 被服費等 17,484 千

住宅扶助費 家賃 地代 住宅修繕費等 3,845 千

教育扶助費 教 費 学校費 給食費等 240 千

療扶助費 療費 移 費 治療 料代等 37,365 千

護扶助費 護保険対象 対象外 1,440 千

出産扶助費 245 千

生業扶助費 高等学校学校費等 276 千

葬祭扶助費 352 千

施設事務費 救護施設入所者 7,048 千

○ 源

生活保護費国庫 担金 国

療扶助費 担金 28,023 千

生活扶助費 担金 21,924 千

護扶助費 担金 1,080 千

県 担金 居住地 明者分 県 890 千

生活保護費返還金 徴収金 256 千

事 業 名 前 度 比 較
源 訳

生活保護扶助費

本 度
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  款  衛 生 費

  項  保健衛生費 福祉保健課

  目  保健衛生総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

33,923 32,826 1,097 0 0 190 33,733

○ 事業説明

保健 療 福祉の連携を基本とする住民の健康づく と保健福祉サ ビスの 点施設

ある健康福祉セン え の 地域包括支援セン を併設 の管理運営を行う

健康福祉関連事業の開催

健康福祉及び 護予防支援

護用品の展示紹

健康福祉関連団体への会場提供

○ 執行経費

職員給与等 名分 保健担当職員分 25,076 千

賃金 名分 嘱託職員賃金 1,957 千

旅費 専門職研修旅費 188 千

需用費 施設維持消耗品等 3,266 千

役務費 施設維持点検費等 958 千

委託料 施設管理委託料 1,440 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料等 281 千

担金及び交付金 一部事務組合 担金 701 千

公課費 車両 税 56 千

○ 源

諸収入 護学生 け入 実習指 料 188 千

私用コ 料 2 千

事 業 名 比 較

96 健康福祉セン 管理運
営事務

源 訳
本 度 前 度
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  款  衛 生 費

  項  保健衛生費 福祉保健課

  目  予 防 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

19,099 20,872 △ , 580 0 4,110 14,409

予防接種一般

○ 事業説明

予防接種法 基づき実施し いる す 個別接種

定期の予防接種 類疾病

定期の予防接種 類疾病

任意の予防接種

○ 執行経費

需用費 新型インフ ン 対策等消耗品費 予診票等印 製本費 130 千

郵券料 高齢者 よび乳幼児学童インフ ン 予防接種接種券通知料 266 千

委託料 予防接種 療機関委託料 13,630 千

4,921 千

○ 源

国保会計繰入金 国保被保険者インフ ン 費用 担金 2,110 千

日 こ ゆめ基金繰入金 1,909 千

と と 版ネ 推進事業費補助金 県 500 千

風疹ワク ン接種費緊急助成事業補助金 県 45 千

狂犬病予防接種

○ 事業説明

狂犬病予防及び 録を行う

飼い主 飼い犬飼い猫の の啓発を行う 迷い犬 迷い猫の住民被害の減少 力する

所 者のい い猫対策推進費補助金

○ 執行経費

需用費 予防注射済証 保護用餌代 21 千

郵券料 12 千

備品 猫を寄せ付け い機械の購入費用 49 千

70 千

○ 源

狂犬病予防注射手数料 91 千

所 者のい い猫対策推進費補助金 県 35 千

比 較

その疾病の個人の発病また 症化を防 し 併せ ま 延を予防することを目的とし
インフ ン 高齢者 限る 肺炎球菌感 症 高齢者 限る の計 種類の疾病を

予防するためのワク ン接種を実施

前 度

担金補助及び交付金 所 者のい い猫 対する避妊去勢手術の手術費助成

源 訳

9 予防衛生一般事業

本 度

予防接種法 定め い 高齢者以外のインフ ン ワク ン 風疹ワク ン ロ
スワク ン た く ワク ン 型肝炎ワク ン 定期接種対象児以外 関し 接

種を希望する者 対し 費用助成を行う

事 業 名

その疾病の発生及びま 延を予防することを目的とし フ 日せき 破傷
風 急性 白髄炎 麻し 風し 日本脳炎 結核 インフ ン 菌 型感 症 肺炎球菌
感 症 児 限る パ ロ ス感 症 水痘 型肝炎の計 種類の疾病を
予防するためのワク ン接種を実施

担金補助及び交付金 6 以 インフ ン 予防接種費用助成 高齢者肺
炎球菌 日 病院利用 進助成 風疹接種費用助成 ロ ･ た く 型肝
炎ワク ン接種費助成
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  款  衛 生 費

福祉保健課

  目  健康対策費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

10,323 9,413 910 386 0 0 9,937

○ 事業説明

事業 容

検診種別

組 容

集団検診を 日間 回 実施する

新規

○ 執行経費

報償費 胃 視鏡 像 影 師 報償費 40 千

需用費 検診事業 る事務用品 検査容器等 237 千

印 製本費 療機関検診用 子宮 乳 胃 検診 診票 79 千

郵券料 各種ク ン券 療機関検診 診票 結果 検診 診券等 297 千

委託料 鳥 県保健事業団 西伯病院 9,660 千

使用料及び賃借料 10 千

○ 源

鳥 県 日 検診実施支援補助金

補助率 県： 266 千

新た ス 入 た 検診の総合支援事業補助金

補助率 国： 120 千

地 診断を行い 地 保健委員や協会け 保健師と連携し 住民や事業所への啓発活動 点的
組

～７ 子宮 検診 以 の女性 全員 診券を 付し 働き盛 世代の 診勧奨 点
を置いた 組 を する

乳 子宮 検診 検診対象と る初 度の 齢を対象とした国の補助事業を活用し 住民への
周知 め 診率向 と早期発見 早期治療を図る

胃 以 肺 以 大腸 以
子宮 以 女性 乳 以 隔 女性

セッ 検診 日検診 日 土 日 女性検診 療機関 西伯病院 委託 よ けやすい体 を くる

胃 検診 来行 きた集団検診 の ム検査と 療機関 西伯病院 診療所を予定
委託 よる 視鏡検査の 方法を選択 きる体 を く 診の機会を増やす 別 ：新規事業説明資
料

比 較

対策基本法 基づき 集団検診 中央 所 セッ 検診 各 検診を実施する
子宮 乳 検診の 療機関検診 西伯病院 を実施する

事 業 名

検診事業

前 度

  項  保健衛生費

源 訳
本 度

全国健康保険協会 協会け 鳥 支部との健康づく 事業 関する包括連携協定 よ 日 の健
診結果 療費 の分析資料 完成し いる よ 明確化した地域の健康課 の解決 向け 両者
協働し 健康づく を推進する

度 引き き 健診 検診の啓発 診勧奨を中心 働き盛 世代の健康づく 点を置き
さま ま 方法 啓発物の工 集団検診会場 の ショ 健診実施等 組 また 事業所へ
向けた 診勧奨 協会け 保健師と連携した働き盛 世代の健康づく 組
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  款  衛 生 費

福祉保健課

  目  健康対策費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

7,287 7,981 △ 69 1,084 600 3,521 2,082

○ 事業説明

主 子保健法及び発 害者支援法 子 子育 支援法 基づき事業実施する

乳幼児健診

その他 子保健相談指 事業

子健診相談指 事業との連携事業

○ 執行経費

賃金 健診補助 フッ素塗 育児教室 助者等 204 千

報償費 健診 師 育児教室講師等 1,518 千

費用弁償 乳幼児健診 育児教室外部ス ッフ旅費 42 千

需用費 育児教室消耗品費 健診教 費等 100 千

役務費 郵券料 5 千

2,961 千

使用料及び賃借料 鳥大 児科 師 迎 クシ 代 372 千

1,440 千

645 千

○ 源

日 こ ゆめ基金繰入金 3,514 千

と と 版ネ 推進事業費補助金 県 545 千

子育 応援交付金 県 320 千

過疎地域自立 進特別事業債 600 千

未熟児養育事業費国庫 担金 国 146 千

未熟児養育事業費県 担金 県 73 千

未熟児養育事業費自己 担金 7 千

  項  保健衛生費

源 訳

子健診相談指 事業

担金補助金 よび交付金 妊治療費助成 ｰ ﾀｰ 活動支援事業補助等

本 度 前 度事 業 名

扶助費 児 性特定疾患児日常生活用 給付事業 未熟児養育 療費 妊婦
歯科健診費用助成 子産後 健診費用助成等

健診以外 妊治療費や未熟児養育 療費の助成事業 子健康手帳及び妊婦健診
診券 新生児聴覚検査費 診券の交付 妊婦歯科健診費用助成 子産後 健診費用
助成 産後家事援助事業 助産師訪問ケ 事業 育児教室 赤ち を迎えるためのパパ

応援教室 乳食幼児食講習会 やこ あい教室 ン ニン 事業 家庭
護力向 支援事業 や乳児期の歯科保健対策事業 訪問事業等を実施

子育 支援 発 支援 児童虐待及び配偶者等 よる暴力防 対策等を行う あた 適
開業助産師や子育 支援セン 保育園 中学校 教育委員会 鳥 大学 その他

外部支援機関等と連携協 し 事業を実施する

 乳児 ヶ ･ ヶ ･ ヶ ･ ヶ 6 児 児 児を対象 健康診査を実施 各
種健診 合計 回実施

比 較

委託料 歯科衛生士委託業務 半 児健診精密検査 妊婦健診 新生児聴
覚検査 助産師訪問ケ 事業 産後家事援助事業
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  款  衛 生 費

福祉保健課

  目  健康対策費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,950 1,961 △ 423 0 0 1,527

○ こ こ健康 ち

○ 自死対策事業

○ 食育推進事業

食育推進地 活動

地域 の課 やニ 応 た自主的 活動の支援を行う

住民検診 食育推進員 よる薄味習 の 及を行う｡ 環器系疾患予防対策

親子の食育体験

食育推進員研修

○ 健康増進事業

健康増進法 基づき 以 の事業を実施し 住民の健康づく と疾病予防を積極的 行う

健康手帳の交付

健康手帳や健康管理フ イ を交付すること 経 的 健康管理を進める

健康診査

鳥 県保健事業団 健診事業を委託し 実施 あた 日 国保と共 実施する

検診種別

～ き の未 検者 各 検診

～ 健診を ける機会 い者 型肝炎 ス検診

※ の実施主体

健康へ関心を持 ための動機付けとし 楽し 健康づく きる企 を実施する 度 健
診 検診 診者等を対象とした 選事業を行う 長期健診未 診者 過去 間特定健診未 診
者 診 るよう企 容を工 し 健康づく を始めるき けづく をする

源 訳

健康増進事業

集団検診を中央 カ所 総合文化セン セッ 検診とし 6. 日間 回 実施

未 検者 検査を希望した方へ 型肝炎 ス検診を実施

特定健康診査 ～７ 高齢者の健康診査 ７ 以

一般健康診査 健康増進法 基づく健診： 以 の生活保護 給者等

本 度 前 度

将来を担う子 への食育 そし 子 の成長 大きく わる保護者や地域 学校 保育園 子育 支
援セン と連携を図 食育を推進する

食育基本法 成 ７ 定 基づき 生涯 わた 健全 心身を い 豊 人間性を育 ための食
育を推進し 食 い 関心を持 う

成 度 度ま の 間を対象とした第 次食育推進基本計 成 策定 基づい
食育を推進する

  項  保健衛生費

比 較

住民参加型の食生活改善を進める健康づく を連携し 行うため 食育推進員の育成と組 運営を支援す
る 教育研修を 回

食育基本法 よ 成 度 日 食育推進計 を策定する 策定委員会 回開催

第 期 こ こ健康 ち 計 基づき健康づく を展開中 全国健康保険協会鳥 支部との包
括連携協定 よ 日 の健診結果 療費 の分析資料 完成し いる この資料を活 し 鳥

大学 学部 学科環境予防 学講 教授 助言指 を け 地域の健康課 の解決 向け 健康
づく を推進する

事 業 名

成 ７ 度 自死予防対策 組 いる 近 間 均 人の自死 あ ここ の健康相談
日 性別 代を問わ 予約 埋まる状況 全 齢 けるここ の健康づく 自死予防対策
を する必要 ある 後 ここ の 調 方の早期発見や見 相談等を行う地域 体 づく 必
要 あるため と 心日 ここ の健康づく ネッ ワ ク を充実させる

自殺対策基本法の改 成 施行 よ 都道府県 ける計 策定 義務化さ
た 成 度 日 自殺対策計 を策定する 策定委員会 回開催
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健康教育

健康相談

時 電 相談 来所相談 個々の相談 応 必要 指 や助言を行う

集団検診会場 歯と口腔の健康相談 骨密度測定の個別相談を行う

機能訓練

訪問指

○ 執行経費

521 千

食育推進計 自殺対策計 策定委員等 357 千

9 千

467 千

21 千

備品等修繕料 備品等修理代 包 研 代 26 千

165 千

334 千

50 千

○ 源

健康増進事業県補助金

補助率 県： 367 千

自死対策緊急強化事業交付金

補助率未定 56 千

旅費 保健事業 助者旅費費用弁償

需用費 保健事業及び食育推進等 る教 消耗品等

印 製本費 精密検査紹 状

委託料 鳥 県保健事業団委託料 一般健康診査 肝炎 イ ス検査

使用料 よび賃借料 コ 代

日 の健康課 ある働き盛 世代の健康づく を 点 組

特定健康診査結果よ 日 国保の特定保健指 対象者 個別訪問し 指 を行う

賃金 健康教育 健康相談 保健事業 食育事業 助者

報償費 健康づく 計 推進及びここ の健康づく る 師 講師

保健師 管理栄養士等 対象者 応 た相談 支援を行う 生活相談 住民検診後の精密検査 診勧
奨 独居 虚弱高齢者 身体 知的 精 い者 災害時の 否確 よび の 和等

健康へ関心を持 ための動機付けとし 楽し 健康づく きる企 を実施する 度 健
診 検診 診者等を対象とした 選事業を行う 長期健診未 診者 過去 間特定健診未 診
者 診 るよう企 容を工 し 健康づく を始めるき けづく をする

地域の健康教室や病態別教室 生活習 病予防 歯周病予防 骨粗鬆症予防 糖 病予防 コスモス会
あけ の会 ここ の健康づく 等 いきいき健康体操教室 国保会計 を実施

郵券料 健康相談等 食育推進 肝炎 イ ス検査 糖 病教室

身体又 精 機能 し いる者を対象 回交流学習会 え の会 を開催し 作業療法等
を通し 閉 こ 防 等の社会的 ビ ションを行う
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  款  衛 生 費

福祉保健課

  目  病 院 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

366,502 325,707 40,795 2,499 0 71,645 292,358

○ 日 病院運営 る補助及び 担金

補助金 2,499 千

収益的経費補助金 自治体病院費県補助金

病院会計 担金 363,363 千

日 病院事業会計 担金

日 地域 療総合確保基金 640 千

地域 療総合確保基金利子積立金

○ 源

自治体病院費県補助金 2,499 千

地域 療総合確保基金繰入金 63,160 千

売電収入 7,845 千

地域 療総合確保基金利子収入 640 千

6 病院運営事業

本 度事 業 名 比 較前 度

  項  病 院 費

源 訳
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款 民 生 費
項 児童福祉費 保育園

目 保 育 園 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

172,619 179,531 △ 6,9 12,700 0 1,802 158,117

○ 事業説明

設置さ た保育園 園 うち分園 保育事業を行い 学校 就学するま の幼児
対し子育 の支援を行うこと よ 次世代を担う児の育成 める 併せ 本 度 保育

料を無償とし 子育 支援の充実を図る

○ 執行経費

 職員給与費 職 る給料 手当 共済費 101,315 千
 嘱託職員等賃金 社会保険料等 50,402 千
 報償費 嘱託 師手当 101 千
 旅費 職員旅費 284 千
 需用費 17,390 千
 役務費 1,435 千

７  委託料 755 千
 使用料及び賃借料 477 千
 原 料費 90 千
 備品購入費 310 千
 担金 60 千

学校体育健康会 担金 47 千
人 和保育解 連盟 担金 13 千

  ※ 成 度入所予定者数
単位：人

  分 ち 保育園 石見保育園 山の 保育園 合  計

児 16 6 22

児 19 5 24

児 9 3 2 14

児 11 3 1 15

児 11 4 1 16

児 中途入所 4 4

合  計 70 21 4 95

○ 源

 県補助金
中山間地域保育料無償等モ 事業費補助金 補助率 10,899 千

齢児 入保育士配置費補助金 補助率 865 千
保育サ ビス多様化 進事業費補助金 補助率 936 千

 諸収入 共食費実費 担金等 1,790 千

 一時保育利用料 12 千

1104

保育園管理運営事務

源 訳
事 業 名 本 度 前 度 比 較
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6 款 農林水産業費  

項 農 業 費  農業委員会

目 農業委員会費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

事業の 容

農業委員会総会 回 及び各部会 農 農地 農 の開催

農地法や農業経営基 強化 進法 基づく 及び意見 決定

農地中間管理機構との連携を図る等 農地利用最適化の推進

その他 会議の開催や法 基づく業務 農業委員会活動の 見える化 関する事業

○ 執行経費

報酬 農業委員 農地利用最適化推進委員報酬 8,448 千

賃金 移動農地銀行活動賃金 67 千

報償費 各種啓発活動謝金等 60 千

旅費 全国農業委員会会長大会参加旅費 78 千

需用費 印 製本費 99 千

役務費 電 料 郵券料 18 千

委託料 利用 設定管理台帳管理事務委託料 98 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 2 千

担金補助及び交付金 168 千

県農業会議 出金 県会長協議会 担金 西部会長協議会 担金等

○ 源

農業経営基 強化措置特別会計事務 扱交付金 23 千

鳥 県農地利用最適化交付金 1,368 千

度の改 農業委員会法の施行 伴う新しい農業委員及び農地利用最適化推進委員とし 農
地を 担い手を育 力強い農業を くる 農業者との架け橋 の役割を担い 法 業務や農地利用
最適化の推進 農業委員会活動の 見える化 関し 農家への積極的 情報提供を行う

また人 農地 ンの作成や見直し 向け 積極的 地域 働き け 適 農地流動を 進す
る

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

9 農業委員会事務 9,038 9,102 △ 6 1,391 0 0

成 度一般会計当初予算説明資料

7,647
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6 款 農林水産業費  

項 農 業 費  農業委員会

目 農業委員会費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

事業の 容

農業者 金の 給請求 その他各種 け出の 理及び進 審査

農業者 金への加入 進 農業者 金 関する相談 農業者 金 の会の開催

○ 執行経費

賃金 146 千

需用費 参考図書 消耗品費等 50 千

役務費 電 料 郵券料 50 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 40 千

○ 源

農業者 金業務 託収入 286 千

6 款 農林水産業費  

項  農 業 費  農業委員会

目 農業総務費  単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

事業の 容

農地法関連事務

農業者 金関連事務

農地台帳整理事務 非農地通知

その他 農地 農 関連事務一般

○ 執行経費

給料 7,058 千

職員手当等 3,705 千

共済費 2,351 千

○ 源

鳥 県農業委員会補助金 2,228 千

10,886

農業委員会事務 一般事務職員を 名配置し 農地法関連事務や農業者 金関連事務
等 事する

農業総務一般事務 13,114 4,022 9,092

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

前 度 比 較
源 訳

2,228 0 0

農業者 金事務 託
事務

286

事 業 名 本 度

0286 286

農業者の老後の生活の 定と福祉の向 のため 独 農業者 金基金 行う農業者 金業務を
託する 併せ 農業者 金への加入 進や の会組 の活性化等 い 事業を行い 加入推進

める

0 0 0
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費  

項  農 業 費  農業委員会

目 農業振興費  単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

事業の 容

○執行経費

担金補助及び交付金 4,400 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 4,400 千

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 
目 農業総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

職員給料 職員手当等 名 35,685 千

共済費 職員 名 鳥獣被害対策 フ 名 実施隊員 名 7,909 千

賃金 鳥獣被害対策 フ 名 実施隊員 名 6,380 千

旅費 94 千

需用費 現代農業図書代等 13 千

鳥獣被害対策実施隊員活動資 費 200 千

669 千

日 郡産米改良協会 担金 23 千

鳥 県農業士連絡協議会会費 12 千

鳥 県農作業 全 農機 盗難防 協議会 担金 34 千

と と 共生の 保全活動推進事業補助金 600 千

○ 源

日 郡鳥獣被害対策協議会 の 担金 2,825 千

と と 共生の 保全活動推進事業補助金 補助率 400 千

4,400 0

定農業者等 農地を借 る場合 助成金を交付すること よ 経営規模 大意欲を喚起し 担い
手への農地集積の 進と 農地の解消を図るとと 農地の流動化と 定的 農業経営体の育成
を推進する

度 新た の集積を目標とし 計担い手集積面積 を目指す

定農業者 定就農者 農地中間管理機構への借 希望者及び水 農業ビ ョンの担い手 ス
明 さ いる農業者 賃貸借 よ 新た 以 の農地を借 入 た場合 当た 千
を交付する

規模 大農業者支援
事業

4,400 4,400 0

農業総務一般事務 50,950 49,375 1,575 400

0 0

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

の農家 農業団体 農業関連機関等との連携を図 農業の振興を図る

担金補助及び交付金

0 2,825 47,725

源 訳
事 業 名 本 度 前 度 比 較
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

賃金 共済費 農林業研修生 17,048 千

委託料 農林業後 者育成事業 28,236 千

18,556 千

新規就農者農地賃借料助成事業補助金 400 千

就農条件整備事業補助金 補助率 11,406 千

定就農者 名 対する助成 総事業費 , 千

農業次世代人 投資資金 新規 名 名 6,750 千

○ 源

鳥 県就農条件整備事業補助金 補助率 対象事業費 , 千 [税抜] 5,281 千

農業次世代人 投資資金 補助率 6,750 千

農林業研修生研修費 担金 1,440 千

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

 

○ 事業説明

○ 執行経費

担金補助及び交付金 特定 菜等供給産地育成価格差補給事業交付資金 170 千

対象 菜：夏秋 夏秋 ン ロッコ

前 度 比 較

比 較

0 170

12,031 0 1,440

菜価格 著しく 落した場合 生産者の経営 及 す影響を 和するため 生産者 対し価格差補
給金を交付し 菜価格の 定を図 特定 菜の集団産地の発展育成を推進する

特定 菜等供給産地
育成価格差補給事業

170 1,439

定就農者 行う農業用施設 機械等の 入 対し の支援及び就農後のフ ロ ッ を関 機関
と連携し 実施する

就農初期段 の青 就農者 対し 農業次世代人 投資事業 よ 就農直後の所得を確保し 農
業経営の 定化を支援する 県や農協 指 農業士 農業委員等関 機関 よるサ 体 を強化
する

△ , 69 0

農業後 者育成対策
事業

源 訳
本 度

担金補助及び交付金

事 業 名

0

50,36963,840 62,217 1,623

事 業 名 本 度 前 度
源 訳

成 度 実施し いる日 農林業研修生 度 よ 農林業技術習得のための研修事業を
委託 よ 実施し 農林業後 者の育成を図る 成 度 研修手当を 万 千 増

し 研修生の確保 める また研修生 研修費の一部を 担し い 入農家への報酬 充
研修 容の充実を図る
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

 

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 鳥 県版水土 情報シス ム 入保 更新業務 400 千

担金補助及び交付金 48,499 千

る農家 ン事業費補助金 事業費 39,564 千

ン 分 件 12,584 千 6,292 千

ン新規分 6件 66,544 千 33,272 千

日 意欲ある農業者支援助成金 2,100 千

事業費の 限 千

日 産米検査料助成事業 6,805 千

一般社団法人笠木営農組合入会金 30 千

○ 源

鳥 県 る農家 ン事業費補助金 補助率 農の 用 当 22,343 千

過疎地域自立 進特別事業債 8,900 千

17,65648,899 38,351 10,548 022,343 8,900

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

6 世紀水 農業確立
対策事業

る農家 ン支援事業
元気 意欲のある農業者や農業団体 よる創意工 を活 した積極的 組 を支援し 優良担い
手の育成と営農体 の整備を図る

日 意欲ある農業者支援事業
農業者の所得の向 及び地域農業の振興 農地の 効活用を図るため 販売を目的 行う農業生
産 必要 農機 等を 入する農業者 入費用の一部を助成する

日 産米検査料助成事業
日 産米 ける農産物検査の 検率向 を図 米 引 ける品質保証を目的 検査料の全

を助成する

鳥 県版水土 情報シス ム 入保 更新業務
約 前 入した地理情報シス ム い 鳥 県版水土 情報シス ムを 入すること 地図
情報等の更新と操作性の向 を図る また併せ 鳥 県水土 情報活用推進協議会 入会し 前述シ
ス ム中の必要 地理情報を 出し 各種団体 の 管理 活用 きるよう情報の提供 能
環境整備を行う

一般社団法人笠木営農組合入会金
一般社団法人笠木営農組合 特定法人資格 所 きるよう会員とし 加入し 地域 集落の持
能 営農活動の他の地域の 的 組とし 支援を行う
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

役務費 火災保険料 施設分 268 千

委託料 日 ロイ 施設管理委託料 4,480 千

積立金 ロイ 団地基金積立金 利子分 9 千

○ 源

施設管理経費 入金 ロイ 団地火災保険料 250 千

ロイ 団地使用料 640 千

基金利子収入 ロイ 団地基金 9 千

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

担金補助及び交付金 農業経営基 強化資金分 名 件分 131 千

○ 源

農業経営基 強化資金利子補助金 補助率 対象事業費 千 65 千

65資金利子補給事業 131 92 39 0 0 66

経営改善計 を 成するため 定農業者 農業経営基 強化資金 ス パ Ｌ資金 を借 入 る
当た 経営を 迫する金利 担を軽減し 生産 大等 意欲的 組 農業者の経営を支える

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

3,858
規模零細地域対策

事業
4,757 1,002 3,755 0 0 899

農業振興施設の維持管理を実施する
特 施設管理委託料 よ 施設への進入路の修繕を図る

生産調整方針の作成及びその適 運用 関する助言 指 を農協 対し行う また生産目標数 の通
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

役務費 99 千

火災保険料 59 千

共済分担金 40 千

3,685 千

施設管理運営委託料 3,675 千

消火器点検料 回 10 千

3,000 千

○ 源

堆肥生産施設事業資金貸付金元利収入 3,000 千

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

2,820 千

ゆうきま ま 構想推進事業 堆肥助成 単

事業実施主体：鳥 西部農協

水稲 販売 菜 ンを除く , t× , 2,700 千

家庭菜園等  6 t× , 120 千

ゆうきま ま 構想
推進事業

2,820

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

0 0 2,820

産堆肥の利用 よる減農薬 減化学肥料 機多投型 の 及を図 心 全 菜 水稲
等の農産物の生産振興 資する

担金補助及び交付金

堆肥生産施設の管理運営を委託し 耕畜連携とし 畜産 来の堆肥を生産すること 機質多投農業
よる減農薬 減化学肥料 よる農業振興 資する

委託料

貸付金 運営資金

0 3,000
堆肥生産施設
管理運営事業

6,784 8,812 △ , 0 3,784

2,880 △ 6 0

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 消耗品 車両燃料代 331 千

役務費 電 料 郵券料 99 千

使用料 コ 機使用料 216 千

交付金 直接支払 186,728 千

本体交付金 集落協定 協定分 180,794 千

集落連携 機能維持加算金 協定分 1,946 千

規模高齢化集落支援加算金 協定分 298 千

超急傾斜農地保全管理加算金 ７協定分 3,690 千

○ 源

農地を る直接支払事業費交付金 140,691 千

本体交付金 補助率 国 県 140,045 千

推進交付金 国 定 646 千

日本型直接支払 度の一 の ニュ とし 位置づけ 第 期対策とし 四 目を迎える 農業生
産活動を通し 国土の保全 水源の涵養 良好 観形成等の多面的 機能の確保を図ることを目的

集落協定 を策定し 永 的 営農及び耕作 棄地の発生を防 する活動を行う の 対し交付金
を交付する

第 期対策ま 活動し いた 農業生産活動等 困難と 第 期対策と 廃 した旧協定 対し
再度協定 締結 きるよう 働き けを行い 対象農用地の増加 の追加 を目標とする

9 中山間地域等
直接支払推進事業

187,374

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

46,683187,942 △ 6 140,691 0 0
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

 

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 4,500 千

特産品商品化実証事業委託費 2,500 千

特産品等販売戦略 販路 進事業等委託費 2,000 千

担金補助及び交付金 1,000 千

 道の駅 ち 特産品販売施設活性化事業費補助金 1,000 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 2,000 千

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

担金補助及び交付金 補助率 県 6 11,138 千

事業費

対象地 地 22,276 千 11,138 千

○ 源

鳥 県集落営農体 強化支援事業費補助金 補助率 県 7,425 千

集落営農を目指す組 対し 機械設備等の整備を支援すること よ 集落営農活動の発展 地域
の水 農業の維持を図る 集落の対象面積の ％以 集積することを目標とした集落営農組 助
成を行う

ち ン 化
進事業

前 度 比 較
源 訳

集落営農支援事業 11,138 11,661 △ 

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

5,563 △ 65,500 0 2,000 0 3,500

7,425 0 0 3,713

特産品商品化実証事業 日 総合戦略事業
農林産物を中心 地域資源の価値を再発見し ン 化 よる 次産業の 進を図 うとする事業

者等 新商品の開発等を委託し 地域の名産化を推進する

特産品等販売戦略 販路 進事業等委託費
現 する特産品等の販売戦略や販路の 大等の 進を行うこと 地域資源の価値を再発見し 更
る ン 化を目指す事業者等 事業を委託し 一層の ン 化を図る

特産品販売施設活性化事業
道の駅 ち 直売所を 点 日 特産品の販売 行わ る中 来客者への R とよ 地

方 の発進力をよ 高めた販売 進を行い 生産～販売ま の活性化を図る

事 業 名 本 度
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

 

○ 事業説明

○ 執行経費

共済費 嘱託職員 名 319 千

賃 金 嘱託職員 名 2,085 千

需用費 貸し出し用草 機修繕料 100 千

担金補助及び交付金 30,570 千

経営所得 定対策推進事業費補助金 農業再生協議会 5,850 千

阿毘縁地 基 整備事業 工事費 担金 16,870 千

担 % 10,900 千

地元 担 % 5,450 千

印賀 白谷地 県営土地改良事業 調査費 担金 % 5,000 千

そ コン イン 入 る補助金 ,J 2,850 千

○ 源

経営所得 定対策推進事業費補助金 補助率 5,850 千

雑入 農業再生協議会 担金 定 2,085 千

過疎対策事業債 13,700 千

土地改良事業費分担金 地元 担金 5,450 千

雑入 電柱線路等支 移転補償地元 担相当 520 千

5,469

電柱線路等支 移転補償地元 担相当 千

経営所得 定対策
事業

33,074 15,179

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

13,700 8,05517,895 5,850

水稲生産面積目標の .6 近づけるよう需要 応 た米生産 よる主食用米作付面積の確保を
図るとと 米以外の作物 い 経営所得 定対策を活用すること よ 水 のフ 活用を推
進し 実施主体 ある農業再生協議会 助成を行う また そ い 作付面積 を 成
し 近 コン インの老朽化及び作付面積の増加等の理 よ J よる 作業 適時

行え い傾向 ある J よるそ の 作業効率の向 を図ることを目的 J 入するそ
コン イン い の経費を補助する

阿毘縁地 県営基 整備事業 ～ 度 る 担金等の支払いを行う また印賀 白谷地
度 予定さ いる県営土地改良事業の調査費 る 担金等の支払いを行う
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 3,245 千

イ シシ等捕獲奨励金 単県 害鳥獣 除許 期間中

イ シシ 猟期外 頭× , 3,000 千

シカ  頭× , 100 千

  頭× , 15 千

動物全般  頭× , 80 千

鳥類  羽× , 50 千

需用費 9,036 千

鳥獣被害防 対策事業 国庫事業 地

ｲﾔｰ 柵 加工 ,9 ｍ×6 . ｍ 国補助：定 9,036 千

委託料

害鳥獣 除委託料 2,815 千

イ シシ 頭× , 県補助： 2,400 千

ニ ン   頭× , 県補助： 250 千

捕獲出動分 , × 日× 人 県補助： 15 千

日 猟 会協力費 , × 人 150 千

担金補助及び交付金 3,804 千

日 郡鳥獣対策協議会 担金 563 千

煙火消費保 手帳講習会 担金 農林課職員分 17 千

イ シシ防 柵設置補助金 単県 1,495 千

事業費： , 千 × 県補助：

イ シシ被害防 柵緊急設置補助金 単 1,000 千

87 千

狩猟免許 得  事業費： 千 × 名×

狩猟者 録  事業費： 千 × 名×

猟銃所持許 補助金 単 事業費： 千 × 名× 111 千

７ くく 罠購入費補助金 単 事業費： 千 × 基× 400 千

煙火消費保 手帳 講料補助金 単県 16 千

事業費： . 千 × 名 県補助：

日 川水系漁協へのカワ 対策事業補助金 単 25 千

シカの 害捕獲 る経費補助金 90 千

○ 源

鳥獣被害防 総合対策事業補助金 国 定 9,125 千

害鳥獣対策事業費補助金 県 3,193 千

12,318 0 0 6,582

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

国補助：定

県補助： ,

県補助： ,

県補助： ,

6 鳥獣被害対策事業 18,900 19,626 △ 6

事業費： , 千 ×

新規狩猟者応援補助金 単

害鳥獣の捕獲 事する 除員の増員を行うことを目的とし 狩猟免許 得等 る各種手 き
費用の助成と 委託契約 よる 除を行う 合わせ 追い払いや侵入防 柵の設置助成を行う侵入を
防 対策と 除 よる個体数を減 す対策を共 行うこと 害鳥獣被害 の農家費用 担の軽
減を図る また 日 猟 会と連携を図る

日 郡 連携し 広域的 鳥獣被害対策を講 るための協議会 事務所の設置場所：鳥 県西
部総合事務所日 振興セン への活動を支援する

新規 害鳥獣の 除 事する 除員を 名増加することを目標とする
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 事業推進費 75 千

役務費 郵券料 75 千

使用料 コ 機 70 千

補助金 107,944 千

1,118.5 ha 33,529 千

936.4 ha 16,806 千

903.0 ha 39,615 千

420.4 ha 13,458 千

●広域化支援金

対象組 団体 142.7 ha 400 千

※ ま 千 ま 千

組見込面積 9,264a 4,136 千

○ 源

環境保全型農業直接支払等交付金 3,102 千

77,976 千

81,078 0

●資源向 支払 長 命化

活動組 6団体

※水 当た , 国 , 県 , ,

●新規見込

活動組 団体

※既存組 の未 組活動の推進を行う

活動組 団体

※水 当た , 国 県

事 業 名

多面的機能支払事業費補助金

●環境保全型農業直接支援対策

※水 当た , 国 県

●資源向 支払 共

良好 維持保全さ た農地 農業用水等の資源や農 環境を る維持活動と こ の質を高める
地域 の共 活動及び農業用施設の長 命化のため 補修 更新等 組 活動組 対し 交付
金を交付する

●農地維持支払

活動組 6団体

0多面的機能等支払事業 108,164 108,249 △ 

本 度 前 度 比 較
源 訳

27,086
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

共済費 中間管理事業推進員 名分社会保険料等 317 千

賃金 中間管理事業推進員 名分 2,085 千

需用費 コ 用 消耗品 公用車燃料費等 444 千

役務費 電 料 郵券料 79 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 車両 ス料 743 千

13,280 千

機構集積協力金

地域集積協力金 地域 3,580 千

経営転 協力金 戸 9,400 千

耕作者集積協力金 60ha 300 千

○ 源

農地中間管理機構業務 託事業収入 3,668 千

機構集積協力金交付事業費補助金 補助率 対象事業費 ,6 千 13,280 千

16,948 27,350 △ , 13,280 0 3,668 09 農地中間管理事業

農業経営の規模の 大や農用地の集団化 新規参入の 進等 よる農用地の利用の効率化及び高
度化の 進を図 農業の生産性の向 資することを目的とし 農地利用の集積 集約化を行う農地
中間管理機構の業務を 託する また 機構 対し農地を貸し付けた地域及び個人 機構集積協力金
を交付すること よ 機構を活用した担い手への農地集積 集約化を加 する

人 農地 ンと連動し 本事業の周知 め 新た 地域 の地域集積を目標とする

担金補助及び交付金

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳生産調整方針の作成及びその適 運用 関する助言 指 を農協 対し行う また生産目標数 の通
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 農業振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 117 千

菜 講習会報償費 千 ×6回開催 60 千

菜 及講習会報償費 9千 × 回開催 57 千

通旅費 27 千

菜 及講習会講師旅費 千 × 台× 回開催 27 千

7,000 千

印賀 ス団地測 設計業務 7,000 千

工事請 費 15,000 千

印賀 ス団地造成工事 15,000 千

31,467 千

る地域 ン事業

い果菜の づく ン 9,467 千

 ンの生産振興

菜等振興事業 補助率 15,000 千

選果場利用 進事業 補助率 7,000 千

○ 源

5,116 千

過疎地域自立 進特別事業債 22,000 千

過疎対策事業債 22,000 千

5,116 44,000 0 4,49541,767 11,844

る地域 ン事業費補助金

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

委託料

担金補助及び交付金

い 菜の づく
事業

53,611

成 6 度 策定した ンの生産振興計 い果菜の づく ン を引き き実施
し ス ス 管理機等の施設 機械等の整備 販売 進活動への支援等を各関 機関と連携し
行う その他 種苗費助成 講習会の実施 総合的 菜の生産振興を行い の農家
戸数 面積の減少を食い め 菜を食 たい人 菜を作 たい人 集まる い 菜の を
目指す

また 婦の就農地とし 印賀地 の ス団地の 大造成 着手する予定 あ た
農業研修生の基礎研修 実作研修の実習圃場とし 整備を行い 研修体系の確立 充実を目指す

－80－



成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

目 畜産業費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 西部地 共進会 県共進会出品 100 千

使用料及び賃借料 畜産セン 用地賃借料 1,154 千

4,719 千

鳥 和牛振興総合対策事業 担い手の増頭 る緊急支援 3,700 千

補助率 ：県 6

1,000 千

鳥 県畜産推進機構 担金 19 千

積立金 畜産セン 基金利息 36 千

操出金 繁殖素牛 入事業基金利息 1 千

○ 源

1,000 千

畜産振興対策事業補助金 補助率：県 2,466 千

過疎地域自立 進特別事業債 1,000 千

36 千

1 千

1,5071,700 2,466 1,000

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

和牛生産農家 酪農経営者の意欲高 を図るため 西部地 及び県共進会への出品の支援を行うと
と 資源 環型農業の確立を図るため 耕畜連携 る 組 を推進する
和牛増頭対策事業
県 所 する優良種牛 ある 白鳳 の 合白清 の血統を 入し 飼養頭数の増頭を計 す

る農家 対し 入費用の一部を助成する

担金補助及び交付金

雌牛 入奨励事業 千 限× 頭

畜産セン 使用料

畜産セン 基金利子

1,0376 畜産振興対策事業 6,010 4,310

繁殖素牛 入事業基金利子
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6 款 農林水産業費

項 農 業 費  農 林 課 

6 目 山 振興費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

70 千

46 千

24 千

1,430 千

役務費 福塚農 広場汲 料 10 千

イ イ荘消火器 替 20 千

日 邑特 建築物定期調査 78 千

1,322 千

15,220 千

施設管理委託料

6,500 千

8,000 千

桜ヶ瀬会館施設管理委託料 204 千

80 千

136 千

委託料

日 邑修繕工事設計 理委託料 300 千

工事請 費 3,947 千

日 邑修繕工事 2,910 千

イ イ荘管理人室 コン 台 324 千

イ イ荘 宿泊室 コン 台 713 千

60 千

鳥 県 会山 振興部会 担金等 60 千

○ 源

202 千

過疎対策事業債 4,200 千

るさと日 邑 ゆき こ とい た山 振興施設の管理運営を指定管理者 委託 その 効利用を
図る また その他の山 振興施設 い 各管理者 管理運営を委託し 既存施設の 効利用を
図る

建物共済保険料

委託料

日 邑施設管理委託料

ゆき こ 施設管理委託料

需用費

電気料金

6 山 振興一般対策
事務

20,727

事 業 名 本 度 前 度

16,325△ , 0 4,200 202

産地形成 進施設使用料

浄化槽管理委託料 施設

担補助金

比 較
源 訳

28,809

水道料金

役務費

消防施設管理委託料 施設
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6 款 農林水産業費 

目 林業総務費 

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

一般管理 50 千

需用費 林業関 書籍 50 千

山の日 念イベン 115 千

需用費 50 千

原 料費 苗木代 65 千

林地台帳整備事業 9,397 千

森林台帳整備業務委託料 9,202 千

鳥 県森林シス ムク 利用料 195 千

林業後 者育成 3,346 千

担金補助及び交付金

社会保険料掛金助成事業 補助率 [県 ] 1,746 千

事業主体：㈱ ﾞ ｰ ･ ｲ 戸 農林 竹林業

林業後 者育成対策事業 給与助成 1,600 千

事業主体：㈱ ﾞ ｰ ･ ｲ

林業労働者福祉向 推進事業 505 千

担金補助及び交付金 505 千

事業実施主体： 鳥 県林業担い手育成 団

日 原木価格 定対策事業 34,000 千

担金補助及び交付金 34,000 千

事業実施主体： 株 ロ

日 F 等林業振興事業 800 千

担金補助及び交付金 800 千

事業実施主体：日 森林組合

諸会費 担金 195 千

担金補助及び交付金

鳥 県治山林道協会会費 87 千

鳥 県緑化推進委員会会費 35 千

林業 木 製造業労働災害防 協議会会費 3 千

全国森林環境税創設 進連盟会費 20 千

と森と水ネッ ワ ク会議 担金 50 千

○ 源

林業担い手育成対策事業費県補助金 補助率 県 873 千

過疎地域自立 進特別事業債 34,000 千

※原木 入 価格 ㎥当た 限 , とし , 千 ま

 農 林 課 

単位：千

林地台帳を整備し 山林の適 管理体 を構築し 効率的 施業計 する また 原木価格 定対
策事業 よ 的 流通シス ムの構築を図る
林業経営後 者 用者 給与助成 社会保険助成を行い労務後 者育成確保を行う
林業労働者共済 金掛け金の助成を行い林業就労者の生活の 定と福祉の向 を図る

比 較

項 林 業 費

事 業 名 本 度 前 度

34,000873

源 訳

13,53506 林業一般管理事務 48,408 43,941 4,467
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6 款 農林水産業費 

目 林業振興費 

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

一般事務 4,259 千

人件費 給料 職員手当等 共済費 4,259 千

施設管理 環境林事務所 52 千

需用費 環境林事務所電気料 30 千

役務費 環境林事務所火災保険料 2 千

委託費 環境林浄化槽管理料 20 千

車両管理費 380 千

需用費 燃料費 156 千

需用費 消耗品 修繕費 車検費用 169 千

役務費 保険料等 48 千

公課費 管理車両 7 千

林事業 95,794 千

報酬費 経営審議会報酬 63 千

賃 金 直営賃金 手当 等 2,233 千

需用費 ソ ン 機 刃 補植用麻縄 108 千

燃料費 払機等 7 千

役務費 請 事業費 89,661 千

役務費 直営作業労災保険料 82 千

使用料及び賃借料 作業道使用料 100 千

原 料費 補植用苗木代 360 千

担金 分収造林地主配当金等 3,180 千

事業の 訳 皆 新植 7.00ha 請

地拵 植 5.81ha 請

57.35ha 請

搬出間 48.06ha 請

作業道修理 路線 請

補植 10.00ha 直営

483 千

旅費 カ ン フセッ ケッ 参加旅費：東京 441 千

役務費 J ク ッ 販売手数料 42 千

○ 源

国県支出金

森林環境保全整備事業補助金 補助率 ～ [国 県 ～ ] 39,032 千

間 持出支援事業 県単 ＠ , ㎥ 12,420 千

その他

素 販売収入 林皆 間 収入 49,516 千

林の保育施業の適 実施 よ 木 の利用 進と環境保全への寄与を図る
環境林 の洗掘 破損した林道を修繕し 林の管理業務 資する
F 証 度及びJ ク ッ の活用 進を図るため 企業と連携しその活用策を検討する

森林資源活用関連費用

49,5160造林事業 100,968 92,024 8,944 051,452

 農 林 課 

単位：千

項 林 業 費

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費 

目 林業振興費 

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

一般事務  8,470 千

職員給与等 8,460 千

郵券料 10 千

鳥 県植樹祭会場 等管理費用 50 千

役務費 50 千

枯 被害対策等委託料 1,170 千

委託料 被害調査委託料及び防除委託料 1,170 千

高性能林業機械 ン 経費 1,415 千

使用料及び賃借料 フ ワ t ヶ 1,415 千

産 利用 進事業 448 千

担金補助及び交付金 448 千

※ , ㎥を助成 F 証 を利用した場合 , ㎥を加算

日 民 林新植経費補助金 1,330 千

担金補助及び交付金 1,330 千

美しい森づく 基 整備交付金 9,337 千

担金補助及び交付金 9,337 千

事業主体：日 森林組合

※間 等 6 補助 国 県 . ～

竹林整備事業補助金 1,738 千

担金補助及び交付金 . 1,738 千

森林山 多面的機能発揮対策交付金 170 千

担金補助及び交付金 170 千

緑と水の活性化基金積立金 6 千

積立金 6 千

○ 源

国県支出金

美しい森づく 基 整備交付金 国 6,669 千

美しい森づく 基 整備推進補助金 県 2,667 千

竹林整備事業補助金 1,737 千

鳥 県松食い虫等防除事業費補助金 枯 1,170 千

その他

緑と水の活性化基金繰入金 1,881 千

緑と水の活性化基金繰入金 利子分 6 千

カ ン フセッ ク ッ 売払収入 864 千

 農 林 課 

単位：千

鳥 県植樹祭会場の 等を実施し 誰 散策 きるよう 歩道 整備する
産 を利用した新築 改築等 い 補助を行い 木 利用の 進をする

再造林 よる国 県の造林事業補助金を けた場合の自己 担分を補填し 民間林の高齢林の更新
を推進する
地域住民 実施する 山の保全 森林資源の利活用 森林教育 る 組 を支援する

35,164 △ , 12,243 2,7510森林保全総合対策事業 24,134 9,140

事 業 名 本 度

項 林 業 費

前 度 比 較
源 訳

－85－



成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費 

目 林業振興費 

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

森林整備地域活動支援交付金 200 千

担金補助及び交付金 200 千

事業主体：鳥 県造林公社

○ 源

森林整備地域活動支援事業費補助金 補助率 国： 県経 200 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

地域林 イ の配置 5,380 千

共済費 イ 社会保険料 712 千

賃金 4,668 千

林業成長産業化地域創出モ 事業 135,201 千

委託料 在 地主等山林集約化 1,000 千

備品購入費 ﾊｰ ﾞ ﾀ ｰﾀ 7,326 千

担金補助及び交付金

Ｌ Ｌ 燃処理技術 入補助金 3,000 千

フ イ 開発実証事業補助金 2,000 千

高性能林業機械 入 ７台 121,875 千

○ 源

林業成長産業モ 事業交付金 94,375 千

過疎対策事業債 40,800 千

前 度 比 較

0 0

94,375 40,800

 農 林 課 

単位：千

森林施業を行うため必要と る森林の状況を調査し 間 施業の集約化の推進を行い 森林の健全
管理育成 行わ ることを目的とし 交付金を交付する

※補助率 い 国 県 の事業 ある 積算基礎の国補助
分以 と るため国補助の と る

事 業 名 本 度 前 度 比 較

0 5,406
日 林業成長産業化
モ 事業

140,581 0 140,581

本 度

源 訳

林業成長産業化地域創出モ 事業の地域構想 基づき 林業の再構築を行うこと 林業の成長産
業化を目指す
地域林 イ 度を活用し 林 庁の林業成長産業化地域創出モ 事業の推進を図る

事 業 名

200 306 △ 6

項 林 業 費

0
森林整備地域活動
支援事業

200

源 訳
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成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費  

目 林 道 費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

○執行経費

一般林道管理 50 千

需用費 燃料費 刃等 50 千

基幹林道維持管理

役務費 2,791 千

基幹林道等の路側 払い 2,491 千

船通山線 窓山線 大林線 熊谷線 , m

基幹林道等の春季倒木撤去処理 300 千

管理車両経費 792 千

需用費 車両消耗品等 80 千

車両燃料 100 千

車両車検 特定自主検査等 442 千

役務費 車検費用 自賠 車両損害保険等 119 千

公課費 車検費用 51 千

6 款 農林水産業費 

目 林業構造改善費 

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○事業説明

林業総合セン 出立山キ ン 場等の管理をし 森林体験の場とし 活用する

○執行経費

施設維持管理費 415 千

需用費 消耗品等 20 千

出立キ ン 場電気料 30 千

役務費 林業 ﾀｰ 出立 ﾌ 場 ロ の施設火災保険料 257 千

委託料 林業 ﾀｰ消防施設管理 出立 ﾌ 場浄化槽管理 108 千

○ 源

木 団地加工施設 担金 火災保険料 99 千

99 316
林業構造改善施設
管理運営事務

415 407 8 0 0

9 林道維持管理事業

項 林 業 費  農 林 課 

 農 林 課 

単位：千

基幹林道等の路線維持管理をし 林業生産基 整備 よるコス 削減を図る

△ 0

単位：千

3,633

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

項 林 業 費

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

0 3,63304,360
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建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

920 920 0 0 0 0 920

○ 事業説明
事業の目的 目標

水道未 及地 の生活環境改善のため 水源の確保及び水質検査を推進する
全 水を確保するため 対象者への事業周知 める

事業の概要
施設整備及び水質検査費用の助成

○ 執行経費
施設整備事業 補助対象経費 900 千
水質検査 補助対象経費 20 千

建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

16,708 19,233 △ , 0 0 0 16,708

○ 事業説明
事業の目的 目標

特定地域生活排水事業の公債費償還のため特別会計 繰出する
償還計 基づき繰出を行う
浄化槽設置整備事業の建設費補填のため 特別会計 繰出する

事業の概要
特定生活排水事業公債費償還

○ 執行経費
繰出金 特定生活排水事業公債費償還 元金 利子 16,665 千

特定生活排水事業建設費 43 千

成 度一般会計当初予算説明資料

 款 衛 生 費
 項 保健衛生費

 目 環境衛生費

源 訳
比 較事 業 名 前 度

9
井戸水等 定確保推進事業

担金補助及び交付金

 款 衛 生 費
 項 清 掃 費

 目 し 処理費

源 訳

6
合併処理浄化槽設置整備事業

比 較事 業 名 前 度

本 度

本 度



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

49,978 59,987 △ , 9 0 0 0 49,978

○ 事業説明
事業の目的 目標

簡易水道事業の公債費償還 施設管理 要する費用の補填のため特別会計 繰出する
償還計 及び特会繰出基準 基づき繰出を行う
簡易水道統合整備事業の建設費補填のため特別会計 繰出する
簡易水道統合整備を推進するため繰出を行う

事業の概要

簡易水道事業公債費償還
簡易水道事業業務費補填
簡易水道事業建設費補填

○ 執行経費
繰出金 簡易水道事業特別会計

公債費償還 元金 利子 38,488 千
業務費 11,418 千
建設費 72 千

6 款 農林水産業費
項 農 業 費 建 設 課

目 農 地 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

7,653 2,216 5,437 6,700 0 0 953

○ 事業説明
県営阿毘縁地 土地改良事業の 地計 関 業務を 託し 農業基 整備を図る

益面積 . 第 工 ：砥波側 9.6 第 工 ：大菅側 .

○ 執行経費
嘱託職員賃金 賃金 共済費 516 千
報償費 委員会報酬 175 千
需用費 事務消耗品 燃料代 90 千
役務費 電 料 郵券料 48 千
委託料 地関 業務委託料 6,700 千
使用料及び賃借料 コ 機使用料 30 千

担金 県土連 担金 94 千
○ 源

県委託金 県営土地改良事業委託金 6,700 千

成 度一般会計当初予算説明資料

 款 衛 生 費
 項 水道費

 目 簡易水道費

源 訳

簡易水道事業

源 訳

農用地総合整備事業

比 較

比 較

事 業 名

事 業 名

前 度

前 度

本 度

本 度

9



6 款 農林水産業費
項 農 業 費 建 設 課

目 農 地 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

15,870 5,964 9,906 5,000 0 0 10,870

○ 事業説明

成 農道橋点検 着手する H 橋：亀山大橋
○ 執行経費

需用費 ンネ 橋梁照明電気料等 280 千
委託料 広域農道 作業委託料 500 千

農道橋点検委託業務 亀山大橋 3,500 千
工事請 費 広域農道等維持工事 工 分 5,000 千

担金補助及び交付金
JR委託業務 亀山大橋点検 6,500 千
諸会費 農道台帳賦課金 90 千

○ 源
国支出金 農山漁 地域整備交付金

対象事業費 , 千 × ％ 農道橋点検 5,000 千

6 款 農林水産業費
項  農 業 費 建 設 課

目  農 地 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

149,294 170,137 △ , 108,510 0 0 40,784

○ 事業説明

◆ 成 度閲覧予定 新 戸 6. 9k㎡
◆ 成 度 進捗見込 進捗率 . ％ H 9 度 . 9％ 調査済面積 . k㎡

○ 執行経費
144,680 千

   河 ロック 地 調査面積 . km

調査事務費 4,259 千

臨時職員賃金等 1,982 千

報償費 推進委員謝金 819 千

需用費 444 千

役務費 340 千

使用料及び賃借料 298 千

コ 使用料 公用車 台 機械借

委託料

地籍管理シス ム保 委託料等 376 千

355 千

○ 源

108,510 千

成 度一般会計当初予算説明資料

本 度

本 度

国土調査事業費補助金 補助率 ［国 県 ］ 対象事業費 ,6 千

源 訳

農道等維持管理事業

管理する農道等の維持管理を実施し 心･ 全 通行の確保を図る

源 訳

地籍調査の 要性を周知し 地籍の明確化を図るとと 成果 地籍簿 地籍図等 の利活用と
事業の推進を図る

事 業 名

国土調査事業

調査 測 業務委託料

鳥 県国土調査推進協議会会費

比 較

比 較

事 業 名 前 度

前 度

9



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

63,134 62,601 533 0 0 0 63,134

○ 事業説明
事業の目的 目標

農業集落排水事業の公債費償還のため特別会計 繰出する
償還計 基づき繰出を行う

事業の概要
農業集落排水事業公債費償還

○ 執行経費
繰出金 農業集落排水事業公債費償還 元金 利子 63,134 千

建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

11,600 18,900 △ , 7,056 0 0 4,544

○ 事業説明
鳥 県し る農林基 交付金 よ 土地改良施設を修繕し 農業基 の整備を図る
 地域施工方式を主体とし 経費の削減と要望 容 沿 た工事の早期完成を図る

○ 執行経費
 原 料費 地域施工分 千 × 箇所× %補助 600 千
 担金補助及び交付金 地域施工分 , 千 × %補助 11,000 千

○ 源
 県補助金  し る農林基 交付金 7,056 千

原 料費分 対象事業費6 千 × ％ 千
地域施工分 対象事業費 , 千 × ～ ％ 6, 6千

源 訳

農業集落排水事業

6 款 農林水産業費
 項 農 業 費

 目 農 地 費

源 訳

6
単県土地改良事業

比 較

比 較事 業 名

前 度

前 度

本 度

本 度

成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費
 項 農 業 費

 目 農 地 費

事 業 名

9



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

4,000 4,000 0 1,600 0 400 2,000

○ 事業説明
崩壊した宅地裏の斜面 い 単県補助事業 よ 旧 対策を行う
H 度 地 福 飛時原地

○ 執行経費
 委託料 測 設計費 飛時原地 4,000 千

○ 源
 分担金 地元 担金 400 千
 県補助金  単県 規模急傾斜地崩壊対策事業補助金 1,600 千

対象事業費 , 千 × ％ ,6 千

6 款 農林水産業費
項 林 業 費 建 設 課

目 林 道 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

94,000 109,320 △ , 54,116 39,500 0 384

○ 事業説明

県営林道窓山線の整備 る 担金

○ 執行経費
工事請 費 林道 方線 83,000 千
公 産購入費 県営林道窓山線用地費 500 千

担金補助及び交付金 県営林道窓山線 担金 10,500 千

○ 源
道整備推進交付金 国庫補助 ％ 県費補助 ％ 53,950 千
単県林道用地 得事業補助金 166 千

39,500 千

林道新設改良事業

過疎対策事業債

比 較

比 較事 業 名

事 業 名 前 度

成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費
 項 林 業 費

本 度

本 度

林道 方線を整備し 県営林道窓山線との接 を行うこと 森林整備の 進と新木 団地への
クセス改善を図る

前 度

 目 林 道 費

源 訳

治山事業

源 訳

9



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

6,000 0 6,000 3,000 0 0 3,000

○ 事業説明

○ 執行経費
 工事請 費 林道 熊井谷線舗装修繕工事 6,000 千

○ 源
 県補助金  し る農林基 交付金 対象事業費 6, 千 × ％ 3,000 千

款 土 木 費
項 土木管理費 建 設 課

目 土木総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

27,919 23,634 4,285 0 0 21 27,898

○ 事業説明

○ 執行経費
職員給与費 名分 27,305 千
需用費 積算関 書籍購入費 150 千
使用料及び賃借料 ス茶 駐車場借地料 13 千

担金補助及び交付金 各道路整備期成会 担金 430 千
積立金 土木建設機械整備基金利子積立金 21 千

○ 源
土木建設機械整備基金利子収入 21 千

款 土 木 費
項 道路橋梁費 建 設 課

目 道路橋梁総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

3,200 4,200 △ , 0 0 0 3,200

○ 事業説明
線等の交通 全施設を整備し 交通事故防 を図る

○ 執行経費
工事請 費 交通 全施設設置工事 3,200 千

源 訳

道路橋梁事業

比 較事 業 名 前 度

本 度

本 度

本 度

土木一般管理事務及び の基幹道路 ある国 県道の整備を図 交通利便性の向 と
住民生活の 心 全確保 める

事 業 名

事 業 名

林道 熊井谷線 い 路面の変状 多く見 け るため 舗装修繕を行い
施業の効率化 資する

前 度

前 度

成 度一般会計当初予算説明資料

6 款 農林水産業費
 項 林 業 費

 目 林 道 費

源 訳

6
林道維持管理事業 建設課

源 訳

6
土木一般管理事務

比 較

比 較

9



款 土 木 費
項 道路橋梁費 建 設 課

目 道路維持費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

275,308 314,225 △ ,9 153,283 30,300 1,500 90,225

○ 事業説明

○ 執行経費
道路維持修繕 116,433 千

嘱託職員 県道維持 除雪 人件費 4,912 千
電気料金 福栄大橋 生山福長線 国山 ンネ 道路照明 801 千
役務費 国山 ンネ 非常設備電 代 80 千
委託料 道除草委託 540 千

道 作業委託 500 千
委託料 建設改良 宮 飛時原線法面修繕用地測 交付金 1,500 千
工事請 費 県道維持工事 26,400 千

道維持工事 20,000 千
舗装修繕工事 川端線 大谷線 交付金 30,000 千
宮 飛時原線法面修繕工事 交付金 25,000 千
深谷橋修繕工事 5,000 千

原 料費 道路補修資 代 500 千
公 産購入費 土地購入費 法面修繕工事 100 千

担金補助及び交付金 国山 ンネ 維持管理 担金 800 千
補償費 用地補償費 法面修繕工事 300 千

除 雪 158,875 千
消耗品 6,500 千
印 製本費 30 千
燃料費 4,100 千
機械修繕料等 14,000 千
道路修繕費等 1,000 千
役務費 車検代行料 保険料等 2,045 千
除雪委託料 県道除雪委託料 80,000 千

道除雪委託料 40,000 千
備品購入費 除雪機械 ｔ 購入 10,000 千
補助金 除雪機械運転手の育成支援事業 1,000 千
補償費 200 千

○ 源

修繕工事等 対象事業費 6,9 千 ×66％ 37,554 千
除雪機械購入 対象事業費 , 千 × 6,666 千

除雪機械運転手の育成支援事業 千 ×6人× 500 千
県道除雪委託金 80,000 千
県道維持委託金 28,563 千
除雪機械売 費 100 千

1,200 千
200 千

過疎対策事業債 30,300 千
道修繕工事 法面修繕 舗装修繕 除雪機械購入

成 度一般会計当初予算説明資料

源 訳

道路維持管理事業

社会資本整備総合交付金 防災 全

広瀬土木事務所除雪委託金
部 除雪委託金

比 較事 業 名

道の維持 修繕 管理及び委託を ける一部の県道の維持 修繕を行う
点検業務 よ 修繕必要箇所の 出を行い 修繕工事を実施する
県道 道 生活道の交通確保のため 除雪を行う

前 度本 度

9



款 土 木 費
項 道路橋梁費 建 設 課

目 道路新設改良費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

115,815 95,198 20,617 55,620 41,200 0 18,995

○ 事業説明
道の 心 全 通行を確保するため 幅改良を交付金事業 よ 実施する
社会資本整備総合交付金事業 道霞福塚線 工 生山印賀線 谷工
道整備推進交付金事業 道 方線

○ 執行経費 115,815 千
職員給与費 名分 17,925 千
需用費 720 千
役務費 180 千
委託料 生山印賀線用地測 2,500 千
使用料及び賃借料 コ 機 シス ム使用料 1,990 千
工事請 費 霞福塚線 生山印賀線 方線 77,800 千
公 産購入費 1,000 千
補填及び補償費 方線 霞福塚線 生山印賀線 13,700 千

○ 源
37,620 千
18,000 千

過疎対策事業債 41,200 千

款 土 木 費
項 道路橋梁費 建 設 課

目 橋梁維持費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

46,588 43,186 3,402 26,400 7,200 0 12,988

○ 事業説明
長 命化修繕計 よ 策定した 道橋の修繕を 次的 実施し 心 全 通行を確保する

管理する橋梁の健全度を把握し第 者被害を防 ため定期点検を行う

○ 執行経費 46,588 千
職員給与費 名分 6,288 千
需用費 60 千
役務費 120 千
委託料 調査設計費 橋 の原橋 4,000 千

橋梁定期点検委託業務 21,000 千
使用料及び賃借料 120 千
工事請 費 橋梁修繕工事 橋 床 橋 日 橋 15,000 千

○ 源
26,400 千

過疎対策事業債 7,200 千

成 度一般会計当初予算説明資料

源 訳

9
道路新設改良事業

  社会資本整備総合交付金 補助率 66% 対象事業費 , 千
  道整備推進交付金 補助率 % 対象事業費 6, 千

源 訳

橋梁維持管理事業

  社会資本整備総合交付金 補助率 66% 対象事業費 , 千

比 較

比 較

前 度

前 度

本 度

本 度

事 業 名

事 業 名

9



款 土 木 費
項 河 川 費 建 設 課

目 河川総務費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

6,022 1,522 4,500 4,400 0 0 1,622

○ 事業説明
河川堆積土砂を撤去し 水 よる災害防 と河川施設の維持管理を行う

○ 執行経費
委託料 22 千
工事請 費 河床掘削工事 1,500 千
緑 川護岸修繕工事 4,500 千

◯ 源
電源立地地域交付金 4,400 千

建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

486 401 85 486 0 0 0

○ 事業説明
事業の目的 目標

入居者の生活 定のため 所得者向けの県営賃貸住宅の管理を代行する
心 生活環境を維持するため 事務手 設備修繕を実施する

戸数

事業の概要

料金収納事務
住宅の維持管理 入 居等の事務手

○ 執行経費
需用費 消耗品 電気料 水道料 193 千

185 千
役務費 48 千

60 千

○ 源
県営住宅管理委託費 486 千

成 度一般会計当初予算説明資料

源 訳

河川総務一般管理事務

款 土 木 費
項 住 宅 費

目 住宅管理費

源 訳

比 較前 度

県営住宅維持管理事務

伯 第一団地 戸
伯 第 団地  戸

建物設備修繕費
郵券 電 料

使用料及び賃借料 コ 機使用料

比 較前 度

本 度

本 度事 業 名

事 業 名

96



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

9,624 5,015 4,609 0 0 9,624 0

○ 事業説明
事業の目的 目標

生活 定及び福祉増進のため 住宅困窮者 対し条件 適した住宅環境を提供する
心 生活環境を維持するため 事務手 設備修繕を実施する

戸数

その他住宅 モ 住宅杉の家他 戸

事業の概要

料金収納事務 住宅の維持管理 入 居等の事務手
公営住宅の診断及び修繕計 策定

○ 執行経費
需用費 消耗品 136 千

火災報知機更新 746 千
電気料 燃料費 水道料 1,213 千
建物設備修繕費 1,595 千

役務費 貯水槽定期検査及び清掃 水質検査 60 千
郵券 電 料 40 千
空き家住宅周辺整備 631 千
建物損害共済 343 千

委託料 消防点検 消火器 替え 35 千
公営住宅診断 修繕計 策定業務 2,862 千

備品購入費 住宅設備 100 千
県住宅供給公社 担金 の 分 1,863 千

○ 源
営住宅使用料等 9,624 千

建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

478 478 0 0 0 423 55

○ 事業説明
事業の目的 目標

心 生活環境を維持するため 事務手 設備修繕を実施する

戸数 定住 進施設宿泊研修所いわ し 6戸

事業の概要

料金収納事務 住宅の維持管理 入 居等の事務手

○ 執行経費
需用費 消耗品 電気料 水道料 修繕料 395 千
役務費 郵券 電 料他 83 千

○ 源
定住 進施設使用料 423 千

成 度一般会計当初予算説明資料

款 土 木 費
項 住 宅 費

目 住宅管理費

源 訳

住宅管理事務

営住宅 植松山団地 き しま団地 こ し団地 多 団地 多 第 団地 戸
特定公共賃貸住宅 カンフ 日 団地 原団地 原団地 原団地 の 戸

比 較事 業 名 前 度

目 住宅管理費

源 訳

定住 進施設維持管理事務

比 較前 度

移住定住を 進するため 一定期間滞在 能 施設環境を提供する

本 度

本 度

款 土 木 費
項 住 宅 費

事 業 名

担金補助及び交付金

9



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,074 2,051 23 0 0 1,110 964

○ 事業説明
事業の目的 目標

心 生活環境を維持するため 事務手 設備修繕を実施する

戸数 試し住宅 6戸 高齢者ショ ス イ住宅 6戸

事業の概要

料金収納事務 住宅の維持管理 入 居等の事務手

○ 執行経費
需用費 消耗品 100 千

電気料 水道料 燃料費 1,358 千
修繕料 100 千

役務費 電 料他 98 千
建物損害共済 12 千

ｰﾌﾞ ﾞ ｲ ﾀｰﾈ 使用料 406 千

○ 源
短期滞在型専用住宅使用料 1,110 千

款 災害 旧費
項 農林水産施設災害 旧費 建 設 課

目 耕地災害 旧費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

4,300 4,300 0 0 0 0 4,300

○ 事業説明
豪雨等 よ 被災した農地及び農業用施設の災害 旧を行う

○ 執行経費
委託料 測 設計費 4,300 千

款 災害 旧費
項 公共土木施設災害 旧費 建 設 課

目 公共土木施設災害 旧費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

5,000 5,000 0 0 0 0 5,000

○ 事業説明

○ 執行経費
委託料 測 設計費 5,000 千

源 訳

本 度

本 度

比 較

比 較

成 度一般会計当初予算説明資料

款 土 木 費
項 住 宅 費

目 住宅管理費

6
公共土木施設災害 旧事業

豪雨等 よ 被災した日 管理する公共土木施設の災害 旧を行う

源 訳

短期滞在型専用住宅管理事務

事 業 名

事 業 名

事 業 名

比 較本 度

前 度

前 度

前 度

耕地災害 旧事業

源 訳

移住定住の 進と高齢者福祉の増進のため 短期間滞在 きる住宅環境を提供する

使用料及び賃借料

9



 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 教 育 委 員 会 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

委員会開催 間 回程度

計 訪問 中学校 各 回

○ 執行経費

委員報酬 1,728 千

報償費 10 千

需用費 19 千

担金補助及び交付金 145 千

 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 事 務 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

63,517 62,038 1,479 0 0 0 63,517

○ 事業説明

学校教育と社会教育の連携を図 教育環境 体 の充実と振興を図る

○ 執行経費

特別職給 名 6,840 千

職員給与 6名 23,122 千

職員手当 共済費 23,144 千

職員 教育長研修会旅費等 536 千

需用費 35 千

役務費 320 千

使用料及び賃借料 360 千

担金補助及び交付金

西部就学指 推進協議会 担金等 71 千

職手当組合 担金 9,089 千

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

教育委員会事務 一般
管理事務

日 の学校教育及び社会教育の向 と充実を図るため 毎 回の定例委員会と 時の委員会及び
協議会を開催し 審議 研究 協議を行う
また 各種研修会 関わ 委員会の資質向 と活性化を図る

0 0 1,902
6 教育委員会一般管理事

務
1,902

源 訳

1,961 △ 9 0

成 度一般会計当初予算説明資料

事 業 名 本 度 前 度 比 較

－99－



成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 事 務 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

414 414 0 0 0 306 108

○ 事業説明

○ 執行経費
需用費 修繕料 100 千

水道 水道料金 304 千
役務費 火災保険料 10 千

○ 源
住宅使用料 306 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

4,567 5,537 △ 9 0 0 0 4,567

○ 事業説明

○ 執行経費

賃金等 外国語指 助手賃金等 4,358 千

旅費 研修 国旅費 49 千

需用費 教 等 60 千

役務費 外国語指 助手傷害保険 担金 28 千

担金補助 自治体国 化協会会費等 72 千

及び交付金

外国語指 助手配置事
業

児童生 の国 理解教育の充実及び生きた外国語教育実践のため 外国語指 助手を配置する

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

9 教員住宅管理運営事務

外在住教職員の通勤時間の短縮と冬期間の雪道運転への を解消するため また通勤時間の短
縮 よる教育効果の 大を図るため 戸の教員住宅の維持管理し 修繕を行う

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

－100－



成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 事 務 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

12,061 12,526 △ 6 7,093 4,900 0 68

○ 事業説明

学校 家庭 地域 連携し 子 たちの 生き抜く力 の育成をめ した教育の推進を図る

各種学力調査の実施 Ｔ支援 長期 業中の補充学習等 よる学力向 の推進

家庭教育推進員 学校支援コ ネ の配置 よる 学校 家庭 地域連携の充実

スク ソ シ ワ カ の配置 よる 課 を抱える児童生 への一 した支援の充実

○ 執行経費

賃金等 家庭教育推進員 スク ソ シ ワ カ 7,538 千

報償費 学校支援コ ネ サ スク 支援者等 2,747 千

旅費 サ スク 支援者 スク ソ シ ワ カ 等 925 千

需用費 標準学力調査 Hyper 等 768 千

役務費 ン 保険等 83 千

○ 源

スク ソ シ ワ カ 活用事業補助金 3,153 千

学校 家庭 地域連携協力推進事業補助金 3,940 千

過疎地域自立 進特別事業債 4,900 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

689 713 △ 0 0 0 689

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 講師謝金 194 千

旅費 ン 旅費 24 千

需用費 教 289 千

担金補助 統一模試 182 千

及び交付金

事 業 名 本 度 前 度 比 較

生き抜く力育成事業

源 訳

比 較
源 訳

事 業 名 本 度 前 度

ち サ 事業

土曜日等を活用し 家庭 地域と連携した学力向 の基 づく や中学校 の統一模試 検定を行うこと
よ 児童生 の発 段 応 た学習の場を提供するとと 保護者の学校教育への関心を高め

る 中合 の学校行事等を実施する
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 事 務 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

7,771 8,632 △ 6 0 1,700 1,005 5,066

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 講師謝金等 454 千

旅費 教職員研修旅費等 968 千

需用費 学校行事消耗品等 225 千

役務費 京都大学留学生交流 12 千

委託料 文化芸術教室 530 千

使用料及び賃借料 ス等借 393 千

担金補助及び交付金 外派遣等 英検検定料 シ 交流 5,184 千

積立金 利子積立 5 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 1,700 千

国 交流基金繰入金 1,000 千

国 交流基金利子収入 5 千

 款 教 育 費

 項 教 育 総 務 費 教 育 課

 目 育 英 事 業 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

17,332 12,867 4,465 0 6,600 10,702 30

○ 事業説明

日 人 育成奨学金 日 の人 の充実及び確保を図るため 奨学金を貸与する

高等学校等教科書助成 高等学校等の教科書等を助成する

高校生通学費等助成 日 在住の高校生 通学費等の助成を行う

○ 執行経費

担金補助 高等学校等教科書助成 高校生 名× 千 6,630 千

及び交付金 高校生通学費等助成 高校生 名× 千

貸付金 成 度奨学金貸付予定数 千 × 人 6,800 千

積立金 成 度奨学金償還予定 3,902 千

○ 源

わ の定住 進基金繰入金 6,800 千

人 育成奨学金貸付元利収入 3,902 千

過疎地域自立 進特別事業債 6,600 千

比 較
源 訳

日 人 育成事業

中一 教育事業

と いき科 を中心 した 中一 教育と教職員研修の充実を図るとと 外派遣事業等の実施 よ
ロ 化 対応した人 の育成を図る

本 度

前 度

前 度 比 較事 業 名

事 業 名 本 度

源 訳
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費
 項   学  校  費 教 育 課

 目 学 校 管 理 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

20,758 23,416 △ ,6 0 0 0 20,758

○ 事業説明

成 日推定 児童数 人

○ 執行経費
共済費 社会保険料 1,324 千
賃金 特別支援教育支援員 学校支援員 学校図書館 書賃金 8,403 千

消耗品費 印 製本費 電気料 水道料
燃料費 修繕料

役務費 1,088 千

消防施設設備点検 施設点検
警備委託 学校業務支援シス ム保 2,569 千
高 電設備保 委託 空調施設設備保

使用料賃借料 コ 機使用料 689 千
備品購入費 433 千

担金補助 2 千
通学支援交付金 人 22 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

350 150 200 0 0 0 350

○ 事業説明
快適 教育環境の確保を図るため 学校の施設 設備 い 修繕 改修を行う
児童 全 心し 学校生活を るよう 迅 意義 施設整備 める

○ 執行経費
建物緊急修繕費
補修消耗品

学校図書館協議会 担金

電 料 火災保険料 調 料 窓 ス清掃料 教室廊
等ワックス

6,228 千

源 訳

学校管理運営事務

需用費

児童 健康 全 学校生活を るよう 滑 維持管理 める 時代の変化 伴い 教育ニ
合 た環境整備を図る

成 度 県 全 立 中学校へ一斉 稼働する学校業務支援シス ム保 る委託料を
支払い 校務の 担軽減を る

事 業 名 本 度 前 度

委託料

比 較
源 訳

350 千

比 較

9 施設営繕改良事業

需用費

事 業 名 本 度 前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項   学  校  費 教 育 課

 目 学 校 管 理 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,706 1,720 △ 0 0 54 1,652

○ 事業説明

学校の保健 衛生 い 全 管理を図る

○ 執行経費

報酬 学校歯科 報酬 184 千

需用費 学校保健消耗品 薬品等 480 千

役務費 健康診断料 環境 衛生検査等手数料 308 千

委託料 学校 学校薬剤師委託料 520 千

担金補助 災害共済給付 担金 142 千

及び交付金 その他 担金 72 千

○ 源

学校健康会徴収金 54 千

 款 教 育 費
 項 学 校 費 教 育 課

 目 教 育 振 興 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

5,699 6,721 △ , 0 0 0 5,699

○ 事業説明

教育効果 学習 容の向 を目的 物品の購入 学習環境の充実を図る

○ 執行経費
報償費 校外講師謝金等 30 千
旅費 講師旅費 10 千
需用費 指 書 教師用教科書 教 消耗品他 知能 ス 等 615 千
委託料 パソコン保 630 千
使用料 カ 使用料 265 千
備品購入費 教 備品 1,610 千

児童派遣費補助金 1,716 千
特色ある学校教育事業補助金 523 千
たくましく たく力補助金 250 千
修学旅行 校外活動補助金 50 千

比 較

前 度 比 較

総合的 学習時間の充実と 滑 運用 め 地域の特性を生 した特色ある学校教育の 組 を支
援する

源 訳
本 度

事 業 名 本 度 前 度

事 業 名

学習指 事務

担金補助
及び交付金

源 訳

保健 全管理事務
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項 学 校 費 教 育 課

 目 教 育 振 興 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,091 1,907 184 100 0 0 1,991

○ 事業説明 経済的理 よ 就学困難 児童 対し 学用品費等の一部を補助する  

また 特別支援教育就学奨励費補助金交付要 基づき 特別支援学 の児童 対し

就学奨励費を支給し 学 運用及び特別支援教育の充実を図る

○ 執行経費 需用費 特別支援学 消耗品 40 千

備品購入費 特別支援学 備品 図書購入費 486 千

準要保護児童援助費補助  

特別支援学 就学奨励費補助

学用品費 通学費 修学旅行費 療費

給食費 通学用品購入費 校外活動費

○ 源 就学奨励費補助金 100 千

 款 教 育 費

 項 中 学 校 費 教 育 課

 目 学 校 管 理 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

22,270 14,893 7,377 0 0 20 22,250

○ 事業説明
学校運営の充実を図るため 維持管理 環境整備を行う

成 日推定 生 数 ７ 人

○ 執行経費
共済費 社会保険料 338 千
賃金 特別支援教育支援員 2,863 千

消耗品 印 製本費 電気料金
水道料 燃料費 修繕料

郵券料 高所窓 ス清掃手数料 教室床ワックス
電 料 調 料 火災保険料
警備委託 中 寄
消防設備点検委託 中 寄 2,292 千
空調施設設備保 学校業務支援シス ム保

使用料 コ 機使用料等 844 千
備品購入費 7,279 千

担金補助 郡中学校会 担金等 134 千
及び交付金

○ 源
施設使用料 20 千

千

比 較本 度 前 度

本 度
源 訳

学校施設を良好 状態 保ち 生 健康 全 学校生活を るよう教育環境の管理保全 め
る

扶助費 1,565

1,337 千

委託料

源 訳

役務費

需用費

前 度

県 全域 セキュ 強化 給与勤怠シス ム 学校業務支援シス ム 入さ 教職員のパソコン
を更新し教職員のス ス く 事 きる環境を提供する

比 較

事 業 名

9 学校管理運営事務

就学奨励事業

事 業 名

7,183 千

成 度 県 全 立 中学校へ一斉 稼働する学校業務支援シス ム保 る委託料を
支払い 校務の 担軽減を る
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成 度一般会計当初予算説明資料
 款 教 育 費

 項 中 学 校 費 教 育 課

 目 学 校 管 理 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

10,175 547 9,628 0 8,500 0 1,675

○ 事業説明
体育館の既存水銀 をL 照明へ更新する

全 施設の延命化を よ よい環境を提供する
教育環境の確保を図るため 中学校の施設 設備 い 修繕 改修を行う
生 全 心し 学校生活を るよう 迅 意義 施設整備 める

○ 執行経費
補修消耗品 120 千
建物緊急修繕費 1,499 千

委託料 設計 理委託料 756 千
工事請 費 L 照明工事 7,800 千

○ 源
過疎対策事業債 8,500 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,065 1,075 △ 0 0 31 1,034

○ 事業説明

学校の保健 衛生 い 全 管理を図る

○ 執行経費

報酬 学校歯科 報酬 128 千

需用費 学校保健消耗品 薬品 151 千

役務費 健康診断料 環境 衛生検査等手数料 268 千

委託料 学校 学校薬剤師委託料 432 千

担金補助 災害共済給付 担金等 86 千

及び交付金

○ 源

学校健康会徴収金 31 千

前 度本 度 比 較
源 訳

保健 全管理事務

事 業 名

需用費

本 度 前 度 比 較
源 訳

事 業 名

施設営繕改良事業
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費
 項 中 学 校 費 教 育 課

 目 教 育 振 興 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

9,722 11,694 △ ,9 0 0 0 9,722

○ 事業説明

○ 執行経費
報償費 校外講師等謝金 人 教育講師謝金 50 千

知能検査 数学 理科診断 ス

各教科消耗品 各部活消耗品

教科書改訂 伴う指 書等

委託料 パソコン保 委託料 658 千
使用料 p カ 使用料 222 千
備品購入費 教 備品購入費 922 千

担金 生 派遣費補助金 部活動 5,064 千
生 派遣費補助金 学校活動 1,068 千
修学旅行引率補助金 82 千
特色ある学校補助金 181 千
たくましく たく力育成補助金 250 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,177 1,258 △ 50 0 0 1,127

○ 事業説明

経済的理 よ 就学困難 生 対し 学用品費等の一部を補助する

また 特別支援教育就学奨励費補助金交付要 基づき 特別支援学 の生 対し

就学奨励費を支給し 学 運用及び特別支援教育の充実を図る

○ 執行経費

需用費 学習消耗品 作業学習消耗品 指 用図書 35 千

備品購入費 図書購入費 20 千

準要保護生 援助費補助

特別支援学 就学奨励費補助

学用品費 通学費 修学旅行費 療費

給食費 通学用品購入費 校外活動費

○ 源

就学奨励費補助金 50 千

千

前 度 比 較
源 訳

扶助費

就学奨励事業

学習指 事務

1,225 千

教育効果 学習 容の向 と 大を図る 学習教 等の整備 校外行事等生 派遣費補助 よ 生
の学力 体力向 を目指す

需用費

事 業 名 本 度

源 訳

1,122

事 業 名 本 度 前 度 比 較

－107－



成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

項 社会教育費 教 育 課

 目 社会教育総務費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

生涯学習講 を開催し 学習する場の提供を行う

史 さ 事業

周 向け 史の発刊のための資料収集 整理を行い 次世代へ の 史を する

史 さ の 集会議の開催 また 原稿の浄書を行うとと 集 校 業務を委託する

○ 執行経費

報 酬 社会教育委員 史 さ 審議会報酬 399 千

共済費 社会保険料 750 千

賃金 8,054 千

報償費 1,012 千

旅 費 348 千

需用費 消耗品 用 等 828 千

印 製本費 150 千

役務費 郵券料 宅配料 211 千

委託料 ン 保 料 冊子作成委託料 武林蔵 448 千

史 さ 事業 集校 業務 12,960 千

婚活イベン 開催委託料 500 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 60 千

担金及び補助金 特色ある地域活動補助金 700 千

活力ある文化団体等活動助成金 800 千

各協議会等 担金 48 千

850 千

○ 源

過疎地域自立 進特別事業債 1,500 千

婚活イベン 参加料 75 千

社会教育研修 視察研修等

事 業 名

結婚相談所 録助成

本 度 前 度 比 較
源 訳

0生涯教育総合推進事業 28,118 12,634 15,484

生涯学習講 等講師謝金 セ 講師謝金 紹 謝礼

1,500

社会教育推進員 史 さ 職員 集協力員

75 26,543

婚姻奨励事業 セ の実施 親向け 独身者向け 自己啓発 婚活イベン 録相談会の
実施 相談所 録助成

社会教育事業 生涯学習の推進を図るため 団体等の支援 連携を行う 自然 暮 し 文化 わ
の魅力を広く伝え 民の文化意識の向 を目指す
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

項 社会教育費 教 育 課

 目 社会教育総務費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

630 1,023 △ 9 0 0 0 630

○ 事業説明

文化 保護審議会の開催

指定文化 等の保護 管理 船通山のイ イ 印賀 篋印塔 多 ュ 霞 号墳

文書解 講 の開催

郷土視覚定点資料収集事業の実施

○ 執行経費

報 酬 文化 保護審議会 35 千

賃 金 指定文化 保護管理賃金 42 千

報償費 文書解 講 講師謝金 文化 謝礼 248 千

需用費 108 千

役務費 郵券料等 1 千

委託料 指定文化 保護管理作業委託他 176 千

使用料及び賃借料 コ 機使用料 郷土資料館 20 千

比 較

史発刊と並行し 郷土の文化 史 文化 等 対する関心や愛着をよ い そう深め そ を活用
した豊 郷土学習を推進する

源 訳

1247

郷土芸能文化 保護対策事業

郷土資料修繕 文書解 講 消耗品

事 業 名 本 度 前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費
項 社会教育費 教 育 課

 目 社会教育総務費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

833 595 238 0 0 58 775

○ 事業説明

対象者： 9人 日 中学校卒業生 9人
活 動：式 念撮影 念行事 交流会
青少 の育成

○ 執行経費
需用費 活動消耗品 し 印 生花 念写真代等 203 千

交流会 35 千
報償費 念品 念行事謝礼 108 千
旅費 費用弁償旅費 9 千
役務費 郵券料 活動保険 55 千

県民会議 担金 4 千
青少 育成協議会補助金 30 千

ス 少 団本部補助金 119 千
ス 大会等派遣費補助金 270 千

○ 源
成人式参加料 58 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

404 404 0 0 0 0 404

○ 事業説明

専門学習及び教養学習の実施

自主学習 外研修の実施

冊子 あゆ の発行

○ 執行経費

担金補助及び交付金 404 千

  の高齢者 日常生活 ける課 や趣味を た学習を進め 知識と仲間づく の輪を広
充実した生き いのある人生を 頂くことを目的 自主的活動 よる生涯学習学 人生学園 を支援し 自
己啓発の推進及び生涯学習の活性化を図る

69 高齢者教育事業

源 訳
本 度 前 度

成人式開催

事 業 名

比 較

比 較
源 訳

9 青少 健全育成事業

事 業 名

社会人とし の自覚を高めるとと 郷土 誇 を持ち こ の人生を自 の力と自主的 断
歩 いこうとする 出身 在住の新成人を う

青少 育成鳥 県民会議と連携し 健全 青少 の育成及び啓発活動を行 う や青少 施設
の体験活動の他 直接体験 よる豊 人間性を持 た青少 の育成を図る

担金補助
及び交付金

高校生サ ク 自主性を持たせると共 日 の未来を担う のとし の愛着を育

本 度 前 度
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

項 社会教育費 教 育 課

 目 社会教育総務費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

187 184 3 0 0 0 187

○ 事業説明

る ま の開催

○ 執行経費

 需用費 消耗品 シ印 等 114 千

 役務費 シ新聞折込料 白 ク ニン 代等 44 千

 使用料及び賃借料 折 たた 机借 代 29 千

地域住民の文化活動への関心の高 文化活動人口の底辺 大と活性化を目的 文化活動 親し
いる個人や団体 集ま 日 の活動成果を発表する場とするとと 民誰 楽し 交流を深め 学

ことの きる の文化の祭 とし る ま を開催する

事 業 名
源 訳

る ま 開催事業

前 度本 度 比 較
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

項 社会教育費 教 育 課

 目 文化振興費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

63,979 85,749 △ , 0 0 1,560 62,419

○ 事業説明

文化活動の 及振興 る自主事業及び文化振興事業の実施

○ 執行経費

役務費 建物共済 担金 438 千

委託料 文化セン 施設管理委託料 63,541 千

○ 源

文化セン 施設使用料 960 千

ス ン ン 使用料 600 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

595 595 0 0 0 0 595

○ 事業説明

日 文化協会の活動支援
第6回 ち 文化展の開催
常設作品展示の設置 文化セン ン ンス

る ま 等各種事業への作品出品 舞台発表
冊子 ち 文化 の発行

○ 執行経費
担金補助及び交付金 595 千

本 度 前 度
源 訳

9 文化振興企 運営事業

事 業 名

事 業 名 本 度 前 度
源 訳

総合文化 ﾀｰ管理事務
費

指定管理者 度 よ 日 総合文化セン 日 図書館及び日 美術館の運営 ス ン営業部門を
除く の運営及び維持管理を委託する

比 較

比 較

民生活の向 と活力あ る郷土づく 資するため の文化 のため 文化団体等
の活動を支援する また ち 文化展を通 の文化活動の情報を発信し 会員数の増加を目指
す
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成 度一般会計当初予算説明資料

款  教 育 費

項  社会教育費 教 育 課

目  図書館費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

25,210 24,712 498 0 0 0 25,210

○ 事業説明

○ 執行経費

職員給与 書 名 20,728 千

報償費 図書館運営協議会委員 6名× 回 63 千

需用費 新聞 雑 貸出用 等 714 千

図書装備用品等その他の需用費 60 千

コ シ 印 代 23 千

役務費 電 料 郵券料等 140 千

委託料 図書情報作成業務委託 166 千

図書管理シス ム保 料 ソフ 機器 576 千

備品購入費 図書購入費等 2,712 千

担金補助 日本図書館協会費 鳥 県図書館協会費 28 千

及び交付金

事 業 名

書奨励のイベン を開催した 研修会 出前図書館を実施した し 図書館の利用 進
を図る 郷土の 史 文化を し伝えるため地域資料の充実 めるとと 農林業書の充
実等 特色を打ち出した資料提供 める

本 度 前 度 比 較

1262

図書館管理運営事務

源 訳
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

 項 社会教育費 教 育 課

 目 美術館費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

12,708 9,839 2,869 0 0 4,060 8,648

○ 事業説明

美術館の所蔵品を中心 ク パス 展 当 の特色を活 した企 展示

組 地域の芸術文化の振興を図る

展覧会事業

刀 展

後 武林蔵と 家たち

足羽俊 遺作展

  第6回 ち 文化展

日 歩 6 rtⅡ～ 史 さ 事業よ ～

児童 展 日 郡児童絵 コンク 第 回全国教育美術展 選抜展

７ 発掘調査 報展 予定

第 回鳥 県美術展覧会

所蔵品展 武コ クション展 足羽俊 展 日 の地質と化石展

教育 及事業

ち 子ク 絵 教室 こ の

○ 執行経費

職員給与 学芸員 6,884 千

報償費 講師謝金 455 千

旅費 職員旅費 特別旅費 659 千

需用費 消耗品 印 製本費等 954 千

役務費 美術品運搬料 保険料 郵券料 広告料 433 千

委託料 後 武林蔵 刀 展 ク パス 教室 3,219 千

使用料及び賃借料 美術品借用料 著作 使用料等 102 千

担金補助及び交付金 鳥 県 ｰ ﾞ ･ﾈ ｰ 会費 2 千

○ 源

美術館入館料 1,010 千

美術館物品販売収入 50 千

伯 国 大山開山 祭 協働 連携事業補助金 3,000 千

大人のためのク パス 教室

6 美術館管理運営事務

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費
6 項 保健体育費 教 育 課

 目 保健体育総務費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,897 2,709 188 0 0 0 2,897

○ 事業説明

 日 郡民総合体育大会：日 四県四郡 総合体育大会： 原
中国地 ス 推進委員研究大会 開催県：広島県
全国ス 推進委員研究大会 開催県：鹿児島県

○ 執行経費
報酬 ス 推進委員報酬 448 千
報償費 講習会謝礼 各種大会賞品 66 千
旅費 各種大会 研修会等旅費 551 千
需用費 各種大会消耗品等 76 千
役務費 ス 全保険等 39 千
使用料及び賃借料 高 料金 20 千

担金補助及び交付金 1,757 千
日 郡等体育協会 担金 等 607 千

訳 日 体育協会補助金 970 千
富 杯陰陽ソフ ニス大会補助金等 120 千

 款 教 育 費

6 項 保健体育費 教 育 課

 目 体育施設費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

29,974 725,816 △ 69 , 0 0 20 29,954

○ 事業説明

社会体育施設の維持管理運営を行う
○ 執行経費

給料 7,791 千
職員手当 4,403 千
共済費 2,603 千
旅費 40 千
需用費 消耗品 熱水費 修繕料 3,988 千
役務費 体育施設保険料 839 千
委託料 体育施設管理委託 530 千
使用料及び賃借料 体育館モッ 玄関用埃吸着 ッ 15 千
備品購入費 日 体育館備品 ス ク 等 9,765 千

○ 源
体育施設使用料 20 千

1268

社会体育施設管理運営事務

本 度 前 度

本 度 前 度 比 較事 業 名

6 生涯ス 振興事業

事 業 名 比 較
源 訳

民 健康 明るく生活するため そ の イフス イ や 齢 性別 体力 応 気軽
ス を楽し こと き 生涯現役 ス 楽しめるよう 生涯ス 競技ス の振興を
図る

またス 推進委員の活動を通 ニュ ス の 及活動を行う

源 訳

日 体育館改築 伴い 施設 備品を購入し利用者の方 活用 きるよう 環境を整備する
現在 老朽化し いる ン 整備用 ク を更新し ン 管理 める
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成 度一般会計当初予算説明資料

 款 教 育 費

6 項 保健体育費 教 育 課

 目 学校給食費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

40,501 48,551 △ , 0 0 0 40,501

○ 事業説明

○ 執行経費
需用費 給食セン 消耗品 熱水費 6,299 千
役務費 各種検査手数料 894 千
委託料 給食配 業務委託 施設管理委託料 32,617 千
使用料及び賃借料 コ 機等使用料 236 千
備品購入費 給食セン 調理機器等 200 千

担金補助及び交付金 保存食 担金 255 千

学校給食運営事務

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

成 度 セン 方式の給食を実施し 調理 配 業務を民間委託し 中学校 給食を提供し い
る 全 学校給食の提供を図る
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 款 総 務 費

 項 総務管理費 住 民 課

 目 一般管理費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

職員人件費 委託料及び事務費 連合会への 担金を計 する

○ 執行経費

職員給与費等 人分 12,955 千

需用費 240 千

役務費 456 千

委託料 2,823 千

使用料及び賃借料 249 千

担金補助及び交付金 国保連合会 担金等 613 千

職手当組合 担金 1,041 千

○ 源

特別調整交付金 分 826 千

県繰入金 号分 180 千

調整基金繰入金 2,957 千

一般会計繰入金 14,414 千

 款 総 務 費

 項 徴 税 費 住 民 課

 目 納税奨励費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

納税組合 対する奨励金 収納率の向 める

○       源

手数料 諸収入 639 千

国民健康保険税 1,201 千

 款 総 務 費

 項 運営協議会費 住 民 課

 目 運営協議会費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明 執行経費

国保運営協議会の開催 要する経費 委員報酬 ※委員9名の 名 病院関 者 あるため除く

訳 委員 , × 名× 回＝ 9,

○       源

特別調整交付金 分 49 千

事 業 名

国保運営協議会
        運営事務

049

2,957

1,840

0

0

0

0

比 較

△ ,

比 較

△ 

比 較

0

前 度

23,511

前 度

1,850

前 度

49

成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

源 訳

源 訳

源 訳
本 度

49

本 度

18,377

本 度

1,840

事 業 名

国保事業一般管理
        事務

保険税徴収事務

事 業 名

14,414

0

1,006

0



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 保険給付費 住 民 課

 項 療 養 諸 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

療養給付費

会計 度の診療分

療養給付費： 診療分～翌 診療分

療養費

会計 度： 支給決定分 翌 支給決定分

審査支払手数料

国保連合会への審査 支払委託手数料 セ 件あた 6 度 引き

○ 源

388,416 千

国民健康保険税 1,172 千

審査支払手数料
     (1080)

国民健康保険事業の目的とし 行う 療給付 現物給付とし 行う療養の給付等 要する経費 一部 担
金 義務教育就学前 割 義務教育就学 ７ 未満 割 ７ 以 の前期高齢者 割また 割 相当す
る を 除した を 担する 特例措置 よ 度ま ７ 到 さ た方 割以外の方の一部 担
金 割

一般被保険者療養給
 付費 6

職被保険者等療養
     給付費

一般被保険者療養費
     (1078)

職被保険者等療養
     費 9

科 目 名

100

0

0

0

387,000

0

0

0

1,172

基本的 コ セッ あ ま ッサ 等保険 療機関 現物給付を行 い い場合及び被保険
者証を提出 き い理 緊急 その他や を得 いと め る場合 支給する

0

0

0

0

0

0

0

00

国民健康保険 ける補完的 療給付 あ 基本 現金給付とし 行う 道整 施術分 い 現物
給付 行う

比 較

△ ,

△ ,

△ 

△ 

104

387,000

650

666

650

6661,200

300

1,068

前 度

390,000

35,000

100

1,172

県支出金 保険給付費等交付金 通交付金

源 訳
本 度



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 保険給付費 住 民 課

 項 高 療養費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

被保険者の一部 担金の限度 を超えた部分を支給する H 限度 見直し

会計 度： 支給決定分～翌 支給決定分

未満被保険者自己 担限度 国保世 単位

位所得者

位所得者 イ

一 般

一 般 ,6 多数 当 ,

住民税非課税世 , 多数 当 ,6

以 被保険者自己 担限度

成 ま

外来 個人単位 外来 入院 世 単位

多数 当 ,

,

※ 間 限 . 万

住民税非課税 Ⅱ ,6

住民税非課税 ,

成

外来 個人単位 外来 入院 世 単位

,

※ 間 限 . 万

住民税非課税 Ⅱ ,6

住民税非課税 ,

血 病 人工透析の必要 性腎 全 長期疾病 自己 担限度 ヶ ,

    一定以 所得者 カ , 一定以 所得者 ヶ ,

○ 源

57,300 千

課税所得  万 以
               万 未満

一 般

一 般

,6 多数 当 ,

  , 療費 6 , × ％ 多数 当 ,

,6 療費 , × ％ 多数 当 ,

6 , 療費 , × ％ 多数 当 9 ,

,6 多数 当 ,

科 目 名

課税所得 万 以
               69 万 未満

課税所得69 万 以

0

0

0

一定以 所得者
,6
多数 当 ,

一般被保険者高 療
      養費

職被保険者等高
      療養費

一般被保険者高
      護合算療養費 9

職被保険者高
      護合算療養費 9

療費 高 た世 護保険の 給者 いる場合 国保 護保険そ の 間の自己 担
を合算し限度 を超えた部分を国保と 護保険 按分し支給する

00

0

0

0

0

056,000

900

300

100

源 訳

,6 療費 , × ％ 多数 当 ,

6 , 療費 , × ％ 多数 当 9 ,

  , 療費 6 , × ％ 多数 当 ,

0

100

300

150

0

0

,

,

比 較

0

△ ,

△ 

前 度

56,000

5,000

本 度

56,000

900

300

, 療費 6 , × ％

県支出金 保険給付費等交付金 通交付金

9



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 保険給付費 住 民 課

 項 葬 祭 諸 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

条例の定め よる被保険者の葬祭を行う者 支給する 件 ,  間 件

○ 源

国民健康保険税 260 千

 款 保険給付費 住 民 課

 項 移 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

○ 源

県支出金 保険給付費等交付金 通交付金 10 千

 款 保険給付費 住 民 課

6 項 出産育児諸費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

条例の定め よる出産 対し 支給する  件 , 間見込 件

※産科 療保 度 加入し い い 療機関 出産した場合 千

○ 源

国民健康保険税 280 千

一般会計繰入金 560 千

 一般被保険者移 費
    (1084)

科 目 名

 職被保険者等移
    費

 葬 祭 費 

 出産育児一時金 6

科 目 名

科 目 名

傷 疾病等 よ 移動 困難 患者 師の指示 よ 一時的 緊急的 必要性 あ 移 さ た場
合 要した経費を支給する

0

0

0

比 較

0

0

比 較

△ 

360

前 度

5

260

0

0

2800 560

0

0

0

0

5

5

0

比 較

△ 

前 度

1,260

前 度

5

本 度

840

5

源 訳

源 訳

源 訳

本 度

260

本 度

5



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 共 事業 出金

 項 共 事業 出金 住 民 課

 目 その他共 事業 出金 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

職者 療 度の資格を する被保険者を適 適用するための 共 事業の 出金

○ 源

国民健康保険税 1 千

 款 諸 支 出 金 住 民 課

 項 償還金及び還付加算金 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

保険税還付金

過誤納と た現 度賦課以外の保険税還付金

H 9 度分精算 よ 生 る療養給付費交付金返還金

○ 源

国民健康保険税 456 千

調整基金繰入金 10,000 千

事 業 名

9  その他の共 事業

科 目 名

  一般被保険者保険税
     還付金 9

0
  職被保険者等保険

     税還付金 9

  職被保険者等還付
加算金 9

比 較

33

10,000

1

423

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33

0

前 度

1

前 度

423

本 度

1

本 度

源 訳

源 訳

0

比 較

0

0

10,000 0

423

33

10,000



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 諸 支 出 金

 項 積 立 金 住 民 課

 目 基金積立金 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

産収入 預金利息 273 千

 款 諸 支 出 金

 項 積 立 金 住 民 課

 目 基金積立金 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

利息の 計 する

○ 源

産収入 預金利息 1 千

9   調整基金積立
        金管理

国民健康保険の 度中途 ける 療費の増蒿 対応するため また保健事業の充実を るための積立
金 利息の 計 する

9  出産費資金貸付基
        金積立金

0

事 業 名

△ 9

比 較

01

273

10

0

源 訳

0

0

前 度

292

前 度

1

273

本 度
源 訳

比 較

0

事 業 名

本 度



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 保 健 事 業 費

 項 保 健 事 業 費 住 民 課

 目 保健衛生 及費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

賃金 食育推進員 人× 回 38 千

報償費 各種教室謝金及び旅費 408 千

需用費 教 印 製本費他 168 千

役務費 療費通知 ネ ック差 通知 ニ ック案 他 360 千

委託料 療費通知 ネ ック 薬品差 通知作成 120 千

委託料 ﾞｰﾀ 計 策定 保健指 のための ﾞｰﾀ分析等委託料 3,628 千

担金補助及び交付金

7,088 千

○ 源

保険給付費等交付金 特別交付金 特別調整交付金分 分 6,401 千

ス ッ 事業分 , 6 千

保険給付費等交付金 特別交付金 保険者 力支援分 796 千

国民健康保険税 4,613 千

 款 保 健 事 業 費

 項 特定健康診査等事業費 住 民 課

 目 特定健康診査等事業費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

保健衛生 及活動 る経費 診しやすい態勢づく め 特定健診の 診率向 を目指す

報償費 150 千

需用費 教 他 56 千

役務費 郵券料 特定健診 診券 診結果 選結果 付用 211 千

委託料 特定健診委託料他 3,347 千

○ 源

保険給付費等交付金 特別交付金 特定健診等 担金 1,012 千

保険給付費等交付金 特別交付金 保険者 力支援分 700 千

国民健康保険税 1,902 千

調整基金繰入金 150 千

特定健康診査等事
         務

事 業 名

99 保健衛生 及活動
       事務

保健衛生 及活動 る経費 被保険者の健康的 生活 い 保険 の 定 資するため 各種の保健
事業を行う
生活習 病予防や糖 病予防 症化予防のため 種の体操教室及び栄養教室を実施する
地域出前型の ック ク教室 実施する
疾病の早期発見 早期治療のため 日 病院 い ニ人間 ックを実施する
国保被保険者分のインフ ン 予防接種補助を実施する

療費通知 ネ ック 薬品差 通知を行う
ス計 を策定し 効果的 保健事業の実施 資する

0

0

4,613

2,052

07,197

01,712

比 較

3,586

比 較

513,713

前 度

8,224

事 業 名
源 訳

   国保 ﾆ人間 ﾞ ｲ ﾌ ﾞ予防接種補助 国保連合会保健事業 担金

源 訳

3,764

本 度

11,810

本 度 前 度



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 療給付費分 住 民 課

 目 一般被保険者 療給付費分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 59,857 千

調整基金繰入金 40,738 千

調整基金繰入金 H 度前期高齢者交付金精算 よる返還金分 20,000 千

一般会計繰入金 定化支援事業 10,231 千

一般会計繰入金 基 定税軽減分 11,446 千

一般会計繰入金 保険者支援分 6,492 千

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 療給付費分 住 民 課

 目 職被保険者等 療給付費分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 1,323 千

6 職被保険者等
療給付費分

0

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
一般被保険者の 療給付費分の納付金

  県 療給付費等の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金とし 各
分を決定し 各 県へ納付する の

 決定 あた 毎の 齢調整後の一般被保険者の 療費水準 所得水準 考慮さ いる
過去 間の 均

9 一般被保険者 療
給付費分

事 業 名

事 業 名

0

比 較

28,1690 120,595

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
職被保険者等の 療給付費分の納付金

  県 療給付費等の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金とし 各
分を決定し 各 県へ納付する の

 決定 あた 毎の 齢調整後の 職被保険者等の 療費水準 所得水準 考慮さ いる
過去 間の 均

0 1,323

0

比 較

1,323

148,764

前 度

0

前 度

01,323

源 訳

源 訳

本 度

148,764

本 度



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 後期高齢者支援金等分 住 民 課

 目 一般被保険者後期高齢者支援金等分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 22,662 千

一般会計繰入金 基 定税軽減分 5,295 千

一般会計繰入金 保険者支援分 3,331 千

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 後期高齢者支援金等分 住 民 課

 目 職被保険者等後期高齢者支援金等分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 680 千

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
一般被保険者の後期高齢者支援金分の納付金

  県 後期高齢者支援金 の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金と
し 各 分を決定し 各 県へ納付する の
 決定 あた 毎の一般被保険者の所得水準 考慮さ いる

過去 間の 均

6 職被保険者等後
期高齢者支援金等分

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
職被保険者等の後期高齢者支援金分の納付金

  県 後期高齢者支援金 の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金と
し 各 分を決定し 各 県へ納付する の
 決定 あた 毎の 職被保険者等の所得水準 考慮さ いる

過去 間の 均

事 業 名

事 業 名

6 一般被保険者後期
高齢者支援金等分

8,626

00 680

0 22,6620

0

比 較

31,288

比 較

680

前 度

0

前 度

本 度

31,288

本 度

680

源 訳

源 訳

0



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 護納付金分 住 民 課

 目 一般被保険者 護納付金分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 7,388 千

一般会計繰入金 基 定税軽減分 1,598 千

一般会計繰入金 保険者支援分 888 千

 款 国民健康保険事業費納付金

 項 護納付金分 住 民 課

 目 職被保険者等 護納付金分 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 源

国民健康保険税 482 千

482

事 業 名

6 職被保険者等
護納付金分

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
職被保険者等の 護納付金分の納付金

  県 護納付金 の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金とし 各
分を決定し 各 県へ納付する の

 決定 あた 毎の 職被保険者等 の所得水準 考慮さ いる
過去 間の 均

成 度 の国保の県一元化 よ 新設
一般被保険者の 護納付金分の納付金

  県 護納付金 の見込 をた 公費等 わ る部分を除いた を国民健康保険事業費納付金とし 各
分を決定し 各 県へ納付する の

 決定 あた 毎の一般被保険者 の所得水準 考慮さ いる
過去 間の 均

6 一般被保険者 護
納付金分

事 業 名

0

2,4860

前 度

0

7,388

0

0

0

比 較

9,874

比 較

482

本 度
源 訳

源 訳

9,874

本 度

482

前 度

0

6



成 度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

9  款 予 備 費

9  項 予 備 費 住 民 課

9  目 予 備 費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 科目説明

国保特別会計の特 性 よ 度中途 ける 療費の増嵩 対応するための予算を計 する

○ 源

調整基金繰入金 4,000 千

事 業 名

6 予備費 04,0000

前 度

4,000 00

比 較

4,000

源 訳
本 度



款 業 務 費
項 施設管理費 建 設 課

目 施設管理費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

103,869 57,939 45,930 0 33,800 58,651 11,418

○事業説明
事業の目的 目標

    水道利用者 全 水を 定供給することを目的 簡易水道施設の維持管理を行う
    簡易水道施設 箇所の定期的 保 管理及び計 的 設備修繕を実施する

事業の概要
  検針及び料金収納事務
  施設の点検及び維持管理

施設の水質検査及び塩素滅菌の管理
公営企業会計法適用化の整備

○執行経費
職員給与費 給料 手当 共済 手 担金 名分 6,573 千
賃金 施設管理賃金 104 千
需用費 施設電気料 7,080 千 15,225 千

薬品費 1,140 千

施設修繕料 6,460 千

消耗品 検針用 545 千

役務費 水質検査 配水 清掃他 8,207 千 8,867 千
施設電 料 528 千

施設保険料 132 千

委託料 検針委託料 2,760 千 10,478 千
125 千

公営企業会計移行支援業務 4,320 千

配水管移転設計業務 3,273 千

使用料及び賃貸料 機器等使用料 100 千 185 千
土地賃借料 施設用地 85 千

工事請 費 水道 器交 工事他 5,040 千 49,425 千
14,825 千

施設 視装置 入工事 29,560 千

原 料費 水道 器 2,230 千
備品購入費 検針機更新 台 6,960 千

諸会費 149 千
水道料金過誤納還付金 60 千

積立金 基金積立 利子 113 千
公課費 消費税及び地方消費税 3,500 千

○ 源
水道料 32,188 千

産収入 基金利息 113 千
分担金及び 担金 水道加入 担金 170 千
諸収入 移転補償費 , 99千 付検査 督 手数料等6 千 13,862 千
繰入金 一般会計 , 千 基金 , 千 23,736 千
地方債 簡水債 , 千 過疎債 6, 千 33,800 千

成 度簡易水道事業特別会計当初予算説明資料

事 業 名 本 度 前 度 比 較
源 訳

総合行 シス ム保 委託他

担金補助及び交付金

簡易水道事業

移転補償工事 県河川改良 道改良

償還金利子及び割引料



款 事 業 費
項 事 業 費 建 設 課

目 水道改良事業費 単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

93,962 141,972 △ , 17,859 75,900 131 72

○事業説明
事業の目的 目標

日 生山地 簡易水道の統合及び施設改良を行い 給水の 定確保を図る

事業 次計 基づき 度事業を着実 実施する

事業の概要
浄水施設改修 薬注設備 電気計装設備 一式
配水 築造 ㎥

配水管 設 L m

○執行経費
職員給与費 給料 手当 共済 手 担金 名分 3,802 千
需用費 事務消耗品 15 千
工事請 費 浄水施設改修 配水 築造 配水管 設 90,145 千

○ 源
補助金 国庫支出金 補助率 17,859 千
繰入金 一般会計 千 基金 千 203 千
地方債 簡水債 , 千 過疎債 ,9 千 75,900 千

建 設 課
単位 千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

75,849 77,206 △ , 0 0 37,361 38,488

○事業説明
事業の目的 目標

簡易水道事業公債費の償還管理を行う
償還計 基づき償還事務を実施する

事業の概要
公債費の元利償還

○執行経費
償還金利子及び割引料 元金 62,980 千 75,849 千

利子 12,869 千

○ 源
水道料 37,361 千
一般会計繰入金 38,488 千

公債費償還事務

前 度 比 較

比 較
源 訳

款 公 債 費

事 業 名 本 度

成 度簡易水道事業特別会計当初予算説明資料

事 業 名 本 度

項 公 債 費

前 度

目 公 債 費  

源 訳

日 簡易水道統合
整備事業

9



款 業 務 費
項 施設管理費 建 設 課

目 一般管理費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

79,679 52,865 26,814 0 27,100 52,579 0

○事業説明
事業の目的 目標

生活排水の処理及び水域の水質保全を目的 農業集落排水処理施設の維持管理を行う
処理施設 箇所の保 管理及び計 的 設備更新を実施する

事業の概要
料金収納事務
施設の保 管理
施設の設備修繕
公営企業会計移行支援業務

○執行経費
職員給与費 給料･手当 共済･ 手 担金 名分 , 9 千

需用費 ,999千
修繕料 , 9 千 燃料費 千

役務費 汚泥抜 検査料等 ,6 千 , 千
電 郵券 保険料 千

委託料 処理場管理委託 , 千 9, 96千
パソコン保 委託料 千

公営企業会計移行支援業務 , 6 千

施設修繕設計業務 , 千

使用料及び賃借料 総合行 シス ム ス料 千

工事請 費 施設等工事 , 6 千 , 千
移転補償工事 県河川改良 , 6 千

施設 視装置 入工事 , 千

担金 広域 溶融施設整備 担金 諸会費 千

貸付金 設備工事資金融資預託金 , 千

償還金利子及び割引料 水料金過誤納還付金 6 千

積立金 基金積立 利子 千

公課費 消費税及び地方消費税他 , 6 千

○ 源
水道料金 , 千
産収入 基金利息 千

分担金 水道加入 担金 千
基金繰入金 , 千
諸収入 移転補償費969千 預託金 , 千 督 手数料等 千 ,6 9千
地方債 農集債 ,6 千 過疎債 , 千 , 千

成 度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

前 度 比 較
源 訳

農業集落排水一般
管理業務

事 業 名 本 度

熱水費 , 千 薬品費6 千 消耗品他 千



建 設 課
目 特定管理費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

33,521 32,508 1,013 0 2,100 31,421 0

○事業説明
事業の目的 目標

生活排水の処理及び水域の水質保全を目的 合併処理浄化槽の維持管理を行う
合併処理浄化槽の保 管理及び設備修繕を実施する

事業の概要
料金収納事務
浄化槽の保 管理 修繕
公営企業会計移行支援業務

○執行経費
需用費 浄化槽設備等修繕料 , 千
役務費 浄化槽汚泥処理費6, 千 , 9 千

法定検査 , 9 千

委託料 浄化槽管理委託料 , 千 6, 千
総合行 パソコン保 委託料 千

公営企業会計移行支援業務 , 6 千

使用料及び賃借料 総合行 シス ム ス料 千
諸会費 千

水料金過誤納還付金 6 千

公課費 消費税及び地方消費税 , 千

○ 源
水道料

基金繰入金 6千
諸収入 検査協力金 督 手数料 6千
地方債 特定債 , 千 過疎債 , 千 , 千

事 業 名 本 度 前 度

成 度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

比 較
源 訳

款 業 務 費
項 施設管理費

特定地域生活排
水処理一般管理業務

, 9千

償還金利子及び割引料

担金補助及び交付金



建 設 課
単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

9,570 8,266 1,304 1,970 6,400 1,157 43

○事業説明
事業の目的 目標

農業集落排水処理 域外の生活環境の改善のため 浄化槽の設置を推進する
事業 次計 基づき 度事業を着実 実施する

事業の概要
浄化槽設置 基

○執行経費
工事請 費 浄化槽設置 人槽 基 人槽 基

9, 千
千

○ 源
交付金 国庫支出金 ,9 千
地方債 特定債 , 千 過疎債 , 千 6, 千

担金 , 千
繰入金 一般会計 千

建 設 課
目 公 債 費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

86,977 88,849 △ , 0 0 7,178 79,799

○事業説明
事業の目的 目標

農業集落排水事業公債費及び特定生活排水事業公債費の償還管理と 源確保を行う
償還計 基づき償還事務を実施する

事業の概要
公債費の元利償還

農業集落排水事業元利償還金

○執行経費

償還金利子及び割引料 元金

利子

○ 源
基金繰入金
一般会計繰入金

特定地域生活排水処理事業元利償還金
○執行経費

償還金利子及び割引料 元金

利子

○ 源
一般会計繰入金

9
公債費償還事務

事 業 名

成 度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

特定地域生活
排水処理事業

款 事 業 費

補助部分 本体設置工事

単独部分 流管工事

項 公 債 費

項 事 業 費
目 特定地域生活排水処理事業費

事 業 名 前 度

款 公 債 費

前 度

比 較

本 度

6,66 千

9, 千

, 千

千

6,99 千

6,66 千

源 訳

本 度

6 , 千

, 千

比 較

源 訳

, 千

,9 千



成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

　項　総務管理費 福祉保健課

　目　一般管理費 　目　連合会 担金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

31,895 28,400 3,495 460 0 0 31,435

2,197 3,171 △ 0 0 0 2,197

　　○ 科目説明

1 一般管理事務

職員人件費 事務経費を計上

　　○ 執行経費

職員人件費 17,925 千

嘱託職員人件費 2,085 千

9,456 千

使用料 総合行政システム 介護保険システム 2,106 千

事務費 代 通信運搬費 コ ー使用料他 323 千

計 31,895 千

　　○ 科目説明

2 連合会 担金

国保連合会委託事務経費を計上

　　○ 執行経費

委託料 主治 意見書審査支払 資格管理他 2,197 千

　　○ 　　　源

介護保険事業費補 金 国庫 システム改修分 460 千

一般会計繰入金 33,632 千

　項　徴　収　費 福祉保健課

　目　賦課徴収費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

221 221 0 0 0 10 211

○ 事業説明

介護保険料賦課徴収 要す 事務費を計上

○ 執行経費

特別徴収 ー 国保連合会 信通信料 12 千

賦課決定通知等 付郵券料 209 千

○ 　　　源

督 手数料 10 千

一般会計繰入金 211 千

　款　総　務　費

　　　源　　　 　　　訳

1308

一般管理事務

1309

国保連合会委託事務

委託料 制度改正システム改修 介護 総合行政システム保

本 度 前 度

　款　総　務　費

比　　較事　業　名

　　　源　　　 　　　訳

1310

賦課徴収事務

本 度 前 度 比　　較事　業　名
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

3　項　介護認定審査会費 福祉保健課

　目　介護認定審査会費 　目　認定等調査費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

2,392 1,967 425 0 0 0 2,392

410 622 △ 0 0 0 410

　 介護認定審査会事務

○ 事業説明

要介護認定審査会業務を西部圏域共 西部広域行政管理組合 委託し 審査 定を行う

○ 執行経費

西部広域行政管理組合 担金 2,392 千

　 均等割 ０％ 件数割 ０％

　 介護認定等調査事務

○ 事業説明

要介護認定調査 係 事務的経費を計上 要介護認定調査 介護給付費適正化対策とし

　基本的 保険者職員 調査を実施す

○ 執行経費

要介護認定調査委託料 遠隔地 72 千

役務費 主治 意見書作成料 50 千

通信 運搬費等 139 千

需用費 研修資料代 公用車燃料 オイ 等消耗品費 123 千

コ ー機使用料 26 千

○ 　　　源

一般会計繰入金 2,802 千

　項　計 策定委員会費 福祉保健課

単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

141 173 △ 3 0 0 0 141

○ 事業説明

介護保険運営協議会の開催 回

　　○ 執行経費

介護保険運営協議会委員手当(委員 名 　 119 千

役務費 15 千

コ ー機使用料 7 千

　　○ 　　　源

一般会計繰入金 141 千

　款　総　務　費

　　　源　　　 　　　訳

1311

介護認定審査会事務

本 度 前 度 比　　較事　業　名

1312

介護認定等調査事務

　款　総　務　費

　目　計 策定委員会費

　　　源　　　 　　　訳

3 　介護保険事業
計 進行管理事務

本 度 前 度 比　　較事　業　名
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

福祉保健課

　項　介護 ﾋﾞ 等諸費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

247,814 246,712 1,102 108,369 0 112,381 27,064

50 50 0 22 0 23 5

150 150 0 66 0 68 16

1,000 1,000 0 437 0 454 109

3,000 3,000 0 1,312 0 1,361 327

38,771 42,912 △ , 16,954 0 17,583 4,234

40 40 0 17 0 18 5

57,516 99,936 △ , 25,152 0 26,083 6,281

50 50 0 22 0 23 5

774,940 813,850 △ 38, 338,879 0 351,428 84,633

○ 事業説明

介護給付費 介護サー ス提供費用の利用者 担分を除く保険給付費を 担す

介護給付費 774,940 千

要介護 ～５の要介護認定者 サー ス計 基 い 提供さ 居宅 施設サー ス給付費 担

　※居宅介護福祉用具購入費及び居宅介護住宅改修費 償還払い よ 給付

　　○ 源 訳

施設 その他

施設 その他

支払基金 施設 その他

県 施設 その他

施設 その他

施設 その他

　款　保険給付費

1318

特例施設介護
　　 ﾋﾞ 給付費

比　　較

6,549

　　　源　　　 　　　訳

1319

居宅介護福祉用具
　　購入費

1320

居宅介護住宅
　　改修費

本 度

426,549

前 度

420,000

1321

居宅介護 ﾋﾞ
　　計 給付費

1322

8 特例居宅介護
　　 ﾋﾞ 計 給付費

1425

地域密着型介護
　　 ﾋﾞ 給付費

事　業　名

1317

3 施設介護 ﾋﾞ
　　給付費

1315

居宅介護 ﾋﾞ
　　給付費

1316

特例居宅介護
　　 ﾋﾞ 給付費

1426

特例地域密着型
　　介護 ﾋﾞ 給付費

合　　計

介護給付費 担金
国

3 , 千

政調整交付金 8 , 8千

交付金 3 , 千

介護給付費 担金 , 千

担金 ※介護保険料 所
得者軽減 担繰入を含

8 , 33千

号被保険者保険料 , 8千

計 , 千

町

193,434 46,587186,528 0
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

3　項　その他諸費 福祉保健課

単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

1,124 1,000 124 492 0 509 123

○ 事業説明

審査支払手数料

国保連合会への審査 支払委託手数料 セ 件 ５ 1,124 千

　　○ 源 訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

福祉保健課

　項　高 介護 ﾋﾞ 等費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

21,000 22,000 △ , 9,183 0 9,523 2,294

200 200 0 87 0 90 23

21,200 22,200 △ , 9,270 0 9,613 2,317

　　○ 事業説明

介護サー ス利用者の一部 担金 一定 を超え 場合 その越え 部分を保険給付す 　

21,200 千

　　被保険者の利用者 担段階 よ 一部 担限度 を償還払いす

　　○ 源 訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

　款　保険給付費

　目　審査支払手数料

　　　源　　　 　　　訳

3 　審査支払事務

介護給付費 担金 千
国

本 度 前 度事　業　名

政調整交付金 千

比　　較

交付金 33 千

介護給付費 担金 千

担金 3千

号被保険者保険料 千

計 , 千

町

　款　保険給付費

　　　源　　　 　　　訳

1330

高 介護 ﾋﾞ 費

1435

3 高 介護予防 ﾋﾞ
費

合計

介護給付費 担金 , 千
国

本 度 前 度

政調整交付金 ,38 千

比　　較事　業　名

交付金 ,3 千

介護給付費 担金 , 千

担金 ,3 千

号被保険者保険料 3, 千

計 , 千

町
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

福祉保健課

 項 特定入所者介護 ﾋﾞ 等費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

64,881 68,720 △ 3,83 28,372 0 29,422 7,087

30 30 0 12 0 13 5

100 100 0 44 0 45 11

20 20 0 8 0 9 3

65,031 68,870 △ 3,83 28,436 0 29,489 7,106

　　○ 事業説明

特定入所者介護サー ス給付費 担金 65,031 千

施設利用者 短期入所の利用者含 の食費 居住費 滞在費 い 利用者 担段階

第 段階～第３段階の者 市町村民税世帯非課税 い 担上限 を定め 補足給付 よ

保険給付す 所得者 対し食費 居住費の 担軽減を行う

　　○ 源 訳

施設 その他

施設 その他

支払基金 施設 その他

県 施設 その他

施設 その他

施設 その他

 款 保険給付費

　　　源　　　 　　　訳

1420

特定入所者介護
　　 ﾋﾞ 費

1421

特例特定入所者
　　介護 ﾋﾞ 費

1436

特定入所者介護
　　予防 ﾋﾞ 費

1437

特例特定入所者
　　介護予防 ﾋﾞ 費

本 度 前 度 比　　較事　業　名

合計

介護給付費 担金 ,88 千

政調整交付金 ,3 千

交付金 , 83千

国

介護給付費 担金 , 千

担金 , 千

号被保険者保険料 , 千

計 , 3 千

町
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

福祉保健課

　項　介護予防 ﾋﾞ 等諸費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

9,288 18,795 △ , 4,061 0 4,213 1,014

30 30 0 13 0 13 4

1,200 4,000 △ ,8 525 0 544 131

20 20 0 9 0 9 2

500 500 0 219 0 227 54

1,500 1,500 0 656 0 680 164

2,613 3,200 △ 8 1,143 0 1,185 285

20 20 0 9 0 9 2

15,171 28,065 △ ,8 6,635 0 6,880 1,656

○ 事業説明

介護予防給付費 15,171 千

要支援 の要支援認定者 サー ス計 基 い 提供さ 居宅系サー ス給付費 担　　

※介護予防福祉用具購入費及び住宅改修費 償還払い よ 給付

　　

　　○ 源 訳

施設 その他

施設 その他

支払基金 施設 その他

県 施設 その他

施設 その他

施設 その他

　款　保険給付費

　　　源　　　 　　　訳

1427

介護予防 ﾋﾞ
　　給付費

1428

特例介護予防
　　 ﾋﾞ 給付費

本 度 前 度 比　　較

1429

3 地域密着型介護
　　予防 ﾋﾞ 給付費

1430

特例地域密着型
介護予防 ﾋﾞ 給付費

1431

介護予防福祉用具
　　購入費

1432

介護予防住宅
　　改修費

1433

介護予防 ﾋﾞ
　　計 給付費

事　業　名

1434

8 特例介護予防
　　 ﾋﾞ 計 給付費

合　　計

介護給付費 担金 , 8千

政調整交付金 , 千

交付金 , 千

介護給付費 担金 , 千

担金 , 千

号被保険者保険料 ,33 千

計 , 千

予防給付 介護予防サー ス提供費用の利用者 担を除く保険給付費を 担す H
度 介護予防サー ス給付の 訪問サー ス 通所サー ス 地域支援事業へ移行し い

国

町
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福祉保健課

8　項　高 療合算介護 ﾋﾞ 等費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

3,500 4,500 △ , 1,531 0 1,588 381

100 100 0 44 0 45 11

3,600 4,600 △ , 1,575 0 1,633 392

　　○ 事業説明 3,600 千

　　○ 源 訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

　款　保険給付費

　　　源　　　 　　　訳

1524

高 療合算介護
ﾋﾞ 費

1525

高 療合算介護予
防 ﾋﾞ 費

本 度 前 度 比　　較

介護給付費 担金 千

政調整交付金 千

交付金 , 千

国

介護給付費 担金 千

担金 3 千

号被保険者保険料 千

計 3, 千

町

事　業　名

介護保険の利用者 担 と 療保険 後期高齢者 療の一部 担金等の合計 高 のとき
支給

間の介護保険と 療保険 後期高齢者 療の 残 担 を基準日 ３ 日 時点 の
療の世帯 合算し 所得 分 応 限度 を超え 部分を払い戻す

合　　計
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　款　地域支援事業費

　項　介護予防 生活支援サー ス事業費

　目　サー ス事業費 福祉保健課

　目　介護予防 ア ネ ン 事業費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

12,364 12,364 0 4,019 0 5,365 2,980

33,627 30,786 2,841 10,926 0 14,590 8,111

437 437 0 142 0 189 106

200 100 100 65 0 86 49

100 100 0 33 0 43 24

15,136 15,719 △ 83 4,713 0 6,293 4,130

61,864 59,506 2,358 19,898 0 26,566 15,400

　　○ 事業説明 61,864 千

＜ サー ス事業費＞ 46,728 千

訪問型サー ス事業 12,364 千

新地域支援事業 け 現行相当の訪問介護サー ス　　　　　 10,200 千

新地域支援事業 け 住民主体等の訪問型サー ス 562 千

新地域支援事業 け 専門職 短期集中訪問型サー ス 162 千

新地域支援事業 け 訪問型サー ス 1,440 千

通所型サー ス への参加を移動支援

通所型サー ス事業 33,627 千

新地域支援事業 け 現行相当の通所介護サー ス 27,600 千

新地域支援事業 け 住民主体 よ 通所型サー ス 4,400 千

新地域支援事業 け 短期集中予防サー ス 日 病院 1,229 千

介護予防体操 Ｖ 作成事業委託料 26 千

執行経費 需用費 3 千 役務費 千 273 千

予防事業指導者賃金 99 千

生活支援サー ス事業費 437 千

新地域支援事業 け 見 サー ス

　　 × × 回×3 人 187 千

　　 × × 回× 人 250 千

総合事業審査支払手数料 200 千

高 介護サー ス費相当事業 100 千

　　　源　　　 　　　訳

1439

訪問型サー ス事業

1440

通所型サー ス事業

1441

生活支援サー ス事業

本 度 前 度 比　　較

1543

総合事業審査支払手数料

1544

高 介護サー ス費相当
事業

1445

介護予防 ア ネ ン
事業

事　業　名

合計
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前 ー よ

＜ 介護予防 ア ネ ン 事業費＞ 15,136 千

要支援 の者 総合事業のみ利用し い 者と事業対象者 対し

　介護予防 ネ ン を行う

保険者 直営 運営す 地域包括支援セン ー 契約と介護予防 ネ

　 ン を実施す 地域包括支援セン ー 契約を行い居宅

　支援事業所へ委託し 行う

人件費 職員給 等 8,485 千

委託料 6,498 千

執行経費 需用費 千 役務費38千 使用料及び賃借料3 千 153 千

　　○ 源 訳

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

地域支援事業交付金 , 千

地域支援事業交付金 , 千

地域支援事業交付金 , 千

担金 , 千

号被保険者保険料 , 千

計 ,8 千

町
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 款　地域支援事業費  福祉保健課

 項 一般介護予防事業費 単位：千

　目　一般介護予防事業費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

60 60 0 20 0 27 13

9,064 9,229 △ 2,849 0 3,803 2,412

792 1,159 △ 3 257 0 344 191

12 12 0 4 0 5 3

12 12 0 4 0 5 3

9,940 10,472 △ 3 3,134 0 4,184 2,622

　　○ 事業説明
＜ 一般介護予防事業費＞ 9,940 千

介護予防把握事業

　介護予防 資す 者の把握 め 60 千

介護予防普及啓発事業 9,064 千

全高齢者を対象とし 一次予防の めの介護予防事業を行う

　地域 い 介護予防 向け 取 組み 主体的 実施さ よう

　健康教育 相談等を通 介護予防 関す 知識の普及 啓発を行う

　　　 住民主体通所型サー ス 会場及び住民主体の集い会場 け

　　　　口腔指導 栄養指導を実施

　　　 住民主体通所型サー ス 会場及び住民主体の集い会場 出前講

　　　　 隊 よ 介護予防講 の実施

　　　 口腔機能向上の めの住民健診会場等 の歯科衛生士 よ 口腔

　　　　衛生指導

　　　 生活支援ボ ンテ アを養成し 地域支え合いの機運を高め とと

　　　　高齢者の 便を解消す

　　　 介護保険パン ッ ３ 回の制度改正 よ 普及 啓発を行う

人件費 職員給料等 3,229 千

報償費

　　 介護予防口腔衛生指導 240 千

　　 介護予防啓発講 講師謝金 92 千

　　 生活支援ボ ンテ ア活動 イン 93 千

委託料 介護予防教室指導ＰＴ 4,440 千

執行経費 需用費 千 役務費 千 使用料及び賃借料 千 970 千

地域介護予防活動支援事業 792 千

担金補 及び交付金 住民集いの場 720 千

執行経費 需用費 千 使用料及び賃借料 千 72 千

　　　源　　　 　　　訳

1545

介護予防把握事業

本 度 前 度 比　　較事　業　名

1546

介護予防普及啓発事業

1547

地域介護予防活動支援事
業

1548

一般介護予防事業評価事
業

1549

地域 ハ テーション活
動支援事業

合計
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前 ー よ

一般介護予防事業評価委事業 12 千

需用費 12 千

地域 ハ テーション活動支援事業 12 千

需用費 12 千

　　○ 源 訳　　

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

地域支援事業交付金

地域支援事業交付金 , 千

地域支援事業交付金 , 千

担金 , 千

号被保険者保険料 , 8 千

計 , 千

町

, 千
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　款　地域支援事業費 福祉保健課

3　項　包括的支援事業 任意事業　 単位：千

　目　総合相談事業費

　目　権利擁護事業費

3　目　包括的 的 ア ネ ン 支援事業費

　目　任意事業費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

58 70 △ 34 0 9 15

76 76 0 45 0 12 19

9,323 8,622 701 5,051 0 1,330 2,942

1,240 1,240 0 726 0 191 323

612 612 0 358 0 94 160

143 143 0 84 0 22 37

11,452 10,763 689 6,298 0 1,658 3,496

　　○ 事業説明
＜ 総合相談事業＞ 58 千

高齢者の心身の状況 必要 情報を把握し 相談 応 保健

　 療 福祉サー ス 適 支援 関係者間の

　ネッ ワー 構築 め

執行経費 需用費 千 役務費 千 使用料及び賃借料　 千 58 千

＜ 権利擁護事業＞ 76 千

高齢者 地域 尊厳のあ 生活を 心し よう 専門的

　 的視点 権利擁護の め必要 支援を行う

　　 成 後見制度の活用 進の めの啓発の実施

　　 高齢者虐待への対応 老人福祉施設等への措置支援

　　 困難事例への対応

　　 消費者被害の防

執行経費 需用費 千 役務費 千 使用料及び賃借料　 千 　　 76 千

＜３ 包括的 的 ア ネ ン 支援事業費＞ 9,323 千

高齢者 住み慣 地域 暮 し け 事 き よう 多職種

　の連携 協働体制を充実し 介護支援専門員への支援を行う

　　 療機関を含め 関係機関との連携体制の充実

　　 地域包括 ア会議 在宅支援会議の開催

　　 介護支援専門員のネッ ワー 構築と支援

　　 支援困難事例等への指導 言　等

※必置専門職：主任介護支援専門員 社会福祉士 保健師の３職種

人件費 職員給料等 9,255 千

執行経費 需用費3 千 役務費 千 使用料及び賃借料 千 68 千

　　　源　　　 　　　訳

1446

総合相談事業

本 度 前 度 比　　較

1447

権利擁護事業

8　包括的 的 ア
ネ ン 支援事業

1452

家族介護支援事業

3　成 後見制度利用
支援事業

　認知症サ ー ー
等養成事業

合計

事　業　名
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前 ー よ

＜ 任意事業＞ 1,995 千

　　　 　家族介護支援事業 名称変更 1,240 千

   家族介護用品の支給 　 750 千

　    対象者：住民税非課税世帯 要介護認定 又 の者

　　　　　　　　　及び介護者 住民税非課税世帯の者

   家族介護慰労費の支給　 100 千

   　 対象者：住民税非課税世帯 要介護認定 又 の者

　　　　過去 間介護サー ス利用の無い者

   家族介護教室の開催    　　 日 福祉会 事業委託　 240 千

     　適 介護知識 技術の習得等の教室を開催し 家族介護支援を行う

   家族介護者交流事業    　　 日 福祉会 事業委託 150 千

　    　家族の身体的 精神的等の 担軽減を目的とし 介護者の交流を行い

　　　　在宅介護を支援す

　　 　成 後見制度利用支援事業 612 千

　 成 後見制度利用 必要 高齢者 い 町長申立 係 経費を計上

　 成 後見人等報酬 成 480 千

　 執行経費 需用費　 千 役務費　 千 132 千

　認知症サ ー ー等養成事業 143 千

　 認知症サ ー ー養成講 謝金 50 千

　 旅費 9 千

　 執行軽費 需用費 千 役務費 千 使用料及び賃借料 千 84 千

　　○ 源 訳　　

国 その他

県 その他

その他

その他

地域支援事業交付金 , 千

地域支援事業交付金 , 千

担金 3, 千

号被保険者保険料 , 8千

計 , 千

町
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　款　地域支援事業費 福祉保健課

　項　包括的支援事業 社会保障充実分 　 単位：千

　目　在宅 療 介護連携推進事業

　目　生活支援体制整備事業費

3　目　認知症初期集中支援推進事業費

　目　地域 ア会議推進事業費

国県支出金 地方債 その他 一般 源

94 1,822 △ , 8 55 0 14 25

1,644 1,632 12 962 0 253 429

170 82 88 99 0 26 45

2,887 2,657 230 1,689 0 445 753

311 287 24 182 0 48 81

5,106 6,480 △ ,3 2,987 0 786 1,333

　　○ 事業説明

＜ 在宅 療 介護連携推進事業＞ 94 千

疾病を抱え 自宅等の住み慣 生活の場 療養し 自分 しい生活

け め 地域 け 療 介護の関係機関 連携し 包括的

的 在宅 療 介護の提供す

執行経費 需用費3 千 役務費 千 使用料及び賃借料 8千 94 千

＜ 生活支援体制整備事業＞ 1,644 千

新地域支援事業 け 生活支援コー ネー ーを配置し

多様 生活支援サー スを充実させネッ ワー 化を図

生活支援コー ネー ーを町社協 配置　 1,632 千

執行経費 需用費 千 役務費 千 12 千

＜3 認知症初期集中支援推進事業＞ 170 千

旅費 100 千

執行経費 需用費3 千 役務費 千 使用料及び賃借料 千 70 千

＜ 認知症地域支援 ア向上事業＞ 2,887 千

　 新地域支援事業 け 認知症地域支援推進員を配置し 療機関や

　介護サー ス及び地域の支援機関を繋 地域 け 支援体制の

　構築を図 とと 認知症啓発 認知症サ ー ーの養成 ース相談

　を行う 1,994 千

認知症講演会 個別相談会 認知症の人を介護す 家族の交流会 314 千

　講師 師謝金 認知症啓発イ ス 作成

認知症 のぼ 用旗 ー 啓発 ッ パン ッ 等購入 322 千

講師旅費費用弁償 地域支援推進員研修旅費 209 千

執行経費 役務費 千 使用料及び賃借料 千 48 千

本 度 前 度 比　　較事　業　名

1553

生活支援体制整備事業費

　認知症初期集中支
援推進事業費

1555

認知症地域支援 ア向
上事業

　地域 ア会議推進
事業

合計

　　　源　　　 　　　訳

1552

在宅 療 介護連携推進
事業
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＜５ 地域 ア会議推進事業＞ 311 千

包括的 的 ア ネ ン 業務の効果的 実施の め 地域 ア

会議 の設置 め け ば いとさ い

個別 ースを検討す 地域 ア会議 地域 ア個別介護 とし 在宅支援

会議 自立支援検討会 を実施し い

地域課 の解決を検討す 地域 ア会議 地域 ア推進会議 とし 地域

包括 ア会議 を実施し い

講師謝金 48 千

旅費 116 千

執行経費 需用費8 千 役務費 千 使用料及び賃借料3 千 147 千

　　○ 源 訳　　

国 その他

県 その他

その他

その他号被保険者保険料

計

町

地域支援事業交付金 , 千

地域支援事業交付金 千

担金 ,333千

8 千

, 千

－147－



成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

　款　公　債　費　　

　項　公　債　費　　 福祉保健課

　目　利　　子　　 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

50 50 0 0 0 0 50

　　○ 事業説明

公債費償還事務

保険給付等の歳計現金 足 よ 一時借入 係 利子償還

償還金利子及び割引料 50 千

　　○ 　　　源

一般会計繰入金 50 千

8　款　諸支出金

　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

　目　第 号被保険者保険料還付金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

300 400 △ 0 0 300 0

　　○ 事業説明
保険料還付事務

過 度賦課 係 介護保険料 過誤納と 介護保険料の還付を行う

償還金利子及び割引料 300 千

　　○ 　　　源

繰越金 300 千

本 度 前 度

1333

公債費償還事務

本 度

1334

保険料還付事務

前 度 比　　較事　業　名

事　業　名 比　　較
　　　源　　　 　　　訳

　　　源　　　 　　　訳
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成３０ 度介護保険特別会計当初予算説明資料

8　款　諸支出金

　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

3　目　償還金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

16,000 10,000 6,000 0 0 16,000 0

　　○ 事業説明

国庫支出金返還金 10,000 千

県支出金返還金 3,000 千

支払基金交付金返還金 3,000 千

　　○ 　　　源

繰越金 16,000 千

　款　基金積立金

　項　介護給付費準備基金積立金 福祉保健課

　目　介護給付費準備基金積立金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

62 66 △ 0 0 62 0

　　○ 事業説明
介護給付費準備基金 発生し 預金利息を積立

基金積立金 62 千

　　○ 　　　源

産収入 介護給付費準備基金利子収入 62 千

　介護給付費準備基
金積立金

本 度

本 度

前 度

前 度

　　　源　　　 　　　訳

　　　源　　　 　　　訳

事　業　名

事　業　名

3 　国県支出金過 度
分返還事務

比　　較

比　　較
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02  款  サー ス事業費

01  項  居宅介護事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護事業費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

14,369 32,640 △ 18,271 0 10,400 426 3,543

○ 事業説明

指定管理施設 あ 介護老人福祉施設あ の郷の修繕工事 備品購入を行 い 介護サー ス

　提供 支障をき さ いよう整備す 　

○ 執行経費

需用費 修繕料

需用費 300 千

建物設備等緊急修繕料 2,000 千

役務費

火災保険料 あさ の郷 すみ荘 くさ荘 あ の郷 663 千

備品購入費 11,406 千

あ の郷車椅子 更新 6 859 千

あ の郷運動支援システム 新規 一式 1,064 千

あ の郷厨 機器 6,102 千

　ス ームコン ションオー ン 更新 1

　電気温湿蔵庫 更新 1

　真空包装機 更新 1

あ の郷介護 新規 4 3,381 千

○ 　　　源

日 福祉会 担金 火災保険料分 426 千

地方債 介護サー ス事業債 過疎対策事業債 10,400 千

一般会計繰入金 3,543 千

本 度 前 度事　業　名 比　　較

成３０ 度介護サー ス事業特別会計当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳

1407　居宅介護事業
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02  款  サー ス事業費

02  項  居宅介護支援事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護支援事業費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

9,492 10,277 △ 785 0 0 3,558 5,934

　　○ 事業説明

指定居宅介護予防支援事業所 地域包括支援セン ー い 支援す 介護予防サー ス計 の

　立案と事後評価 係 費用を計上

　　 介護予防支援対象者：要支援 及び要支援2と認定さ 被保険者の一部

　　 介護予防サー ス 支援計 の一部を指定居宅介護支援事業所 委託

委託先：日 福祉会 町外の事業所

　　○ 執行経費

職員人件費 5,942 千

介護予防サー ス 支援計 作成業務委託料 2,565 千

　 介護予防支援の ﾏﾈ ﾞﾒ 業務委託料

介護予防サー ス 支援計 作成事務費

　需用費 294 千

　役務費 119 千

　使用料及び賃借料 72 千

職手当組合 担金 500 千

　　○ 　　　源

介護予防サー ス計 費収入 介護報酬 等 3,558 千

一般会計繰入金 5,934 千

1336　居宅介護支援事業

比　　較本 度 前 度事　業　名

成３０ 度介護サー ス事業特別会計当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳
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03  款  公　債　費

01  項  公　債　費 福祉保健課

01  目  公　債　費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

67,764 85,579 △ 17,815 0 0 25,389 42,375

　　○ 事業説明

あ の郷建設及び改修の め借入し 過疎債 介護サー ス事業債の元利償還金

あ の郷備品購入 介護 ッ 特浴 等 の め借入し 過疎債 介護サー ス債の元利償還金

くさ荘特浴 すみ荘 移設 整備の め借入し 過疎債及び介護サー ス債の元利償還金

　　○ 執行経費

償還金利子及び割引料　 元金 66,390 千

過疎債元金償還金

償還金利子及び割引料　 利子  1,374 千

過疎債利子償還金

　　○ 　　　源

諸収入 指定管理者日 福祉会 担金 25,389 千

一般会計繰入金 42,375 千

1337　公債費償還事務費

本 度 前 度 比　　較事　業　名

成３０ 度介護サー ス事業特別会計当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳
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　款　総　務　費

　項　総務管理費 住　民　課

　目　一般管理費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費
賃金 　重複 頻回 診者訪問指導事業の相談員賃金 73 千

需用費 　重複 頻回 診者訪問指導事業 係 消耗品等 21 千

役務費　　　　　　 　被保険者証 各種 出書類の広域連合への進達 係 郵券料 663 千

委託料　　 　後期高齢者 療システム 係 保 等委託料 2,935 千

　 　　　　　　　 　後期高齢者の健診委託料及び費用決済手数料 人分 1,674 千

　高齢者健診独自追加項目 血清ア ン付加検査 54 千

　 療費通知事務分 国保連合会 1 千

使用料及び賃借料　重複 頻回 診者訪問指導事業 係 コ ー機使用料 4 千

○ 　　　源
事業 託収入 広域連合よ 入分 1,549 千

重複 頻回 診者訪問指導事業 託収入 98 千

一般会計繰入金 3,778 千

　款　総　務　費

　項　徴　収　費 住　民　課

　目　徴　収　費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

後期高齢者 療被保険者への保険料 係 各種通知 納付書の発 係 郵券料

○ 執行経費

役務費　　　　　 　保険料の徴収及び還付 係 郵券料　 200 千

○ 　　　源

督 手数料 6 千

一般会計繰入金 194 千

事　業　名

83  徴収費 0 1946

前 度

3,940

前 度

200

総合行政システムの共通化 伴う後期高齢者システム 替 係 委託料及び使用料

0

0

本 度

5,425

本 度

200

後期高齢者の健康増進事業 係 成

重複 頻回 診者訪問指導事業 係 費用

　　　源　　　 　　　訳
比　　較

0

成3 度後期高齢者 療特別会計当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳

後期高齢者 療被保険者への被保険者証や各種通知の 付 係 郵券代

広域連合との住民異動情報 保険料収納情報等の連携 用い 後期高齢者 療システムの保 係 委託料

後期高齢者の健康診査実施 係 委託料

比　　較

1,485 0 3,778

事　業　名

8   一般管理費 1,647

3



　款　後期高齢者 療広域連合納付金

　項　後期高齢者 療広域連合納付金 住　民　課

　目　後期高齢者 療広域連合納付金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

徴収し 保険料 普通徴収 特別徴収 滞納繰越分 を広域連合へ毎 納付す

後期高齢者 療制度の 定的 運用を図 め 保険基 定 担金を広域連合 支出す

鳥取県後期高齢者 療広域連合の運営 係 経費の 担金を支出す

○ 執行経費

担金補 及び交付金 納付保険料 現 度分 特徴及び普徴 52,696 千

納付保険料 滞納繰越分 普徴 50 千

基 定 担金 31,618 千

広域連合共通経費 担金(一般会計 特別会計分 7,328 千

○ 　　　源

後期高齢者 療保険料 特別徴収 普通徴収 滞納繰越分 52,746 千

一般会計繰入金 38,946 千

3　款　諸支出金

　項　償還金及び還付加算金 住　民　課

　目　保険料還付金 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

保険料の過誤納 よ 過 度分保険料の還付金

○ 執行経費

償還金利子及び割引料 過 度分保険料還付金(歳出還付 100 千

○ 　　　源

広域連合還付金 100 千

事　業　名

事　業　名

8   後期高齢者 療
         広域連合納付金

8   保険料還付金

0

0

　　　源　　　 　　　訳

　　　源　　　 　　　訳

38,946

0

0

0

52,746

100100

前 度

90,318

前 度

100

比　　較

1,374

比　　較

0

本 度

91,692

本 度

成3 度後期高齢者 療特別会計当初予算説明資料



　款　発電事業費

　項　発電事業費 住　民　課

　目　発電事業費 単位：千

国県支出金 地方債 その他 一般 源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 消耗品等 75 千

電気料 444 千

発電所電気料 300 千

石見地域街灯電気料 144 千

役務費 141 千

発電機オイ 交換代 74 千

郵券 電話料 34 千

損害保険料 33 千

施設管理委託料 8,194 千

自家用電気工作物管理委託料 573 千

導水路管理委託料 1,719 千

導水路周辺草刈 作業委託 200 千

除塵機保 委託料 302 千

発電機再開時保 委託料 5,400 千

使用料及び賃借料 218 千

鳥取県流水占用料 218 千

導水路等復旧工事費用 30,000 千

工事請 費 ３工 28,000 千

用地取得代金 1,000 千

立木等補償代金 1,000 千

担金 諸会費 128 千

中国 水力発電協会　会費 48 千

鳥取県 水力発電協会　会費 42 千

鳥取県地域振興対策協議会 水力発電振興部会 　会費 28 千

ム所在地市町村全国協議会　会費 10 千

予備費 500 千

基金積立金利息 2 千

○ 　　　源

新石見 水力発電所売電料 ５ヵ 分 5,000 千

電気事業債 34,700 千

基金積立金利息 2 千

0

事　業　名

新石見 水力発電所の適正 管理と運営 め
導水路の復旧工事を実施し き け早期 心 全 運用 き よう す

3  再生 能 ネ
       ー発電事業

成3 度再生 能 ネ ー発電事業特別会計当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳
本 度

39,702

前 度

7,227

比　　較

32,475 0 34,700 5,002



01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日 病院

01　目　病院施設改良費 (単位:千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

6,343 5,700 643 0 0 0 6,343

○ 事業説明

工事請 費

ﾋﾞ 室 上防水 1,215 千

ボイ ー修繕 2,066 千

緊急時保留分 3,000 千

委託料

ﾋﾞ 室 上防水工事 理業務 61 千

01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日 病院

02　目　 形固定資産購入費 (単位:千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

19,892 29,011 △ 9,119 2,900 2,900 0 14,092

○ 事業説明　執行経費

器械備品購入費

細菌検査システム 1 5,886 千

ﾞ車いす 1 245 千

電気刺激装置 1 612 千

ｴ ﾞﾒ ﾀ 1 243 千

ｮ ﾞ 1 167 千

ン ー 1 123 千

除雪機 1 994 千

緊急時保留分 10,000 千

車両購入費

訪問用軽自動車 1 1,622 千

○ 　　　源

鳥取県地域 療介護総合基金 救急 2,900 千

器械備品整備債 2,900 千

  成３０ 度日 町病院事業会計 資本的収支 当初予算説明資料

　　　源　　　 　　　訳

病院施設改良事業

　　　源　　　 　　　訳

形固定資産購入事業

比　　較

本 度

本 度

前 度

前 度

比　　較

補 金

事　業　名

事　業　名

企業債
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  成３０ 度日 町病院事業会計 資本的収支 当初予算説明資料

01　款　資本的支出

02　項　企業債償還金 日 病院

01　目　企業債償還金 (単位:千 )

国県支出金 地方債 その他 一般 源

82,199 117,716 △ 35,517 0 0 0 82,199

　　○ 事業説明

企業債元金償還金 訳

※ 成29 度 残高見込 649,824 千

成9 度増築 4,123 千

成11 度療養病棟増築 17,807 千

成17 増改築 27,546 千

成17～18 師住宅 3,490 千

療機器等 29,233 千

　　　源　　　 　　　訳

企業債償還金

本 度 前 度 比　　較事　業　名
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅱ

款 09 施策 (5)

項 01

目 1

1042

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

消防車両や資機材 収納場所とし 万全を期すた 新築工事を行う
車庫及び待機室が併設さ た施設を想定中
設計委 費：1,029千 整備工事費：14,280

事
業
実
施

効
果

火災時・災害時 団員 参 場所・活動 点と 常時 分団 会議等が行うことが可能と

将
来

見
通
し

目
標

消防機庫 安定した利活用を図

目
的

山上分団機庫 更新 新築

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

山上分団 機庫 経 建物基礎が傾い お 非常 危険 状態 あ

15,200 0

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

109事業費 成30 度計上 15,309 0

細目事業 消防施設整備管理事業 事業 種類 新規

事業名 山上分団機庫新築整備

[ 成30 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 総務課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 安心・安全 暮 しが出来

消防費 消防・防災体制 強化

消防費 重点
施策

④ 安心し 暮 し続け 地域 く
消防施設費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策

款 09 施策 (5)

項 01

目 02

1044

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

アナロ 防災無線 タ 防災無線 更新し 新た 防災無線 構築を図 町民 安心・安全
資す も 適 情報提供 連絡 成29 度 60MHｚ帯を中心 した電波伝搬調
査を 現状 調査を行う 共 後 タ 化移行 設計業務 工事費用 積算 親局・
中 局 更新・配置計 移行期 併行稼働方法 策定 を行い 全体的 無線システ 見直
しを図った 成30 度 2 無線システ 並び 戸別 信機 更新 屋外拡声局 整備工事
を行っ いく

○ タ 防災行政無線施工管理業務 7,096千
○ タ 防災行政無線 報系・移動系 整備工事 318,311千

事
業
実
施

効
果

災害時等 おい 通信 輻輳等 電話や携帯電話 使用 い も 端 局を設置す 地域
防災関 機関 生活関連機関等 災害通信・連絡通信を確保す こ

将
来

見
通
し

目
標

町民 安心・安全 資す 引 続 防災行政無線 維持管理を 続し 適 情報提供 連絡

成29 度 調査・設計業務を行った 成30 度 成31 度 整備工事を行う

目
的

防災情報伝達 整備

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

現状 防災無線 設置 す 経過し お 屋外無線機及び家庭用防災無線機 老朽化
進 無線 不具合 難聴 増加し い た 全国的 も タ 無線 整備率 上 っ お
旧式アナロ 無線 部品 製造さ い い 修理も難しく っ い 状態 あ

緊急防災・減災事業債 財源措置 成 度 さ お た 旧スプリアス規格 無線機
成 以降 使用 く こ 現状を踏 え 防災行政無線 タ 化移行

必要性 生 い 無線 更新 概 を要す た 早期 対策 急務 っ い

325,400 0

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

7事業費 成30 度計上 325,407 0

細目事業 防災対策事業 事業 種類 続

事業名 タ 防災行政無線施工管理業務・ タ 防災行政無線 報系・移動系 整備工事

[ 成30 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 総務課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 安心・安全 暮 し 出来 町

消防費 消防・防災体制 強化

消防費 重点
施策

④ 安心し 暮 し続け 地域 く
消防施設費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策

款 02 施策 (43)

項 01

目 07

1011

特
記
事
項

○統計 基準 多く採用さ 10 1日を基準日 し 実施予定

解
決
策

事
業

容

．事業名
日 町民 ち く アン ト実施事業
． 容
ち く 全般 関す アン ト
⇒①く し 自 共 扶 等 し 起業 就職 用等 楽し 娯楽等 実態 い
確認
．方法
標 無作 抽出法
．アン ト 必要数及び依頼数
①必要数586人分 団5,000人 精度5% 信頼率99% 設定
依頼数1,000人分 回収率60%/586人分≒976.6人

５．調査方法
郵送・返送方式

事
業
実
施

効
果

目指す効果
実態把握 行政支援 確認 拡充 縮小 是非 民間活用 可能性 分析を行い
①施策 立案 優 位や役割分担等を効率的 行う
町民へ情報開示し 実態 共 町政へ 意識向上を図 たい

将
来

見
通
し

目
標

①行政 町民 ャップを減 す
期待さ 施策 展開
無駄を減 す

④町民満足度 向上を目指す

目
的

アン ト調査を 行い 町民 生活実感を効率的 把握す も 施策 参考 す
初 度 第6次日 町総合計 策定 けた基礎資料 し項目も多い 容 す

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

現状
ち く 懇談会 や 自治協議会・自治会長合 会議 町政 関す 町民 意見交換会 実

施さ た各種施策 おい 町民 意見を聞くこ あ そ 対象者や設問 様々 あ も
状況 い も十分 タ し 蓄積 い い

目 しく変わ 社会情勢 対応した町民生活 実態を 調査 蓄積し そ 変化を分析す
も 将来 向けた施策 活 す必要 あ

0 0

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

222事業費 成30 度計上 222 0

細目事業 企 一般管理事務 事業 種類 拡充

事業名 ち く アン ト実施事業

[ 成 ０ 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 日 町へ 移住・定住を 進させ

総務費 上記 分類さ いも

総務管理費 重点
施策

④ 安心し 暮 し続け 地域 く
企 費

-160-



区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅱ

款 02 施策 (43)

項 01

目 07

1011

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

．事業 容
モン ル日本語学校視察研修及び包括協定締結
人材交流及び人材育成・派遣事業 協議

． ケ ュ ル案
成30 3月 担当者打合せ
成30 4月 旬 モン ル日本語学校視察及び包括協定締結
成30 7月 モン ル日本語学校生と 交流

※鳥取県モン ル中央県親善協会と 連携事業

成30 随時 け入 団体設立準備
成30 随時 日本語学校生 ＯＢ含 意向確認
成30 随時 企業 対す 外国人 け入 意向確認

事
業
実
施

効
果

目指す効果
モン ル日本語学校等と交流を深 こと

事業所 おけ 職場 活性化 国際交流 社会 献を図
留学生 定着を図 高校・専門学校等 学生確保と コミュニティ 維持活性化

将
来

見
通
し

目
標

地域コミュニティ 維持
人材確保定着 人材難 解消

創造的過疎 実現

目
的

療・福祉現場等 不足す 人材確保 一方策とし 鳥取県と関 深いモン ル日本語学校 卒
業生を け入 中山間地域へ 外国人就労 可能性を探 パ ロッ 事業とし 実施す

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

現状
日 療・福祉を 農業・林業 人材難が続い お 住民 老後や保健・ 療・福祉へ
不安が募 あ
こ 対し 厚生労働省を中心 保健・ 療・福祉現場へ 外国人労働 規制緩和が進
い が 小規模自治体等 ハ ルが高い状況 あ

こ を解決す た 鳥取県モン ル中央県親善協会と連携し 課 解決 取 組

0 0

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

2,491事業費 成30 度計上 2,491 0

細目事業 企 一般管理事務 事業 種類 充

事業名 外国人材交流派遣事業

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 日 へ 移住・定住を 進させ

総務費 上記 分類さ い

総務管理費 重点
施策

用 創出 安心し 働け まち く

企 費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 策 Ⅳ

款 02 施策 (39)

項 01

目 10

1343

[ 成３ 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

称

策
分
類

称

一般会計 ④安心 暮 続 地域 く

総務費 情報化 推進

総務管理費 重点
施策

④ 安心 暮 続 地域 く
諸費

細目事業 タ ン ッ 管理運営事務 事業 種類 拡充

事業 タ ン ッ 管理運営事務 CATV施設FTTH化

0 0

区分
(単 ：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

33,156事業費 成30 度計 33,156 0

目
的

ケ 施設 更新 将来的 4K 8K 送 対応可能 経常経費 減 通
信 高 化 新 需要 受 皿 通信 ン を構築

事
業

必
要
性

現
状

課

現在 ケ 施設 成14 15 度 2ヶ を 構築さ 全域をエ 通信 ン
を敷い い 運用開始 約15 経過 ッテ や 軸用増幅器を 機器
老朽化 出処 不明 生 線自体 劣化 懸念さ い
ま 現在 通信方式 HFC：光 ッ 軸線を必要 全国的 新 通信方式
FTTH： ザ ホ ム へ 移行 軸線 び関連機器 入手 困難 い
く 予想さ い

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

通信ケ をFTTH方式 更新 送 通信 高度化へ 対応 民 利便性 向
企業誘致 産業振興等

H30 度 設計業務
H31 度 更新工事 1 目
H32 度 更新工事 2 目

事
業
実
施

効
果

通信ケ をFTTH方式 更新 影響さ い安定 通信 確保
く 経常経費 削減 300万 び通信 度 向 ：最大160Mbps→最大1Gbps ：最
大10Mbps→最大1Gbps 見込ま ま 特 通信 度 大幅 増 情報系企業等
誘致や 送 通信 高度化へ 対応 民 利便性 向 産業振興等

将
来

見
通

目
標

民へ 情報格差 無い通信環境 改善 ロ ン 基本 ン 新 ビ
展開 見込ま 産業 活性化 い
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅳ

款 02 施策 (29)

項 01

目 10

1424

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

地域 点施設とし 機能と 災害時 避難所とし 機能を持 新施設 建設を行う 地域住民
意見を取 入 た施設 容とす
0 度： 福栄地域振興センタ 新築工事 外溝工事含 及び監理業務を発注す

事
業
実
施

効
果

地域 点施設及び災害時 避難所施設並び 地域振興センタ 機能 効果

将
来

見
通
し

目
標

地域住民が施設を積極的 活用す こと 地域活力 向上とコミュニティ 維持

目
的

福栄コミュニティセンタ 新築

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

築 0 以上が経過し老朽化が進行し いた旧施設を 9 度 解体し 0 度新築工事発注へ向け 9
度 設計を行 た
9 度： 旧施設解体工事及び 設計・監理委 業務並び 新施設設計委 業務

100,000 0

区分
単位：千 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

0事業費 成 0 度計上 100,000 0

細目事業 地域振興センタ 管理事務 事業 種類 新規

事業名 福栄コミュニティセンタ 建設事業

[ 成 0 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ④安心し 暮 し続け 地域 く

総務費 地域まち く 協議会 発展

総務管理費 重点
施策

④安心し 暮 し続け 地域 く
諸費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策

款 07 施策 (43)

項 01

目 01

1190

[ 成 ０ 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 日 町へ 移住・定住を 進させ

商工費 上記 分類さ いも

商工費 重点
施策

① 用 創出 安心し 働け ち く

商工総務費

細目事業 商工総務一般管理事務 事業 種類 拡充

事業名 インタ ンシップ支援事業

0 0

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

120事業費 成30 度計上 120 0

目
的

学生 町 事業所 行う就業体験 経費を支援す こ 就業意識 向上を図 も
事業所ＰＲ 機会や将来 技術者等 確保・育成 場を創出し もっ 人口増加・産業 活性化を図

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

現状・課
少子化 影響 企業 就職活動 学生 対す 就業機会 全国的 増え 中 鳥 県 おい
も っ インタ ンシップ 制度を設け 学生 職を身近 感 組 進 い 日 町
事業所ＰＲや け入 機会 確保 不足し お こ 組 力を入 いくこ 急務 っ
い

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

．事業名
日 町インタ ンシップ支援事業
． 容
インタ ンシップを行う学生 旅費及び宿泊費 一部を 成
．補
・旅費：1人あた 2,000 を限度
・宿泊費：1人1泊あた 2,000 を限度 5泊を限度

事
業
実
施

効
果

目指す効果
①学生⇒就業意識 向上及び事業所 交流 縁 く
事業所⇒職場ＰＲや将来 技術者確保・育成 場 く

将
来

見
通
し

目
標

○20代 就職率向上
○人口移動 社会増 向上
○上記 緩や 人口減少を目指す
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策

款 07 施策 (37)

項 07

目 02

1193

[ 成 ０ 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 企 課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ① 事を く 安心し 働け ち く

商工費 観 振興

商工費 重点
施策

④安心し 暮 し続け 地域 く
観 費

細目事業 観 振興対策事業 事業 種類 拡充

事業名 観 振興対策事業 タ 観 振興事業

5,000 906

区分
(単位：千 ) 容 金

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源

18,144事業費 成30 度計上 24,050 0

目
的

タ 観 チ ット収入 駐車場収入 特産品 売 飲食 宿泊 ち 得 う ・
ソ ト も 整備す タ 観 外 獲得

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

地元 熱心 タ 保護活動 日 最大 ヒ ン 時 見 タ 鑑賞地を整
備
地元 強力 おも し体制を整備
し し ①スタッ ンテ ア 観賞者 益者 担 し 運営費 補 金 主

いう状態 あ 観 地域経済 もた す効果 わ 薄 った

特
記
事
項

資料①： 成30 度 タ 観賞 予想
資料 ： スロ タリ イ 図
資料 ： FSC Eco Skywalk イ 図

解
決
策

事
業

容

シャト ス 拡充・ ア ス誘致・ スロ タリ整備
保護 観 を両立させ 更 観賞 町 消費を増加させ た ①自家用車 観賞地 へ 侵入禁 ス
ロ タリ及び ス駐車場を観賞地 整備 シャト ス 拡充 ④ ア ス 誘致 必要 っ く
事業費 ①0万 + 30万 ＋ 180万 ＋④0万 -補 金＝0万

タ 観 付 宿泊プ ン 造成・ 売
事業費 宿泊施設 巡回 ッ アップ ス運行事業：2万 ×15日-補 金＝0万
福万来 タ 乃国 魅力アップ整備事業

① 地域×大学×企業×行政 作 FSC Eco Skywalk整備
事業費 10万 調査・計
観 事業広告 伝費

事業費 200万

事
業
実
施

効
果

観賞者数：5000人 前 比約40％アップ
期間宿泊者数：150泊 前 比約25％アップ

将
来

見
通
し

目
標

2020 観賞者数：7000人 H29 2倍
2020 期間宿泊者数：250泊 H29 2倍
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅳ

款 03 施策 (19)

項 01

目 01

1539

将
来

見
通
し

目
標

・ 成 度 災害時要支援者対策 進事業 組 自治会・班 中 成 度災害時
要支援者対策ステップアップ事業を活用し 組 う 支援す
・自治会単位 支え愛ネットワ 組 意識
・自治会 ち く 協議会 地域 特性 応 た地域 支え愛ネットワ 構築

金

目
的

高齢化 進 も 住 慣 た地域 安心し 自分 しい暮 しを人生 最期 続け こ
う 地域 中 さ 形 支え合え 組 を地域 考え 作っ いくこ を目的 す

・事業を 成 ～ 全 ち く 協議会・自治会 協働し 実施し た 役員 交代 活
動意識 あ 課 あ 自主的 活動意識 育成 必要 あ
・ 活動 柱 地域防災 地域福祉 護予防・地域 く い 地域 特性を活 した
組 し 活動 う 支援し いく必要 あ

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

・県 補 事業 災害時 おけ 支え愛地域 く 推進事業 を活用し 自治会・ 落 申請
組 構築を す
・補 事業 実施主体 町社会福祉協議会 行い 県 町 社会福祉協議会へ補 す
．災害時要支援者対策 進事業 目 [５万 補 県 5, 町 5, ]
事業 容 ①支え愛マップ作成 必須 避難訓練 実施 常時 おけ 見 体制 構築 避
難支援 研修 あ
5 ×5 ヵ所＝ 5 , [県 5 , 町 5 , ]
．災害時要支援者対策ステップアップ事業 目 [ ０万 補 県 5 , 町 5 ,
]
事業 容 ①地域支え愛会議 立ち上 ・運営 災害時 避難支援 課 解決 向けた
組 あ , × ＝ , [県 5 , 町 5 , ]

事
業
実
施

効
果

・自治会・班 補 申請す こ 活動単位 自治会・班 支え愛地域 く 意識 高
・申請や活動を ち く 協議会 一緒 支援す こ 支え愛ネットワ 事業 地域 組

やすい

1,400

歳
出
科
目

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

政
策
分
類 重点

施策
④ 安心し 暮 し続け 地域 く

事業名 支え愛ネットワ 構築事業

区分
単位：千

事業費 成 度計上 1,400 0 0 0

細目事業 支え愛ネットワ 構築事業 事業 種類 拡充

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源
容

一般会計 ④安心し 暮 し続け 地域 く

民生費 地域福祉 進

社会福祉費

社会福祉総務費

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

名称 名 称
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅳ

款 03 施策 (21)

項 02

目 02

1281

将
来

見
通
し

目
標

・ 護人材 安定的 確保 町民 安心し 暮 せ
・貸 期間終了後も専門職員 定着し 人口 増加

金

目
的

護保険事業所 就職す 護職員・ 護師・リ 職等を確保す

・全国的 護人材不足 続し い
・特 日 福祉会 おい 人材確保 苦慮し お や く事業所を休 せ をえ い状況 続
い い

特
記
事
項

解
決
策

事
業

容

・日 福祉会 職員 定者 護職員・ 護師・リ 職員 町 居住す 人 うち 希望者
万 支度金を貸 す
・ 間勤務す ば返還を免除す 期間 満た い場合 按分し 返還を求
・日 町 護福祉人材育成奨学金事業 併給 い
・日 病院職員就職支度金貸 規定を参考 要 を定
・ 度予算 万 ×５人

事
業
実
施

効
果

．高齢者福祉を推進す た 護人材 確保
．人口増加

5,000

歳
出
科
目

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

政
策
分
類 重点

施策
① 用 創出 安心し 働け ち く

事業名 護福祉人材支度金貸 事業

区分
単位：千

事業費 成 度計上 5,000 0 0 0

細目事業 護保険事業 事業 種類 拡充

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源
容

一般会計 ④安心し 暮 し続け 地域 く

民生費 高齢者福祉 進

社会福祉費

老人福祉費

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

名称 名 称
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅳ

款 04 施策 (16)

項 01

目 03

1301

特
記
事
項

※添付資料
○図面等 位置 配置 事業 容 わ も
○上記事項を補完す 資料

金

目
的

胃 検診 検査方法を拡充し 安心安全 検診を提供し 診機会を増やすこ 胃 を
した疾病 早期発見・早期治療

事
業
実
施

効
果

・胃 検診を け 機会 方法 選択肢 増え さ 多く 方 住民検診を健康 く 活用し も
え 胃 視鏡検査を け う こ リウ 検査 困難 方 も 安心安全 検査を
け も うこ

・胃 を した疾病 早期発見・早期治療

将
来

見
通
し

目
標

胃 早期発見・早期治療 胃 罹患・死亡 減少す
死亡原因 悪性新生物 中 最も多い部位 あ 胃 罹患・死亡 減 こ 町 療費 削減

・日 町 おけ 死亡原因 最も多い 悪性新生物 55人 あ 部位別 肺 5人 次
い 胃 5人 多い 成 ～ 7 度 し し 住民検診 おけ 胃 検診 診率 . ％ 成
7 度実績 県 均 7. ％ 比較し も く 県 番目 い状況 っ い
・ 診率 い原因 し 町 胃 検診 検診車 行う胃X線検査 リウ 検査 し 診
い体制 あ こ 検査 技師 指示 体位変換や自分 力 身体を支え 等あ 程度力 必要
あ リウ 誤嚥 険性もあ こ 高齢者 多い 町 実施 難しい方もお 胃
視鏡検査を 療機関 け う勧 場合もあ
・現在 鳥 県 胃 視鏡検診を実施し い い 日 町 日 町 町 あ
・町 胃 検診 リウ 検査し 診 いた 定期的 自 胃 視鏡検査 療保険 を
診す 人も多い

解
決
策

事
業

容

・従来行っ た 団検診 リウ 検査 加え 療機関 胃 視鏡検査 方法 胃
検診を け 体制を く
・検診委 療機関：西伯病院・江尾診療所を予定 も 院 影
・ 歳以上 方を対象 し 検診料金 無料 す 全 町 担 対象者 県 方針 変更す
場合 あ 検診以外 療的処置 行わ た場合 療扱い し自己 担 す
・予算 訳：報償費 胃 視鏡 像 影 師報償費： ×5 件× 人 委 料 胃 視鏡検査：
, ×5 人 製 費 検診 診票： ,5
※胃 視鏡検査 胃 検診 胃 死亡率減少効果を示す相応 証 認 い

661

歳
出
科
目

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

政
策
分
類 重点

施策
④ 安心し 暮 し続け 地域 く

事業名 検診事業 胃 検診 おけ 胃 視鏡検査

区分
単位：千

事業費 成 度計上 661 0 0 0

細目事業 検診事業 事業 種類 新規

財源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般財源
容

一般会計 ④安心し 暮 し続け 地域 く

衛生費 健康 く 進

保健衛生費

健康対策費

[ 成 ０ 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

名称 名 称

-168-



区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅰ

款 06 施策 (1)

項 01

目 03

1514

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 農林課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ① 事を く 安心し 働け ち く

農林水産業費 農業 振興

農業費 重点
施策

① 用 創出 安心し 働け ち く

農業振興費

細目事業 経営所得安定対策事業 事業 種類 新規

事業名 印賀・白谷地区県営土地改良事業

区分
(単位：千 ) 容 金

源 訳

国県支出金 地方債 そ 一般 源

0

目
的

印賀・白谷地 未整備田 区画整理を実施す こ 農地中間管理事業を活用した一層 農地
積 進 経営 効率化を図 優良農地 確保 地域営農 ・発展を図

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

農業者 高齢化や後 者 足 よ 個人 よ 営農 困難 い
担い手 保有す 大型機械 入 効率的 営農 いた 農地 約化 障壁 い

事業費 成30 度計上 5,000 0 5,000 0

特

事
項

解
決
策

事
業

容

要望 挙 た印賀・白谷地 未整備田 区画整理 い 農地中間管理機構関連農地整備事
業を活用し圃場整備を行う 成 度 県 実施す 事業計画作成 費用 ％を 担す

国 ％ 県 ％ 成 度以降 県営事業 対し 事業費 ％を 担す 国 ．
％ 県 ． ％ ％ 地元 担 し

・Ｈ 事業計画作成委 県
・Ｈ 工事 実施設計委 県
・Ｈ ～ 工事実施 県
・Ｈ 確定測量 県

事
業
実
施

よ

効
果

農地 担い手へ 積 進 優良農地 維持管理 適 行わ
担い手 作業 効率的 実施 収益性 上

将
来

見
通
し

目
標

農村環境 維持発展や 用 確保

-169-



区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅰ

款 06 施策 (1)

項 01

目 03

1532

特

事
項

解
決
策

事
業

容

印賀地 トマトハウス団地 し 区画を整備し 研修用 トマト栽 ハウスを建設す
区画 うちす 区画 民間業者 よ 整備済

・～ 測量設計業務委 委 費   ， 千
・ ～  造成工事 工事請 費 ， 千
・ ～  トマト栽 用ハウス建設

Ｈ 度以降
入植者 決 ば次 区画 整備を進 実作研修を終えた研修生 新た 整備した区画 就農し

う

事
業
実
施

よ

効
果

成 度よ 農業研修生 礎研修・実作研修 トマトハウス団地を専用圃場 し 実施 受
入農家 選定や実作研修場所 確保 効率的 行え 互い 研修 専念

た 研修圃場や就農地 確保さ い こ よ 募 段階 大 くアピ ル

将
来

見
通
し

目
標

トマト産地 維持発展 図 こ よ 水稲中心 営農形態 水稲 トマト 複合経営 よ
農家所得 向上 寄 す こ

0

目
的

印賀地 トマトハウス団地を形成し 新規就農者 確保・育成を行う
たトマト 生産振興を図 県 数有 トマト産地 維持・発展を目指す

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

成27 度よ 旨い果菜 く プラン く ば 地域プラン事業 を実施し トマト・ピ
マン 生産振興を図 い プラン 中 印賀地 トマトハウス団地を形成し 農業研修を受け
たトマト栽 夫婦 次入植し う予定 いた 現時点 トマト栽 夫婦 応募 く 団地計
画 進 い い た 農業研修生 充分 面積 実習圃場 確保 難しく そ 要望 挙
い

事業費 成30 度計上 22,000 0 22,000 0

区分
(単位：千 ) 容 金

源 訳

国県支出金 地方債 そ 一般 源

細目事業 旨い 菜 く 事業 事業 種類 新規

事業名 印賀トマトハウス団地整備

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 農林課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ① 事を く 安心し 働け ち く

農林水産業費 農業 振興

農業費 重点
施策

① 用 創出 安心し 働け ち く

農業振興費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01 政策 Ⅱ

款 10 施策 (32)

項 01

目 03

1217

[ 成 度当初予算 新規事業等説明資料]

所属 教育課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ②日 町へ 移住・定住を 進させ

教育費 雇用対策 定住対策 進

教育総務費 重点
施策

②日 町へ 移住・定住を 進させ
育英事業費

細目事業 日 町人 育成事業 事業 種類 新規

事業名 高等学校等通学費等助成事業

区分
( 位 千 ) 容 金

源 訳

国県支出金 地方債 そ 他 一般 源

0

目
的

高等学校等 教育に 経済的 担 軽減を図 っ 教育 機会均等に寄与す

事
業

必
要
性

現
状
・
課

・

現在 国 高等学校等就学支援金制度 によ 授業料に充 た 支援金 市町 民税所得割 によ
所得制限あ あ ます また 国 制度 都道府県 実施す 高校生等奨学給付金 授業料以外 教育費
に充 対象 生活保護世帯 市町 民税非課税世帯 あ ます
日 中学校卒業生 全員高校進学し お 通学に 人的・経済的 担 大 く 高校生保護者 経済的
担感 県 大 いた

事業費 成30 度計 5,100 0 5,100

特
記
事
項

成30 度生徒数見込
高校 生 名
高校 生 名
高校 生 名

解
決
策

事
業

容

高等学校 高専等含 に通学・ 宿・寮費を助成す 卒業ま 限度 1/2 間 限
50,000

事
業
実
施
に

よ

効
果

保護者 経済的 担軽減

将
来

見
通
し

目
標

経済的 担軽減によ 高校 選択幅 広
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